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編集方針
住友ベークライトグループは、事業戦略やサステナ
ビリティ経営に関する情報を一体のものとしてお伝
えするツールとして、「統合報告書」を発行してお
り、価値創造や中期的な経営目標、各事業セグメン
トの業績や戦略、サステナビリティに関する方針や
取り組み、データなどを統合的に報告しています。

● 参照したガイドライン
・国際統合報告評議会（IIRC）の「国際統合報告フ
レームワーク」を参照しています。
・国際会計基準（IFRS）に準拠して作成しています。

見通しに関する注意事項
本報告書には、過去または現在の事実だけでなく、
住友ベークライトグループの将来に対する予測・予
想・計画なども記載しています。これらは現時点で
入手可能な情報に基づく仮定・判断であり、将来の
事業環境の変化など、さまざまな要因の影響を受け
る可能性があります。

● 対象期間
原則として2024年度（2024年4月～2025年3月）
です。対象期間が異なる場合、個別に記載していま
す。将来についての計画、戦略および業績に関する
見通しが含まれています。

● 発行
2025年9月（次回予定2026年9月）

● 対象組織
原則として住友ベークライトおよび会計上の連結
子会社を対象にしています。
（注）この報告書では、住友ベークライト株式会社お
よびグループ会社の法人格の名称を省略して表記
したか所があります。また、報告書掲載の数値デー
タは原則、四捨五入しています。そのため、内訳の合
計が総数に合わない場合などがあります。

開示情報の位置付け

※法定開示・制度開示書類

価値創造のアクセル／
人的資本（人材の活躍）経営
50　人事担当役員メッセージ
51　多様性の推進／
　 　自立性の強化／組織力の強化

価値創造のアクセル／DX
54　担当部門メッセージ
55　DXの取り組み

事業を継続する基盤
56　社外取締役インタビュー
59　コーポレート・ガバナンス
64　リスクマネジメント
65　サイバーセキュリティ／人権尊重
66　サステナブル調達／安全衛生／製品責任
67　コンプライアンス

イントロダクション
02　目次・編集方針・開示情報の位置付け
03　会長メッセージ
04　基本方針（経営理念）・パーパス・ビジョン

トップメッセージ
05　トップメッセージ

価値創造と3つの強み
09　数値で見る住友ベークライトの現在地
10　住友ベークライトの価値創造史
11　社会を支える住友ベークライトの製品
12　価値創造プロセス
13　6つの資本
14　3つの強み:①基盤技術
15　3つの強み:②グローバル体制
16　3つの強み:③人材と組織

ビジョン実現への道筋
17　経営の重要課題／副社長メッセージ
18　経営の重要課題（マテリアリティ）
19　経営の重要課題KPI
20　中期経営計画2024-2026

コーポレートデータ
69　会社・株式情報
70　財務・非財務ハイライト

成長戦略
24　財務経理役員メッセージ
27　事業ポートフォリオ
28　セグメント別事業概況
 28　半導体関連材料
 30　高機能プラスチック
 32　クオリティオブライフ関連製品

環境・社会価値の創造
34　サステナビリティ担当役員メッセージ
35　SDGs貢献製品
37　環境ビジョン2050
38　TCFDの取り組み
39　インデックスへの組み入れ／
　　 外部機関からの評価／署名・賛同

価値創造のアクセル／顧客との共創
40　One Sumibe活動 推進責任者×
　　 グローバルマーケティング本部長 対談
42　CS／One Sumibe活動

価値創造のアクセル／イノベーション
44　研究開発担当役員メッセージ
45　研究開発・知的財産

47　研究開発座談会

財務情報 非財務情報

決算説明会
株主総会
機関投資家・アナリストとの個別ミーティング

決算短信 ※

ファクトブック
IR情報

有価証券報告書 ※

統合報告書　　中期経営計画資料

コーポレート・ガバナンス報告書※

サステナビリティウェブサイト、サステナビリティレポート
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イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋目次・編集方針・開示情報の位置付け



代表取締役会長

藤原 一彦

03Sumitomo Bakelite Co., Ltd. Integrated Report 2025

　前年度は2018年の社長就任以来掲げてきた、売上高3,000億円、事業利益300億円とい
う目標を実現することができ、株主の皆さまや従業員への還元につなげることができまし
た。この成果はひとえに、従業員一人ひとりの努力の賜物であり、心より感謝申し上げま
す。当社グループの経営が軌道に乗りつつあること、そして、経営の若返りを図る観点から
も適切なタイミングであると判断し、新たなバトンを後任に託すことといたしました。
　社長時代に私が特に力を入れてきたのが、「One Sumibe活動」です。縦割りだった部門
間の壁を取り払い、横のつながりを促進することで、住友ベークライトが「一つの会社」と
してお客さまに向き合える体制をつくってきました。また、全国の研究所や工場を訪れ、
「社長講話」として、若手社員と対話する場も数多く持ち、挑戦の大切さを伝え続けてきま
した。これらの積み重ねが、今では社内の雰囲気を高め、若い世代からも積極的な提案が生
まれるようになっています。もちろん、企業経営においてはトップダウンの意思決定が必
要です。しかし、適切なトップダウンは、意見を吸い上げるボトムアップの風土と両輪で成
り立つべきだと考えています。
　今後は、鍜治屋新社長を全面的にサポートする立場となります。彼は、当社の中核事業
である半導体関連材料や高機能プラスチックの営業を長年にわたって担い、海外駐在経
験も豊富です。さらに、私が大切にしてきた「人間力」の観点においても、申し分ない人物
です。住友ベークライトは、お客さま満足（CS）をさらに超え、「感動」の提供を目指してい
ます。そのためには、お客さまと真摯に向き合い、現場の声を丁寧にすくい上げる姿勢が
求められます。鍜治屋新社長はこの点において、トップダウンとボトムアップを両立しな
がら前進できる人物であり、これからの時代にふさわしいリーダーだと確信しています。
ステークホルダーの皆さまには、今後とも変わらぬご支援とご協力を賜りますよう、
心よりお願い申し上げます。 

成長の実績を胸に、
さらなる飛躍を期して経営を次世代へ

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋会長メッセージ



日本の社会にプラスチックが登場して100年以上が経過し、社会や産業は大きく変
貌しました。しかし、プラスチックの可能性を信じ、その事業を通して社会に貢献し
たいという精神は、今もなお住友ベークライトに受け継がれています。私たちは、地
球環境への配慮はもちろん、モノづくりへの飽くなき探究によって、プラスチックに
革新的な価値を付与し続けます。そして、プラスチックの力で地球環境や人々に豊か
な未来を提供しながら、お客さまやパートナーとともに手を携えて、持続可能な社会
の実現を目指します。

この基本方針は、上記の住友の事業精神に沿ったものであり、その意味するところは、以下の通りです。

1. 住友に寄せられる社会からの高い信頼に応えるように社内外の信用を大切にする
2. 事業活動においては目先の利益にとらわれることなく確実な経営を行う
3. 信用を大切にし確実を旨とする事業活動を通じて、住友ベークライトグループの場合は革新的で創造的なプラスチッ
クの研究、開発、製造、販売という事業を通じて、より良い社会・豊かな生活の向上に貢献する

お客様との価値創造を通じて、
「未来に夢を提供する会社」

我が社は、信用を重んじ確実を旨とし、
事業を通じて社会の進運及び民生の向上に貢献することを期する。 

住友ベークライトグループの基本方針（経営理念）

パーパス

ビジョン

プラスチックの可能性を広げることで、
持続可能な社会を実現する

文殊院旨意書

【住友の事業精神】

■ 住友ベークライトグループの「私たちの行動指針」
1. 私たちは、持続可能な社会の実現に貢献し、お客様が満足する製品・サービスを提供します。

2. 私たちは、法令および企業倫理に則って、公正で透明な事業活動を行います。

3.  私たちは、安全な職場環境の実現、健康の保持増進に取り組みます。

4. 私たちは、地球環境保全への取り組みを積極的に進めます。

5. 私たちは、当社グループの事業に関わる全ての人々の人権を尊重します。

　住友ベークライトグループは、約400年前から住友家の事

業に受け継がれてきた「住友の事業精神」を事業経営の支え

としています。この事業精神の源流となったのが、住友家初

代・住友政友が書いた「文殊院旨意書」です。約400年前、

政友（文殊院）が家人に宛てた商売上の心得を説いた書状

で、冒頭には根本精神として「商売はいうまでもなく、すべて

のことについて心を込めて励みなさい」と説かれています。

　人間の努力や誠実さを求め、人格形成を促す「旨意書」は、

今日でも住友グループ共有の理念であり続けており、住友

ベークライトグループの基本方針の原点にもなっています。 

もんじゅ いん し い がき

「未来に夢を
提供する会社」へ

お客様との共創で価値を創造し、
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イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋基本方針（経営理念）・パーパス・ビジョン



　このたび社長に就任するにあたり、新たな挑戦の機会をいただいたことに、関係するすべ
ての皆さまへ深く感謝申し上げます。同時に、住友ベークライトという歴史ある会社を率い
る重責に、身の引き締まる思いです。多くの先輩方が築いてきたこの素晴らしい会社を、さら
なる成長へと導くために、全力で取り組む覚悟です。当社グループは現在、中期経営計画
2024-26の期中にあり、2030年のありたい姿として事業利益550億円を掲げています。目標
を達成すべく、「お客様との価値創造を通じて、『未来に夢を提供する会社』」というビジョン
のもと、全社を挙げて仮説と検証のサイクルをスピーディーに回しながら、具体的な施策へ
と落とし込まなければなりません。そのためには、お客さまとの対話や、従業員の皆さんとの
丁寧なコミュニケーションが不可欠です。人の声に耳を傾け、一緒に課題解決の道筋を考え
る姿勢を大切にしながら、2030年のその先も見据えて成長の礎を築いてまいります。
　現在の当社グループを取り巻く事業環境は、概ね良好だといえます。2024年度には売上収
益3,000億円、事業利益300億円を達成し、お客さまとの強い信頼関係のもと、各事業セグメ
ントが着実に成長しています。半導体や電子部品を含むICT分野、高機能プラスチックに代
表されるモビリティ分野、クオリティオブライフ向上に貢献するヘルスケア分野など、当社
は幅広い領域でニッチ＆トップシェアを追求し、グローバルで高い評価をいただいていま
す。一方で、外部環境の変化は非常に早く、かつ大きなうねりを伴っています。新型コロナウ
イルスのパンデミック、ウクライナ情勢、アメリカの関税政策など、過去の常識が通用しな
い時代に突入しており、こうした環境下では自社だけでの対応には限界があります。お客さ
まやサプライヤー、研究機関といった外部ステークホルダーとのパートナーシップをさら
に強化し、変化を先読みして柔軟に対応していくことが肝要です。そして、外部との協業を
通じて企業価値を高め、従業員一人ひとりが住友ベークライトグループの一員であること
に誇りを持てるような、個人と組織がともに成長を実感できる会社を目指していきたいと
考えています。

対話で未来を拓く──
社長就任にあたって

代表取締役社長　
社長執行役員

鍜治屋 伸一

2030年ありたい姿に向けて
人材と技術を継承し、挑戦者を讃える風土を築く
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イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋トップメッセージ



　私は1989年に住友ベークライトに入社し、36歳でイン
ドネシアにある高機能プラスチックの関係会社（IPJ）の営
業部長として、初の海外赴任をしました。東南アジアから
インド地域までを担当しましたが、未知の環境で多様な
人々と対話する日々は刺激に満ちており、現地の成長意欲
や向上心に大いに感化されました。当時のIPJの規模を3
倍に拡大するというミッションを背負いながら、お客さま
や従業員とともに成長できた経験は、対話によって課題を
解決していくというその後の仕事の指針になりました。帰
国後は、半導体関連材料事業セグメントへと異動し、まっ
たく異なる領域に挑むことになりました。2011年の東日
本大震災直後という混乱期において、私は営業部長として
迅速な対応を求められる立場でした。半導体の知識は乏し

かったものの、まずは信頼関係の構築が優先と考え、周囲
のメンバーの力を借りながら顧客との対話を重ねました。
その結果、協業体制を構築しビジネス拡大にもつなげるこ
とができました。当時の上司の強いリーダーシップと、
チーム全体の一体感があったからこそ、困難な状況を乗り
越えることができたのだと感じています。
　こうした経験を糧に、私はリーダーとして「最悪のケー
スを想定した上で、変化を恐れず挑戦する姿勢」が重要だ
と考えるようになりました。この「変化を恐れず、挑戦す
る姿勢」は従業員の皆さんにもぜひ意識して、仕事にあ
たってほしいと考えています。そして、従業員の皆さんに
は、次の3つの行動を特に意識していただきたいと考えて
います。第一に、主体性を持ち、自分ごととして取り組む
ことです。日々業務に向き合う中で、前向きな姿勢で充実
した時間を過ごしてもらいたいと考えています。そのた
めには、指示を待つのではなく自ら考えて行動し、自分の
判断に責任を持つスタンスが不可欠です。
　第二に、チームで成果を出すために、しっかりとコミュ
ニケーションをとることです。チームで互いの強みを活
かし合い、周囲とつながりながら進めていくことで、大き
な成果が生み出せます。
　そして第三に、結果にこだわり、最後までやりきること
です。結果が出れば自信につながり、失敗からも多くの学
びが得られます。やりきったという実感と経験は必ず次
につながるはずです。

　2024年度は新たな中期経営計画の初年度として、当社
グループが長い間掲げてきた売上収益3,000億円、事業
利益300億円という目標を、初めて達成した記念すべき
年となりました。藤原会長のリーダーシップのもと、従業
員一人ひとりが課題に真摯に向き合い、挑戦を重ね、成果

を生み出してくれたことに深く感謝しています。一方で、
高機能プラスチックの北米事業では減損の影響を受け、
当期利益は前年比でマイナスとなりました。しかし、これ
を踏まえた上で、今期は業績を再び上昇軌道に乗せる目
標を設けています。財務目標では事業利益の目標に加え
て、ROEを2026年度に9.0%、2030年度には10.0%と定
めており、B/Sの最適化にもこだわって取り組んでいき
ます。
　また、2024年度は製品ポートフォリオの改革に目を向
けた一年でもありました。3事業セグメントの2024年度
の状況については以下のとおりです。

中国市場の伸長に対応すべく進めてきた設備投資が功を
奏し、新工場の稼働も含めて安定供給体制が整いつつあ
ります。台湾は主にパソコンやスマホ向けの需要が伸び
悩み、東南アジアでは車載半導体が在庫調整の影響を受
けました。モビリティ戦略3製品は、欧米のEV需要の減速
をHVで補い、概ね計画どおりの販売を維持できました。

当社グループのグローバル供給体制を活かし、アジア圏
では過去最高の売上収益・事業利益を記録しました。中国
では最新鋭の自動化設備を備えた新工場が稼働し、生産
性の向上にもつながっています。一方、北米・欧州は厳し
い状況にあり、特に北米のフェノール樹脂関連は不採算
により減損処理を計上しました。航空機部品は顧客のス
トライキの影響を受けたものの、2025年度は回復傾向に
あります。半導体用途でのCOPLUS®や超低モノマー水溶
性フェノール樹脂、パワーモジュール用に開発した放熱
絶縁シート材料など、高付加価値製品の実績化も進んで
おり、今後の利益貢献に期待を寄せています。

フィルム・シート事業では、電子部品の搬送に使用するカ
バーテープや半導体製造工程で使用されるダイシング
テープの販売が好調に推移しました。ほかにも、ヘルスケ
ア分野のマイクロ能動カテーテルや、車載向け光学製品
なども需要が伸び、計画を大幅に上回る成果を上げるこ
とができました。

　加えて、2024年度には、サステナビリティの観点で12
の経営の重要課題を新たに定め、財務・非財務の両面で
KPIを設定しました。特に重要視している「環境・社会価
値の創造」では、SDGs貢献製品の売上収益比率を2030年
までに70%に上げ、GHG排出量を2021年度比で48%削
減することを目標としており、いずれも前倒しで進捗し
ています。また、「環境・社会価値の創造」を加速していく
ために、顧客との共創、イノベーション、人的資本（人材の
活躍）経営、DXの4つの「価値創造のアクセル」を定めてお
り、それぞれの進捗も順調です。「事業を継続する基盤」と
しての安全衛生やサイバーセキュリティ、製品責任、人権
尊重、コンプライアンス、サステナブル調達、コーポレー
ト・ガバナンスといったテーマにも引き続き注力してい
きます。安全衛生において一点、触れなければならないの
は、3件の事故が発生したことです。この事態を受けて、私
が事業責任者としてメッセージを発信し、各事業所の意
識改革を促しています。「安全をすべてに優先させる」と
いう基本姿勢を再徹底し、今後も安全第一で取り組んで
まいります。
　顧客との共創の面では、顧客満足を超えた「顧客感動」
を提供するために、「One Sumibe活動」の推進に力を注
ぎました。私自身、推進責任者を担ったこともあるこの取
り組みは、部門を横断した社内連携を活性化し、顧客への

トータルソリューション提案の質の向上など、大きな成果
を生んでいます。最近では、参加するメンバーから経営層
への自発的な提案も増えており、2024年度はパワーモ
ジュール、2025年度はバッテリーモジュールをテーマに
したワーキンググループが重点領域拡販チームとして活
動しています。このほかにも、顧客の施設内で行うインハ
ウス展示会の開催やグループ内の連携をより活発にする
ためのインフルエンサーチームの発足など、多岐にわたる
活動が、事業貢献と組織活性の両面で機能しています。藤
原会長は以前から「ボトムアップの提案をトップが支援す
る」体制が理想と話しておりましたが、「One Sumibe活
動」の盛り上がりを契機に、風通しの良い企業風土をより
強固なものにしていきたいと考えています。

　今期、当社グループは引き続き「“ニッチ＆トップシェ
ア”を目指し、価値創造につながるポートフォリオ改革
に挑戦する」中期方針の歩みを進めます。その柱の一つ
となるのが、既存事業の収益力強化です。自動化・デジタ
ル化による生産性向上や、生産拠点の再配置を通じた効
率化に取り組むとともに、中国や台湾で最先端工場の稼
働を開始するなど、コストと品質の両面で競争力を高め
ていきます。また、「利益基準への転換」を重要な方針に
定めており、2020年度より導入した社内独自の経営管
理指標「SB-ROIC」のKPIを設定し、事業部門ごとに投下
資本に対する利益率を算出することで、資本効率性の向
上を図っています。
　もちろん、成長領域におけるビジネスの拡大も忘れては
いません。重点3領域であるICT、モビリティ、ヘルスケアの
各分野において、当社の技術力と製品力をさらに磨いてい
きます。ICT分野では、AI半導体やパワーエレクトロニクス
市場を主要ターゲットとし、顆粒や液状の封止材、TIM、基
盤材料のLαZ®、再配線材など、自社ラインナップを拡充し

ながらソリューションにつながる提案力を高めています。
モビリティ分野では、高付加価値の成形材料や工業用樹脂
で高いシェアを有し、EV分野における素材開発も進展して
います。エポキシ樹脂を用いたモーター磁石固定封止材や
ECU/TCU一括封止材といった製品をOEMやTier1メー
カーに提供し、信頼関係のもとで市場を拡大しています。さ
らに、ステーター用封止材のロボット用途への展開や、ヘッ
ドアップディスプレイ用光学製品、航空機部品の開発も進

め、モビリティ領域での貢献を広げています。ヘルスケア分
野においては、SBカワスミの発足以降、低侵襲治療機器の
開発に注力しており、消化器系ステントなど製品ライン
ナップを拡充しています。また、国内で高いシェアを誇る医
薬品包装分野では、モノマテリアルPTPの開発を海外市場
向けに進めており、さらなる成長が期待されます。
　現在当社は製品ポートフォリオ変革期にあり、次のス
テージではいよいよ事業ポートフォリオの改革に取り組み
ます。重点3領域に加え、食品包装や建築関連といったライ
フイノベーション領域の強化も視野に入れ、全社的に製品・
技術の棚卸を進めます。その中で、顧客価値を最大化する
ソリューションを見極め、不足している要素については
M&Aや技術導入も含めて戦略的に検討していきます。
　新商品・新ソリューション創出の取り組みとしては、
2016年にスタートした社内プログラム「SBinno」が実を
結び始めています。初年度にメンバーとして選ばれた社員
が取り組んできたテーマが、現在BMI（Brain Machine 
Interface)プロジェクトチームとして事業化に動いてお
り、今後も同様の活動が続くことを期待しています。ま
た、多様性の時代における新たな価値創造は、もはや自社
単独では成し得ません。そのため、パートナー企業や大学
など、外部との連携がこれまで以上に重要です。実際、
2025年から東北大学と連携し、「次世代半導体向け素材・
プロセス共創研究所」を設立しました。こうした共創の場
を通じて多様な知見を取り入れ、技術対応力の幅を広げ、
お客さまの真のニーズや課題に寄り添える関係性を築く
ことが、真の価値創造につながると確信しています。
　そして、個人の自律性と全社力最大化については、2021
年度から始めた人事制度改革の一つとして、チャレンジ度
を評価指標に加えた制度を導入しました。年次や年齢にか
かわらず、挑戦によって成果を上げた社員が早期に昇格で
きる環境が整ってきています。さらに、SBスクールや海外
トレーニー制度、「SBinno」などによるスキルアップ支援
に加え、DE&Iを推進し、引き続き多様な人材が活躍でき
る組織づくりに取り組んでいく考えです。

　私は住友ベークライトに長年勤め、3つのセグメントを
担当してまいりましたが、常に感じているのは、当社には
誠実で素晴らしい従業員が揃っているということです。藤
原会長はこれまで、人間力向上の大切さを説いてきました
が、その成果が着実に現れていると実感しています。私た
ちは2030年に「お客様との価値創造を通じて、『未来に夢
を提供する会社』」となることを掲げ、数値目標も定めまし
た。今後はその実現に向けて、一段と、「失敗を恐れず挑戦
していく」姿勢が求められると思っています。 失敗にはど
うしても不安が伴い、誰しもが避けたくなるものです。 し
かし、だからこそ重要なのは、心理的安全性を確保し「挑戦
者を讃える風土」を醸成することです。 これを特に経営層
が率先して意識し、支援していくことが欠かせません。仮
説提案を繰り返し、真のニーズを見極める。 そして、その

実現に向けてリソースを集中し、スピード感をもってソ
リューションにつながる技術や製品を提供し続ける。その
積み重ねの先にこそ、未来につながる「夢」があると信じて
います。各部署、各チーム、そして従業員一人ひとりが、そ
れぞれの立場で「未来に夢を提供する」とは何かを自分ご
ととして考え、具体的な行動に移してほしいと願っていま
す。まずは私たち自身が夢を持ち、2030年のビジョン達成
に向かって一歩ずつ前進していきましょう。
　最後に、私たちは積極的に企業価値の向上を図るととも
に、株主の皆さまへの利益還元を大切にしたいと考えてお
ります。 すでに2025年2月には、株主還元の充実のため自
己株式の取得を行いました。利益配分については、引き続
き将来の事業展開のための投資や持続的成長に向けた戦
略投資、M＆A等の資金の確保なども勘案し、安定的かつ継
続的な配当を実施してまいります。ステークホルダーの皆
さまにおかれましては、これからも変わらぬご支援のほ
ど、よろしくお願いいたします。

変化を恐れず、挑戦する姿勢を大切に

改革の端緒をつかみ
過去最高の売上収益と事業利益を達成

01：半導体関連材料

02：高機能プラスチック
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　私は1989年に住友ベークライトに入社し、36歳でイン
ドネシアにある高機能プラスチックの関係会社（IPJ）の営
業部長として、初の海外赴任をしました。東南アジアから
インド地域までを担当しましたが、未知の環境で多様な
人々と対話する日々は刺激に満ちており、現地の成長意欲
や向上心に大いに感化されました。当時のIPJの規模を3
倍に拡大するというミッションを背負いながら、お客さま
や従業員とともに成長できた経験は、対話によって課題を
解決していくというその後の仕事の指針になりました。帰
国後は、半導体関連材料事業セグメントへと異動し、まっ
たく異なる領域に挑むことになりました。2011年の東日
本大震災直後という混乱期において、私は営業部長として
迅速な対応を求められる立場でした。半導体の知識は乏し

かったものの、まずは信頼関係の構築が優先と考え、周囲
のメンバーの力を借りながら顧客との対話を重ねました。
その結果、協業体制を構築しビジネス拡大にもつなげるこ
とができました。当時の上司の強いリーダーシップと、
チーム全体の一体感があったからこそ、困難な状況を乗り
越えることができたのだと感じています。
　こうした経験を糧に、私はリーダーとして「最悪のケー
スを想定した上で、変化を恐れず挑戦する姿勢」が重要だ
と考えるようになりました。この「変化を恐れず、挑戦す
る姿勢」は従業員の皆さんにもぜひ意識して、仕事にあ
たってほしいと考えています。そして、従業員の皆さんに
は、次の3つの行動を特に意識していただきたいと考えて
います。第一に、主体性を持ち、自分ごととして取り組む
ことです。日々業務に向き合う中で、前向きな姿勢で充実
した時間を過ごしてもらいたいと考えています。そのた
めには、指示を待つのではなく自ら考えて行動し、自分の
判断に責任を持つスタンスが不可欠です。
　第二に、チームで成果を出すために、しっかりとコミュ
ニケーションをとることです。チームで互いの強みを活
かし合い、周囲とつながりながら進めていくことで、大き
な成果が生み出せます。
　そして第三に、結果にこだわり、最後までやりきること
です。結果が出れば自信につながり、失敗からも多くの学
びが得られます。やりきったという実感と経験は必ず次
につながるはずです。

　2024年度は新たな中期経営計画の初年度として、当社
グループが長い間掲げてきた売上収益3,000億円、事業
利益300億円という目標を、初めて達成した記念すべき
年となりました。藤原会長のリーダーシップのもと、従業
員一人ひとりが課題に真摯に向き合い、挑戦を重ね、成果

を生み出してくれたことに深く感謝しています。一方で、
高機能プラスチックの北米事業では減損の影響を受け、
当期利益は前年比でマイナスとなりました。しかし、これ
を踏まえた上で、今期は業績を再び上昇軌道に乗せる目
標を設けています。財務目標では事業利益の目標に加え
て、ROEを2026年度に9.0%、2030年度には10.0%と定
めており、B/Sの最適化にもこだわって取り組んでいき
ます。
　また、2024年度は製品ポートフォリオの改革に目を向
けた一年でもありました。3事業セグメントの2024年度
の状況については以下のとおりです。

中国市場の伸長に対応すべく進めてきた設備投資が功を
奏し、新工場の稼働も含めて安定供給体制が整いつつあ
ります。台湾は主にパソコンやスマホ向けの需要が伸び
悩み、東南アジアでは車載半導体が在庫調整の影響を受
けました。モビリティ戦略3製品は、欧米のEV需要の減速
をHVで補い、概ね計画どおりの販売を維持できました。

当社グループのグローバル供給体制を活かし、アジア圏
では過去最高の売上収益・事業利益を記録しました。中国
では最新鋭の自動化設備を備えた新工場が稼働し、生産
性の向上にもつながっています。一方、北米・欧州は厳し
い状況にあり、特に北米のフェノール樹脂関連は不採算
により減損処理を計上しました。航空機部品は顧客のス
トライキの影響を受けたものの、2025年度は回復傾向に
あります。半導体用途でのCOPLUS®や超低モノマー水溶
性フェノール樹脂、パワーモジュール用に開発した放熱
絶縁シート材料など、高付加価値製品の実績化も進んで
おり、今後の利益貢献に期待を寄せています。

フィルム・シート事業では、電子部品の搬送に使用するカ
バーテープや半導体製造工程で使用されるダイシング
テープの販売が好調に推移しました。ほかにも、ヘルスケ
ア分野のマイクロ能動カテーテルや、車載向け光学製品
なども需要が伸び、計画を大幅に上回る成果を上げるこ
とができました。
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　新商品・新ソリューション創出の取り組みとしては、
2016年にスタートした社内プログラム「SBinno」が実を
結び始めています。初年度にメンバーとして選ばれた社員
が取り組んできたテーマが、現在BMI（Brain Machine 
Interface)プロジェクトチームとして事業化に動いてお
り、今後も同様の活動が続くことを期待しています。ま
た、多様性の時代における新たな価値創造は、もはや自社
単独では成し得ません。そのため、パートナー企業や大学
など、外部との連携がこれまで以上に重要です。実際、
2025年から東北大学と連携し、「次世代半導体向け素材・
プロセス共創研究所」を設立しました。こうした共創の場
を通じて多様な知見を取り入れ、技術対応力の幅を広げ、
お客さまの真のニーズや課題に寄り添える関係性を築く
ことが、真の価値創造につながると確信しています。
　そして、個人の自律性と全社力最大化については、2021
年度から始めた人事制度改革の一つとして、チャレンジ度
を評価指標に加えた制度を導入しました。年次や年齢にか
かわらず、挑戦によって成果を上げた社員が早期に昇格で
きる環境が整ってきています。さらに、SBスクールや海外
トレーニー制度、「SBinno」などによるスキルアップ支援
に加え、DE&Iを推進し、引き続き多様な人材が活躍でき
る組織づくりに取り組んでいく考えです。

　私は住友ベークライトに長年勤め、3つのセグメントを
担当してまいりましたが、常に感じているのは、当社には
誠実で素晴らしい従業員が揃っているということです。藤
原会長はこれまで、人間力向上の大切さを説いてきました
が、その成果が着実に現れていると実感しています。私た
ちは2030年に「お客様との価値創造を通じて、『未来に夢
を提供する会社』」となることを掲げ、数値目標も定めまし
た。今後はその実現に向けて、一段と、「失敗を恐れず挑戦
していく」姿勢が求められると思っています。 失敗にはど
うしても不安が伴い、誰しもが避けたくなるものです。 し
かし、だからこそ重要なのは、心理的安全性を確保し「挑戦
者を讃える風土」を醸成することです。 これを特に経営層
が率先して意識し、支援していくことが欠かせません。仮
説提案を繰り返し、真のニーズを見極める。 そして、その

実現に向けてリソースを集中し、スピード感をもってソ
リューションにつながる技術や製品を提供し続ける。その
積み重ねの先にこそ、未来につながる「夢」があると信じて
います。各部署、各チーム、そして従業員一人ひとりが、そ
れぞれの立場で「未来に夢を提供する」とは何かを自分ご
ととして考え、具体的な行動に移してほしいと願っていま
す。まずは私たち自身が夢を持ち、2030年のビジョン達成
に向かって一歩ずつ前進していきましょう。
　最後に、私たちは積極的に企業価値の向上を図るととも
に、株主の皆さまへの利益還元を大切にしたいと考えてお
ります。 すでに2025年2月には、株主還元の充実のため自
己株式の取得を行いました。利益配分については、引き続
き将来の事業展開のための投資や持続的成長に向けた戦
略投資、M＆A等の資金の確保なども勘案し、安定的かつ継
続的な配当を実施してまいります。ステークホルダーの皆
さまにおかれましては、これからも変わらぬご支援のほ
ど、よろしくお願いいたします。

ポートフォリオ改革に着手し、
成長戦略を加速する

新たに定めた12の経営重要課題と
その着実な進捗

03：クオリティオブライフ関連製品
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　私は1989年に住友ベークライトに入社し、36歳でイン
ドネシアにある高機能プラスチックの関係会社（IPJ）の営
業部長として、初の海外赴任をしました。東南アジアから
インド地域までを担当しましたが、未知の環境で多様な
人々と対話する日々は刺激に満ちており、現地の成長意欲
や向上心に大いに感化されました。当時のIPJの規模を3
倍に拡大するというミッションを背負いながら、お客さま
や従業員とともに成長できた経験は、対話によって課題を
解決していくというその後の仕事の指針になりました。帰
国後は、半導体関連材料事業セグメントへと異動し、まっ
たく異なる領域に挑むことになりました。2011年の東日
本大震災直後という混乱期において、私は営業部長として
迅速な対応を求められる立場でした。半導体の知識は乏し

かったものの、まずは信頼関係の構築が優先と考え、周囲
のメンバーの力を借りながら顧客との対話を重ねました。
その結果、協業体制を構築しビジネス拡大にもつなげるこ
とができました。当時の上司の強いリーダーシップと、
チーム全体の一体感があったからこそ、困難な状況を乗り
越えることができたのだと感じています。
　こうした経験を糧に、私はリーダーとして「最悪のケー
スを想定した上で、変化を恐れず挑戦する姿勢」が重要だ
と考えるようになりました。この「変化を恐れず、挑戦す
る姿勢」は従業員の皆さんにもぜひ意識して、仕事にあ
たってほしいと考えています。そして、従業員の皆さんに
は、次の3つの行動を特に意識していただきたいと考えて
います。第一に、主体性を持ち、自分ごととして取り組む
ことです。日々業務に向き合う中で、前向きな姿勢で充実
した時間を過ごしてもらいたいと考えています。そのた
めには、指示を待つのではなく自ら考えて行動し、自分の
判断に責任を持つスタンスが不可欠です。
　第二に、チームで成果を出すために、しっかりとコミュ
ニケーションをとることです。チームで互いの強みを活
かし合い、周囲とつながりながら進めていくことで、大き
な成果が生み出せます。
　そして第三に、結果にこだわり、最後までやりきること
です。結果が出れば自信につながり、失敗からも多くの学
びが得られます。やりきったという実感と経験は必ず次
につながるはずです。

　2024年度は新たな中期経営計画の初年度として、当社
グループが長い間掲げてきた売上収益3,000億円、事業
利益300億円という目標を、初めて達成した記念すべき
年となりました。藤原会長のリーダーシップのもと、従業
員一人ひとりが課題に真摯に向き合い、挑戦を重ね、成果

を生み出してくれたことに深く感謝しています。一方で、
高機能プラスチックの北米事業では減損の影響を受け、
当期利益は前年比でマイナスとなりました。しかし、これ
を踏まえた上で、今期は業績を再び上昇軌道に乗せる目
標を設けています。財務目標では事業利益の目標に加え
て、ROEを2026年度に9.0%、2030年度には10.0%と定
めており、B/Sの最適化にもこだわって取り組んでいき
ます。
　また、2024年度は製品ポートフォリオの改革に目を向
けた一年でもありました。3事業セグメントの2024年度
の状況については以下のとおりです。

中国市場の伸長に対応すべく進めてきた設備投資が功を
奏し、新工場の稼働も含めて安定供給体制が整いつつあ
ります。台湾は主にパソコンやスマホ向けの需要が伸び
悩み、東南アジアでは車載半導体が在庫調整の影響を受
けました。モビリティ戦略3製品は、欧米のEV需要の減速
をHVで補い、概ね計画どおりの販売を維持できました。

当社グループのグローバル供給体制を活かし、アジア圏
では過去最高の売上収益・事業利益を記録しました。中国
では最新鋭の自動化設備を備えた新工場が稼働し、生産
性の向上にもつながっています。一方、北米・欧州は厳し
い状況にあり、特に北米のフェノール樹脂関連は不採算
により減損処理を計上しました。航空機部品は顧客のス
トライキの影響を受けたものの、2025年度は回復傾向に
あります。半導体用途でのCOPLUS®や超低モノマー水溶
性フェノール樹脂、パワーモジュール用に開発した放熱
絶縁シート材料など、高付加価値製品の実績化も進んで
おり、今後の利益貢献に期待を寄せています。

フィルム・シート事業では、電子部品の搬送に使用するカ
バーテープや半導体製造工程で使用されるダイシング
テープの販売が好調に推移しました。ほかにも、ヘルスケ
ア分野のマイクロ能動カテーテルや、車載向け光学製品
なども需要が伸び、計画を大幅に上回る成果を上げるこ
とができました。

　加えて、2024年度には、サステナビリティの観点で12
の経営の重要課題を新たに定め、財務・非財務の両面で
KPIを設定しました。特に重要視している「環境・社会価
値の創造」では、SDGs貢献製品の売上収益比率を2030年
までに70%に上げ、GHG排出量を2021年度比で48%削
減することを目標としており、いずれも前倒しで進捗し
ています。また、「環境・社会価値の創造」を加速していく
ために、顧客との共創、イノベーション、人的資本（人材の
活躍）経営、DXの4つの「価値創造のアクセル」を定めてお
り、それぞれの進捗も順調です。「事業を継続する基盤」と
しての安全衛生やサイバーセキュリティ、製品責任、人権
尊重、コンプライアンス、サステナブル調達、コーポレー
ト・ガバナンスといったテーマにも引き続き注力してい
きます。安全衛生において一点、触れなければならないの
は、3件の事故が発生したことです。この事態を受けて、私
が事業責任者としてメッセージを発信し、各事業所の意
識改革を促しています。「安全をすべてに優先させる」と
いう基本姿勢を再徹底し、今後も安全第一で取り組んで
まいります。
　顧客との共創の面では、顧客満足を超えた「顧客感動」
を提供するために、「One Sumibe活動」の推進に力を注
ぎました。私自身、推進責任者を担ったこともあるこの取
り組みは、部門を横断した社内連携を活性化し、顧客への

トータルソリューション提案の質の向上など、大きな成果
を生んでいます。最近では、参加するメンバーから経営層
への自発的な提案も増えており、2024年度はパワーモ
ジュール、2025年度はバッテリーモジュールをテーマに
したワーキンググループが重点領域拡販チームとして活
動しています。このほかにも、顧客の施設内で行うインハ
ウス展示会の開催やグループ内の連携をより活発にする
ためのインフルエンサーチームの発足など、多岐にわたる
活動が、事業貢献と組織活性の両面で機能しています。藤
原会長は以前から「ボトムアップの提案をトップが支援す
る」体制が理想と話しておりましたが、「One Sumibe活
動」の盛り上がりを契機に、風通しの良い企業風土をより
強固なものにしていきたいと考えています。

　今期、当社グループは引き続き「“ニッチ＆トップシェ
ア”を目指し、価値創造につながるポートフォリオ改革
に挑戦する」中期方針の歩みを進めます。その柱の一つ
となるのが、既存事業の収益力強化です。自動化・デジタ
ル化による生産性向上や、生産拠点の再配置を通じた効
率化に取り組むとともに、中国や台湾で最先端工場の稼
働を開始するなど、コストと品質の両面で競争力を高め
ていきます。また、「利益基準への転換」を重要な方針に
定めており、2020年度より導入した社内独自の経営管
理指標「SB-ROIC」のKPIを設定し、事業部門ごとに投下
資本に対する利益率を算出することで、資本効率性の向
上を図っています。
　もちろん、成長領域におけるビジネスの拡大も忘れては
いません。重点3領域であるICT、モビリティ、ヘルスケアの
各分野において、当社の技術力と製品力をさらに磨いてい
きます。ICT分野では、AI半導体やパワーエレクトロニクス
市場を主要ターゲットとし、顆粒や液状の封止材、TIM、基
盤材料のLαZ®、再配線材など、自社ラインナップを拡充し

ながらソリューションにつながる提案力を高めています。
モビリティ分野では、高付加価値の成形材料や工業用樹脂
で高いシェアを有し、EV分野における素材開発も進展して
います。エポキシ樹脂を用いたモーター磁石固定封止材や
ECU/TCU一括封止材といった製品をOEMやTier1メー
カーに提供し、信頼関係のもとで市場を拡大しています。さ
らに、ステーター用封止材のロボット用途への展開や、ヘッ
ドアップディスプレイ用光学製品、航空機部品の開発も進

め、モビリティ領域での貢献を広げています。ヘルスケア分
野においては、SBカワスミの発足以降、低侵襲治療機器の
開発に注力しており、消化器系ステントなど製品ライン
ナップを拡充しています。また、国内で高いシェアを誇る医
薬品包装分野では、モノマテリアルPTPの開発を海外市場
向けに進めており、さらなる成長が期待されます。
現在当社は製品ポートフォリオ変革期にあり、次のス

テージではいよいよ事業ポートフォリオの改革に取り組み
ます。重点3領域に加え、食品包装や建築関連といったライ
フイノベーション領域の強化も視野に入れ、全社的に製品・
技術の棚卸を進めます。その中で、顧客価値を最大化する
ソリューションを見極め、不足している要素については
M&Aや技術導入も含めて戦略的に検討していきます。
　新商品・新ソリューション創出の取り組みとしては、
2016年にスタートした社内プログラム「SBinno」が実を
結び始めています。初年度にメンバーとして選ばれた社員
が取り組んできたテーマが、現在BMI（Brain Machine 
Interface)プロジェクトチームとして事業化に動いてお
り、今後も同様の活動が続くことを期待しています。ま
た、多様性の時代における新たな価値創造は、もはや自社
単独では成し得ません。そのため、パートナー企業や大学
など、外部との連携がこれまで以上に重要です。実際、
2025年から東北大学と連携し、「次世代半導体向け素材・
プロセス共創研究所」を設立しました。こうした共創の場
を通じて多様な知見を取り入れ、技術対応力の幅を広げ、
お客さまの真のニーズや課題に寄り添える関係性を築く
ことが、真の価値創造につながると確信しています。
　そして、個人の自律性と全社力最大化については、2021
年度から始めた人事制度改革の一つとして、チャレンジ度
を評価指標に加えた制度を導入しました。年次や年齢にか
かわらず、挑戦によって成果を上げた社員が早期に昇格で
きる環境が整ってきています。さらに、SBスクールや海外
トレーニー制度、「SBinno」などによるスキルアップ支援
に加え、DE&Iを推進し、引き続き多様な人材が活躍でき
る組織づくりに取り組んでいく考えです。

　私は住友ベークライトに長年勤め、3つのセグメントを
担当してまいりましたが、常に感じているのは、当社には
誠実で素晴らしい従業員が揃っているということです。藤
原会長はこれまで、人間力向上の大切さを説いてきました
が、その成果が着実に現れていると実感しています。私た
ちは2030年に「お客様との価値創造を通じて、『未来に夢
を提供する会社』」となることを掲げ、数値目標も定めまし
た。今後はその実現に向けて、一段と、「失敗を恐れず挑戦
していく」姿勢が求められると思っています。 失敗にはど
うしても不安が伴い、誰しもが避けたくなるものです。 し
かし、だからこそ重要なのは、心理的安全性を確保し「挑戦
者を讃える風土」を醸成することです。 これを特に経営層
が率先して意識し、支援していくことが欠かせません。仮
説提案を繰り返し、真のニーズを見極める。 そして、その

実現に向けてリソースを集中し、スピード感をもってソ
リューションにつながる技術や製品を提供し続ける。その
積み重ねの先にこそ、未来につながる「夢」があると信じて
います。各部署、各チーム、そして従業員一人ひとりが、そ
れぞれの立場で「未来に夢を提供する」とは何かを自分ご
ととして考え、具体的な行動に移してほしいと願っていま
す。まずは私たち自身が夢を持ち、2030年のビジョン達成
に向かって一歩ずつ前進していきましょう。
　最後に、私たちは積極的に企業価値の向上を図るととも
に、株主の皆さまへの利益還元を大切にしたいと考えてお
ります。 すでに2025年2月には、株主還元の充実のため自
己株式の取得を行いました。利益配分については、引き続
き将来の事業展開のための投資や持続的成長に向けた戦
略投資、M＆A等の資金の確保なども勘案し、安定的かつ継
続的な配当を実施してまいります。ステークホルダーの皆
さまにおかれましては、これからも変わらぬご支援のほ
ど、よろしくお願いいたします。

私たち自身が夢を持ち、
「未来に夢を提供する会社」へ
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世界市場シェア
半導体封止材

売上収益 事業利益 海外売上比率

国内
海外

ROE
(自己資本利益率)

2020年度から5期連続で増収し、
2024年度は初めて3,000億円を超
えて過去最高を更新しました。

3,048

世界で約8,000名の従業員が当社グ
ループの事業を通じて社会に価値を提
供しています。

グループ従業員数

7,981
名

パリ協定1.5℃基準に準拠した2030年目
標の達成を目指します。 （目標：48%以上削
減／スコープ1+2、2021年度比)  

温室効果ガス（GHG)
排出量削減率(2021年度比)

2024年度は初めて300億円を超
える事業利益を計上し、過去最高
を更新しました。今後も、収益力を
高める施策に取り組んでいきます。

308
億円億円

2030年度SDGs貢献製品売上収益比
率70％以上を目指して、環境・社会価値
の創造に取り組みます。

SDGs貢献製品
売上収益比率

新たな環境的・社会的価値を創
出するために、重点領域を定め
て研究開発に力を入れています。

研究開発費の割合
(研究開発費/売上収益）

世界で約40％※のシェアを有する住友
ベークライトの半導体封止材。半導体の高
性能化に欠かせないパッケージ材料です。

1
1

日本だけでなくアジア、欧州、米
国でビジネスを広く展開し、世界
の顧客のニーズに応えています。

プラスチックの可能性を信じ、その事業を通して社会に貢献してきた住友ベークライトは、
今後も独創性の高い製品とサービスで、社会に新たな価値を提供し続けます。

NO.

%64

66.445% %

4.3%

CO2

2026年度9.0％、2030年度10.0
％のROEを目指して資本効率を
高めていきます。

6.5 %

※自社調べ

P.70　財務ハイライト

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋数値で見る住友ベークライトの現在地
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100年を超えるプラスチックの歴史とともに、進化を続けてきた住友ベークライト。
社会の要請に応え、新たな価値を創造しながら事業を拡大し、「未来に夢を提供する会社」の実現を目指して邁進します。

1907年、ベークランド博士が
　　　　「フェノール樹脂」を開発。
1911年、日本でフェノール樹脂の
 製造がスタート。
1955年、住友ベークライトが発足。

1907-1955

硬質塩化ビニル樹脂フィルム・シート
「スミライト®VSS」、封止用エポキシ
樹脂成形材料「スミコン®EME」など、
さまざまな分野の製品の生産・販売を開始。

1956-1981

シンガポールでの会社設立をはじめ、
アジア、北米、欧州など世界各国へ事業展開。
国内外での企業買収により、
事業規模の拡大、新領域への参入を加速。

1982-2023

環境・社会課題を解決する新たな価値を創造し、
機能性化学分野で「ニッチ＆トップシェア」を
目指す。

未来に夢を提供する会社へ

2024～
会社の歴史 CORPORATE HISTORY

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋住友ベークライトの価値創造史

1981
医療機器発売

1962
硬質塩化ビニル樹脂
フィルム・シート
「スミライト® VSS」発売

1980
自動車用フェノール
樹脂成形材料の採用拡大

1980
自動車用フェノール

1911
三共合資会社（現 第一三共
株式会社）で、フェノール
樹脂の試作製造開始

2020
植物由来のフェノール
樹脂（リグニン変性
フェノール樹脂）開発

価値創造の歴史 PRODUCT HISTORY

2010
モーター磁石固定用
封止材の発売

1968
半導体封止用エポキシ樹脂
成形材料「スミコン® EME」
開発 

電子部品の大量低コスト
生産が可能なトランス
ファー成形による成形材
料を開発。のちに半導体
の小型化や高機能化に貢
献し、世界シェア No.1の
製品となっています。

日本で初めてフェノール
樹脂の製造をスタート。
以来、現在に至るまで多
くの機能を有したプラス
チック素材が開発されて
います。

自動車の燃費効率を高めるた
めに自動車部品に使用される
金属よりも軽く、高い強度や
長期信頼性を持つフェノール
樹脂成形材料を開発。今日に
おいても、新たな用途での採
用実績を増やしています。

身近にある医薬品の包装フィル
ム。医薬品を衛生的かつ、持ち
運びしやすくするために開発さ
れました。その後、今に至るま
で医薬品に合わせた機能を付与
し、日本国内で約 70％※に及ぶ
シェアを有しています。

プラスチックの技術を活かした
医療機器の開発をスタート。医
師の声を反映しながら、より使
いやすく、患者の負担軽減につ
ながる医療機器の開発を続けて
います。

環境負荷の高まりから、植
物由来のフェノール樹脂を
開発。環境負荷低減につな
がる新たな素材の開発を進
めています。

半導体封止材として培っ
てきた技術を活用し、電
動化が進むモビリティ分
野へ用途を展開、HVや
EVのエネルギー効率の改
善に貢献しています。

クオリティ
オブライフ
関連製品

高機能
プラスチック

半導体
関連材料

※自社調べ
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イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋社会を支える住友ベークライトの製品

半導体材料が高い評価を得るICT分野、電動車や航空機など幅広い領域をカバーするモビリティ分野、
そして医療機器や医薬品包装などに製品を展開するヘルスケア領域から食品包装や建築材料を扱うライフイノベーションまで、
創意工夫で生まれた製品が世界中で利用され、社会に貢献しています。  　半導体関連材料　　 高機能プラスチック　　 クオリティオブライフ関連製品

膵炎に関する診断薬を自社開発で初
めて商品化。皆が健康に過ごすため
のサポートをしています。

体外診断薬リブリア®トリプシン

主に金属からの軽量化を狙って用い
られる熱硬化性樹脂の成形材料。今
後、高い耐熱性や摺動性を付与した
高付加価値製品を拡充していきます。

自動車向け成形材料・成形品

モビリティICT ヘルスケア ライフイノベーション

                   

優れた耐衝撃性、耐熱性、耐寒性を持
つポリカーボネート樹脂製品です。建
築物への使用に限らず、AIデータセ
ンターなどでも需要が増えています。

建築用ポリカーボネート製品

50年以上の実績を持つ国内トップ
シェアの医薬品包装フィルム。薬に
求められる特性と患者の使いやすさ
も考慮した製品を生み出しています。

医薬品用 PTP包装フィルム

半導体をウェハーから切り出すダイ
シング工程に欠かせないダイシング
テープ。当社の製品は帯電防止とい
う特長を活かして先端半導体のプロ
セスで使用されています。

ダイシングテープ

光学技術と成形技術を活かしたヘッ
ドアップディスプレイ用シート材
料。高い品質と加工技術で世界トッ
プシェアを目指します。

ヘッドアップディスプレイ用光学製品

COPLUS®

当社独自の原料を用いたシクロオレ
フィンポリマー「COPLUS®」。高耐熱
と高い透明性、顧客が求める機能を
付与しやすい特長を持っていてAIや
ディスプレイ、センサーなどの用途
で採用が始まっています。

半導体を衝撃や静電気などから保護
する封止材。AIから自動車、インフラ
までさまざまな分野でなくてはなら
ない材料です。

半導体封止用エポキシ樹脂成形材料

電動車のモーターの高機能化、小型
化のために用いられる材料。幅広い
顧客に使用いただいています。

モーター磁石固定用封止材

従来にはない追従性を持った「スキン
パック おいしさスキン®」は、酸素を遮
断する特殊なフィルムを使用している
ため、お肉の鮮度を長く保つことが可
能です。

スキンパック用フィルム

ソーラーパネルを設置するための防
水シート一体型アンカー。さまざま
な下地に固定可能な軽量部材で、工
期の短縮にも貢献しています。

太陽光発電向け防水部材

一人ひとりの患者にカスタマイズし
たステントグラフト。患者と医師の
負担を軽減する低侵襲治療機器の開
発に力を入れています。

大動脈用ステントグラフト
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3つの事業セグメントにおけるビジネスモデルの実践を通して、経営の重要課題として定めた目標を達成し、社会と企業の持続的成長を実現します。
その先に見据えるのは、当社グループのありたい姿である「2030ビジョン」の達成です。

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋価値創造プロセス

インプット

再生可能エネルギー由来の
電力の使用量比率
62.9％

自然資本

社会･関係資本

人的資本

女性管理職比率

財務資本

製造資本

知的資本

69.6％

4.2％

自己資本比率

グローバル製造拠点数

（国内、海外）：39拠点

SBスクール延べ時間（育成）：

86,550時間

オープンラボ7か国で運営
CS/One Sumibe活動

イノベーションマネジメント
システム構築

P.13

社会課題
外部環境の複雑化
不確実化

気候変動、資源循環、
エネルギー、少子高齢化、
サプライチェーン、人権、
サイバーセキュリティ、
地政学、法令・規制等

モ
ビ
リ
テ
ィ

ヘルスケア

ラ
イ
フ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

I C T

プラスチックの可能性を広げることで、持続可能な社会を実現する
パーパス

中期方針

「
ニ
ッ
チ
＆
ト
ッ
プ
シ
ェ
ア
」

を
目
指
し
、

価
値
創
造
に
つ
な
が
る

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
改
革
に

挑
戦
す
る

「未来に夢を提供する会社」

お客様との
価値創造を通じて、

アウトプット

アウトカム

2030ビジョン

【経済価値の創出】
＜財務目標＞

事業利益：550億円
事業利益率：13.0%
ROE：10.0%
＜非財務目標＞

SDGs貢献製品比率：70%以上
GHG排出量削減率：48%以上

（2021年度比）

【環境価値の創出】
資源循環型の持続可能な生活
省エネルギーな住みよい街
自然と共存する暮らし

【社会価値の創出】

エレクトロニクスの進歩により、
便利な生活

モビリティの進展により、
安全・安心・住みよい街づくり

ヘルスケアの進化により、
健康・幸福・安全の提供

経営の重要課題

環境・社会価値の創造 価値創造のアクセル 事業を継続する基盤

P.40 P.56P.34

クオリティオブライフ
関連製品

半導体関連
材料

高機能
プラスチック

P.15

P.28 P.30

P.32

P.16

3つの事業セグメント

強み

基盤技術

グローバル
体制

人材と
組織

P.14

製品領域

P.20
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●設備投資 17,664百万円
（　 5,308 百万円、 　 6,668 百万円、 　 5,083百万円、

その他585 百万円）

グローバル製造拠点数 39拠点

・製造拠点のグローバル化を進め、地産地消の強化を推進
します。アジア、欧州、北米等を中心とした製造拠点の整備
を進め、地域に根差した生産体制を構築します。

・既存事業の収益力を強化するため、スマートファクトリー
化を進め、生産性の向上に取り組みます。

女性管理職比率　　　　　　　　　　　4.2%
SBスクール延べ時間（育成）  86,550 時間

・多様な人材が個性を活かし、能力を発揮して活躍すること
により、新たなアイデアを生み出し、挑戦する風土を醸成し
ていきます。

・教育システム（SBスクール）により、個人の自律性と組織力
を高め、全社力向上を目指します。

●研究開発費 13,125 百万円
●特許保有件数 3,060 件
（　  926件、 　 416 件、 　 1,234件、コーポレート484件）

●リサイクルや植物由来の原料の活用

イノベーションマネジメントシステム構築

・長年の材料開発によって蓄積した基盤技術（材料設計、加
工・複合、評価解析）に基づく研究・開発を強化します。

・イノベーションマネジメントシステムを構築し、研究開発の
成功確率を高め、意思決定のスピードアップ、研究者のレ
ベルアップにつなげます。

●データサイエンティスト（スキル保有者） 145人

再生可能エネルギー由来の
電力の使用量比率 62.9 %

・2030年度のGHG （温室効果ガス） 排出量削減目標の達成に向
けて、再生可能エネルギー由来の電力への切り替えや太陽光発
電の導入を積極的に進めています。これらの取り組みにより、化
石燃料への依存を減らすとともに、持続可能な自然資本の保全
と活用を推進しています。 

・環境配慮の製品（リサイクルしやすい材料構成、植物由来原料の適
用、長寿命製品の開発等）を進め、資源の有効な活用を進めます。

7か国にオープンラボを設置、運営
（日本、シンガポール、台湾、中国、米国、ベルギー、インド(’25/4～) ）

CS/One Sumibe活動

・実際の試作を通して、構造・プロセスの検証が可能なオー
プンラボを構え、顧客と信頼関係を築いて共創し、新たな
価値を創造します。

・CS（顧客満足）向上の考えのもと、各事業部門が横断的に
連携し、顧客にソリューションを提供します。

グローバル共創体制社会・関係
資本 資源の有効活用

イノベーション創出体制

自然資本多様性、
個の自律と組織力人的資本

グローバル生産・
供給体制

製造資本 知的資本

 　半導体関連材料　　 高機能プラスチック　　 クオリティオブライフ関連製品半 高 ク

半 高 ク

半 高 ク

●総資産（全体）  417,778 百万円
●戦略に基づくキャッシュアロケーション（2024-26年）
 設備投資 500億円
 成長投資 200億円
 戦略的投資 500億円

・持続的な成長のため、強固な財務基盤を構築しています。

・資本コストを意識した経営を進めていくため、経営資源の
キャッシュを設備投資、成長投資、戦略的投資に配分します。
　

強固な財務基盤財務資本

自己資本比率（全社）   69.6 %

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋6つの資本

住友ベークライトグループは、創業以来築いてきた経営資本により新たな価値を創出してきました。
今後も6つの資本を強化しながら経営の重要課題に取り組み、さらなる全社力の向上につなげます。



当社グループの強みの基盤となっている技術は、「材料設計」、「加工・複合」、「評価解析」です。 
これらの基盤技術をさらに磨き、ICT、モビリティ、ヘルスケア、ライフイノベーションの分野で新たな価値を創造していきます。 
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イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋3つの強み:①基盤技術

材料
設計

加工
複合
・

評価
解析

材料特性と成形方法、有機・無機成分や添
加剤の配合、複合化などのさまざまな加
工技術を適切に活用することで、従来の
樹脂では得られない機械特性（強度な
ど）、熱特性（耐熱性や熱伝導性など）、光
学特性（屈折率の制御など）に代表される
機能を実現させています。 

フェノール樹脂やエポキシ樹脂、ノルボル
ネン樹脂などの分子構造設計と、その構
造を実現するための触媒技術を活用する
ことで、新しい機能を有するモノマー・ポ
リマーを合成することが可能です。さらに、
これらの技術により、環境や社会に配慮し
た持続可能な材料を開発しています。 

シミュレーションや構造解析を活用する
ことで、短期間で顧客が求める特性を持っ
た樹脂や複合材料を開発することが可能
です。また、近年ではマテリアルズ・イン
フォマティクス(MI)技術を活用し、データ
サイエンティストの育成を通じて、開発ス
ピードのさらなる向上を図っています。 

材料
設計 加工

複合
・

評価
解析

基盤
技術

モ
ビ
リ
テ
ィ

ヘルスケア

ラ
イ
フ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

I C T

触媒設計

分離・精製

OH

モノマー・
ポリマー
  合成

樹脂配合

構造解析

成形
有機/
無機配合

表面処理

構造設計

分散混合

DX・シミュレーション

航空機部品

放熱絶縁
シート材料

バイオ
関連製品

カバーテープ

ステアリング
マイクロカテーテル

COPLUS®

大動脈用
ステントグラフト

半導体
封止材

医薬品用PTP※
包装フィルム

自動車用
成形材料

ECU※
一括封止材

モーター磁石
固定用封止材

建築用ポリカーボ
ネート製品

太陽光発電
向け防水部材

スキン
パック

鮮度保持フィルム
P－プラス®

※ECU: Electric Control Unit

※PTP: Push Through Package



積極的に海外事業を展開する当社グループは、生産拠点を世界38か所に拡大。
グローバルネットワークを強化することで世界の顧客のニーズに応え、事業を通じて社会との価値共創を図ります。
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生産拠点

6拠点
生産拠点

7拠点

生産拠点

3拠点

欧州その他 9％ 17％

地域別
売上収益合計

324
生産拠点

9拠点

10拠点

生産拠点

13拠点
72％

その他1％ 6％
22％

地域別
売上収益合計

59％

8％

33％
地域別

売上収益合計

63％

13％

24％

1,107

顧客との共創を実現するためのオープンラボを世界各地
に配置。 顧客と一緒に当社材料を評価し、スピーディー
にニーズに応えています。

73％

日本、アジアを中心に世界の半導体需要に応え、
欧米ではモビリティ用途の製品群の供給に力を入れています。

半導体関連材料
主要市場に対応したグローバル体制を敷き、地域の
ニーズに応じた製品を安定供給しています。

高機能プラスチック
日本で培った技術をベースに世界の市場ニーズに応える
べく成長領域で事業を拡大していきます。

クオリティオブライフ関連製品

億円

31％
6％

63％

億円
623
億円

億円

セグメントごとの取り組み

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋3つの強み:②グローバル体制

日本 北米

その他アジア

オープンラボ

中国

地域別
売上収益合計

639

地域別
売上収益合計

355
億円



　当社グループの3つ目の強みは、基盤となる技術、グロー
バルな製販研の体制を活かす「人材と組織」です。
　人材と組織は、採用・人材の育成・組織の活性化という3
ステージで取り組んでおり、1ステージ目の採用では、採用す
る人材像として、当社の基本方針（経営理念）に共感できる
ことを重視しています。そして、当社グループの将来を担う若
手人材に加え、即戦力となる専門スキルや経験を持つキャリ
ア人材も積極的に採用しています。 2ステージ目では、2007
年にスタートしたSBスクールで、業務に役立つ知識を蓄積、
何事にも興味を持って率先する力をつけます。また、2023年
度からDE&Iの推進によって個人の能力が最大限に発揮で
きる環境、規則等を提供しています。最後の3ステージ目で
は、1998年に開始したCS活動や2017年から活動を開始し
たOneSmibe活動に取り組むことで、個の力を結集した組
織力を強みにして新たな価値創造を進めています。
　当社グループの強みである基盤技術、グローバル体制を
さらに輝かせ、2030年のビジョンである『お客様との価値
創造を通じて、「未来に夢を提供する会社」』の実現に近づ
くための重要な取り組みと考えています。

「未来に夢を
提供する会社」へ

お客様との
価値創造を通じて、

組織

人材

16 Sumitomo Bakelite Co., Ltd. Integrated Report 2025

顧客満足を
超えた先の
「顧客感動」
の実現

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋3つの強み:③人材と組織

基本方針（経営理念）

我が社は、信用を重んじ確実を旨とし、
事業を通じて社会の進運及び

民生の向上に貢献することを期する。

採用する人材像として、当社の基本方針（経営理念）に共感できることを重視して
います。そして、当社グループの将来を担う若手人材に加え、即戦力となる専門ス
キルや経験を持つキャリア人材も積極的に採用しています。

採用する人材像と採用方針

1998年度にスタート。CS推進活動を
「激しい社会・環境変化の中、新しい
製品やサービスを生み出し、組織とし
てチャレンジングな目標を実現するた
め、生販研、管理部門が連携し、顧客
提供価値を追求すること」と定義し
て、社長を委員長とするCS推進委員
会で毎月、CS推進活動に関する企画
やレビューを行っています。

顧客価値を追求するCS推進活動

2017年度にスタート。部署間のセク
ショナリズムにとらわれず、全部門（営
業、研究、製造、コーポレート等）から
自主的に参加して住友ベークライトを
一つのチームとし、単独部門では成し
得ない新たな価値の創造や顧客への
提案を行えるよう、全社力向上を推進
するために活動しています。

部門横断で新たな価値をつくる
「One Sumibe活動」

2023年度にスタート。性別、年齢など
の属性にとらわれることなく、さまざ
まなライフイベントと仕事を両立しな
がら、従業員一人ひとりが力を最大限
に発揮できるような職場環境として、
たとえば、当社グループで働くすべて
の人が活躍しやすい勤務制度、休暇
制度、風土醸成等を行っています。

一人ひとりが最大限に力を
発揮できるDE&I推進

2007年度にスタート。階層別教育（役
職に応じて、入社時から中堅、新任管
理社員、マネジメント教育等）と目的
別教育（専門知識の習得のため、ロジ
カルシンキング、戦略シナリオ等）を提
供し、職制からの推薦に加えて、自ら
手を挙げて学べるようスクールの運
営を行っています。

個人の能力を高めるSBスクール



2030年ありたい姿から経営の重要課題を再定義
　当社グループでは2015年に初めてマテリアリティを
策定し、その後も見直しを行いながら、2023年まで取り
組んできました。しかし、この10年弱の間にパンデミック
や地政学的リスクの顕在化など、企業を取り巻く外部環
境は大きく変化しています。こうした状況を受け、改めて
当社グループの「経営の重要課題（マテリアリティ）」を一
からつくり直し、将来に向けた持続的成長につながる取
り組みを強化する必要があると判断しました。
　中期経営計画2024－26の策定においては、2030年あ
りたい姿からのバックキャストの視点を取り入れ、財務
目標と非財務目標の両輪による経営体制の構築を重視し
ました。この中で、重要課題の策定は、将来の社会・経済環
境を想定し、サステナビリティ推進部が中心となって課
題を明確にし、経営会議および取締役会で議論をしてき
ました。社外取締役を含む多様な視点で当社グループの
社会的役割を再考したことで、より実効性と説得力のあ
る経営の重要課題になったと実感しています。特に、非財
務課題は従業員にとって、本業外の業務と受け取られる
こともありますが、今後の企業経営ではこれらが企業の
価値を大きく左右する要素であり、未来の財務につなが
るものだという認識をさらに高めるため、取締役から現
場レベルにまで、丁寧な対話と時間をかけた浸透活動を
行ってきました。

中期経営計画と連動する「価値創造型」の経営課題
　今回策定した12の経営の重要課題において、特に重視

したのは「環境・社会価値の創造」です。これはSDGsの理
念や、パリ協定に基づくカーボンニュートラルの方向性
を踏まえたものであり、当社グループが掲げるパーパスを
踏まえたビジョン「お客様との価値創造を通じて、『未来
に夢を提供する会社』」を実現するための課題です。また、
「環境・社会価値の創造」を推進する「価値創造のアクセ
ル」として顧客との共創、イノベーション、人的資本（人材
の活躍）経営、DXの4つを、そしてこれらを支える「事業を
継続する基盤」7つを重要課題に定めました。
　当社グループは2024年度からの中期経営計画におい
て利益基準の財務目標を明記しています。これは売上の
量ではなく、「少ない資源で大きな価値を提供する」とい
う本質的な価値創造に軸足を置いた指標です。カーボン
ニュートラルなどの環境対応には技術革新が不可欠であ
り、それを実現するための開発原資の確保も、利益基準に
よる評価によって可能となります。また、技術革新を実現
するためには、自律性と組織力が必要です。社内風土の変
革に向けて、DE&Iを推進する専門部署の設置、従業員エ
ンゲージメントの向上施策、リーダー層への心理的安全
性に関する研修など、地道な取り組みを積み重ねていま
す。その結果、経営層から現場まで、「挑戦を後押しし、失
敗を許容する文化」が少しずつ醸成されつつあります。
　経営の重要課題に対する取り組みを支えるのは、何よ
りも「人」です。世界中の従業員が一丸となって挑戦する
風土が根付いたとき、住友ベークライトグループのさら
なる飛躍が実現するものと信じています。

代表取締役
副社長執行役員

稲垣 昌幸

12の経営の重要課題を旗印に、
2030年ありたい姿に向けて全社一丸で挑戦する
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イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋経営の重要課題／副社長メッセージ



バックキャストの視点で重要課題を再設定し、
環境・社会価値の創造 を追求

　「環境・社会価値の創造」について、当社の新規開発案件では
SDGsとの関連性を前提に設定し、生産方式もGHG排出量の抑
制策がデザイン段階で盛り込まれています。「顧客との共創」
は、1998年に始まったCS活動を源流とするものです。BtoBの
素材メーカーとして顧客の課題解決に深く入り込み、ともに新
たな価値を創出する取り組みを一層強化していきます。「イノ

ベーション」では、組織的・戦略的に推進するため、
TS16555等を参考にして、独自のイノベーションマネジ
メントシステム（IMS）を構築しています。こうした共創
やイノベーションを企業の強みとして根付かせるために
は、「人的資本（人材の活躍）経営」「DX」への取り組みが不
可欠です。

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋経営の重要課題（マテリアリティ）

サイバーセキュリティ

12の経営の重要課題

重要課題の特定プロセス

事業を継続する基盤

価値創造のアクセル

コンプライアンス製品責任安全衛生

DX人的資本（人材の活躍）経営イノベーション顧客との共創

人権尊重 サステナブル調達 コーポレート・ガバナンス

環境・社会価値の創造
カーボンニュートラル達成・SDGsに貢献 

・安全をすべてに
  優先させる

・顧客第一、品質第一
  ZeroDefect

・企業倫理の順守 ・機密情報管理強化 ・人権課題対応への
  コミットメント

・サプライチェーン
  マネジメントの強化

・取締役会の実効性の
  継続的向上

・将来の利益創出・共創テーマの創出 ・全社力の向上 ・人生産性の向上・人生産性の向上

STEP1 課題の抽出
広く課題を抽出するため、以下を参考にして抽出

●社会課題に関する情報

●国連ガイドライン、外部 ESG 評価機関の項目

●住友ベークライトグループの方針 ､ 

　各部署の取り組み内容

●中期経営計画策定過程の議論内容

●ステークホルダーとの対話

STEP2 重要課題案の選定・整理
以下の2軸の観点で重要性の高い課題を選定

●「社会にとっての重要性」

●「住友ベークライトグループにとっての重要性」

期待される効果を鑑みて、以下の観点で整理

●「価値の創造」　

●「価値創造のアクセル」

●「事業を継続する基盤」

STEP3 経営層による審議・承認
取締役会の承認を得て、重要課題を決定

特定した重要課題案について、サステナビリティ推

進委員会で項目の網羅性と妥当性を確認し、経営会

議、取締役会に報告の上議論を重ね、取締役会の承

認を得る。
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12の経営の重要課題にはそれぞれにKPIを設定し、「2030年ありたい姿」の達成を目指して、企業価値の向上と事業基盤の一層の強化に取り組みます。

KPI 2030年度目標 2024年度実績重要課題

事業を
継続する
基盤

環境・社会価値の創造

顧客との共創

人的資本（人材の活躍）経営

DX

イノベーション ❶ プロジェクト実施数
❷ 事業利益への貢献

70%以上
48%以上

66.4% 
45% 

11件
11回

10件
8回

6件
ー

5件以上
100億円

❶ 基幹システムの統合
❷ 人生産性※3 （1）生産部門※4

（2）管理部門※5

❸ データサイエンティスト育成人数:（1）認定者数
　　　　　　　　　  （2）スキル保有者数

❶ 多様性の推進（1） 女性活躍推進 ・女性管理職比率（単体）
・男性の育児休業取得率（単体）

　　　　　　　 （2）キャリア採用比率※2（単体）
❷ 自律性の強化　360°評価に基づく教育の受講者数
❸ 組織力の向上　マネジメント教育受講者数

サステナブル調達 ≧85%
100%

100%
100%

❶ サステナブル調達率※6

❷ 3TGに関するRMAP※7 適合精錬所使用率

コンプライアンス 100%
0件

0件

100%
0件

❶ コンプライアンス研修受講率
❷ 重大なコンプライアンス違反（/年）

安全衛生
2件
0件
1件

0件
0件
0件

❶ 重篤な労働災害（/年）
❷ 火災・爆発による操業停止事故（/年）
❸ 外部流出漏洩事故（/年）

人権尊重 優先課題抽出完了人権DDの実施❶ 人権デューディリジェンス（人権DD）の実施

コーポレート・ガバナンス 実効性評価の実施と重点課題対応 実効性評価の実施と
重点課題実施完了❶ 取締役会の構成､運営のあり方の観点を含めた実効性の継続的向上

サイバーセキュリティ ❶ 0件　❷ 100%　❸ 2回❶ 0件　❷ 100%　❸ 2回❶ 重大なインシデント（/年）❷ 研修受講率  ❸ 対応訓練（/年）（単体）

製品責任 0件❶ 重大品質クレーム（/年）

❶ 「One Sumibe活動」の成果として、顧客とテーマ化した件数/年
❷ 事業部横断で取り組むインハウス展示会数/年

❶ SDGs貢献製品売上収益比率
❷ 温室効果ガス（GHG）排出量削減率※1 2021年比

4.2%
84%
43%
52人
58人

10%
90%
50%
70人
70人

構想策定完了
1.1
1.1
54人
145人

基幹システムのデータ統合（グローバル）
2.0
2.0
150人
450人

※1 Scope1,2を対象　※2 対象は総合職　※3 2023年を1とした比率　※4 主要製品を対象、限界利益/直接人時で算出　※5 管理部門・情報システム部門を対象、対象時間/（対象時間-削減時間）で算出
※6 JEITA『責任ある企業行動ガイドライン』の自己評価シートを用いて、セグメントごとの購入上位9割の主要サプライヤーのうち、所定の基準を満たす割合
※7 3TG:スズ・タンタル・タングステン・金、責任ある鉱物保証プロセス（RMAP：Responsible Minerals Assurance Process）
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イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋経営の重要課題KPI

価値創造の
アクセル



“ニッチ＆トップシェア”を目指し、
価値創造につながるポートフォリオ改革に挑戦する

12の経営の重要課題KPIの達成

●利益基準への転換
●製品ポートフォリオ改革に向けて
　高付加価値製品へシフト
●SB-ROIC（社内指標）を活用して
　資本効率性の向上を図る
●重点領域（ICT/モビリティ/ヘルスケア）に
　リソースを集中

●人間力向上、従業員エンゲージメント向上を
　意識した各種取り組みの企画・実行
●自律性の強化、組織力の向上を目指した
　教育プログラムの実施
●CS/One Sumibe活動の強化
　（組織を超えた自主的な連携）
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イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋中期経営計画2024-2026

製品構成を最適化し、
既存事業の収益力を強化

中期
戦略 1

個人の自律性と組織の
一体感を高め、全社力を最大化

中期
戦略 3

●SDGs貢献製品の創出
●ニッチ＆トップシェアを目指し、
　カーボンニュートラルを意識した新商品/
　新ソリューション開発
●挑戦を全社で支援、提案型テーマの実施をサポート
●社外との協業強化・しくみづくり
●中長期視点で探索領域を設定

SDGsに則した環境・社会価値を有する
新商品/新ソリューションを創出

中期
戦略 2

中期
方針

事業
利益

2030年ありたい姿の実現へ

550億円 事業
利益率13.0％ ROE10.0％
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イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋中期経営計画2024-2026

2024年度 年間配当　95.00円/株 自己株式取得 200億円配当性向  46％

2025年度（予想） 年間配当  105.00円/株 配当性向  39％

事業利益300億円の達成と
2030年あるべき姿に向けた施策の実行

　2024年度は半導体関連材料やクオリティオブライフ関
連製品で収益性が向上し、期初に目標としていた事業利益
300億円を超えて308億円となりました。半導体関連材料で
は、中国市場が1年を通して好調に推移したことやモビリ
ティ向け戦略製品の拡販が順調に進みました。また、クオリ
ティオブライフ関連製品では、フィルム・シートで電子部品
の搬送用途や半導体のダイシング工程で使用する製品が大
幅に伸長しました。ほかにも医療機器や産業機能性材料、
防水関連なども総じて堅調に推移しました。一方、高機能プ
ラスチックは、アジア市場が順調に推移しましたが、北米の
フェノール関連事業が振るわず構造改革を推し進めるため
に減損損失を計上するなどしました。 その結果、ROEは
6.5％となりました。 
　当社グループは中期経営計画やその先の2030年のある
べき姿を実現するために新市場の開拓や顧客のニーズを満
たす新製品の開発、顧客に高品質の製品を安定的に供給す
るための投資を実施していきます。新市場ではBMI（ブレー
ンマシーンインターフェース）デバイスを事業化するため
のプロジェクトを発足し、量産化を目指した取り組みを行
いました。 また、生産面では中国の南通や蘇州、台湾などに
最先端の自働化設備を導入した新工場を立ち上げました。 
　株主還元では、創立70周年（2025年3月1日）の記念配当
5円を含めて、95円の年間配当を行いました。 配当性向は
中期経営計画の目安とした40％（前中計では30％を目安）
を超えて、46％となりました。当社は今後も安定的かつ継
続的に利益を株主の皆さまに還元する方針です。 さらに、
2025年2月に200億円の自己株式の取得を実施しました。

2024年度の振り返り

2024年度
実績

308億円

6.5%

（3,048億円）

10.1%

2025年度
業績予想

325億円

8.0%

（3,100億円）

10.4%

400億円

9.0%

2026年度
計画

（3,450億円）

11.5%

550億円

10.0%

2030年度
計画

（4,200億円）

13.0%

事業利益

ROE

（売上収益）

事業利益率
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製品構成を最適化し、既存事業の収益力を強化
中期
戦略1

クオリティオブライフ関連製品

利益基準への
転換

各セグメントの
高付加価値製品

収益力強化
のための施策

半導体関連材料 高機能プラスチック

半導体封止材 モビリティ用封止材
（モーター、ECU、
パワーモジュール）

シンタリング
ペースト

低侵襲治療機器 スキンパック 車載向け光学製品航空機部品 COPLUS®放熱絶縁
シート材料

●ヘルスケア（医療機器・バイオ）　 
・低侵襲治療機器の拡販と生産拠点の最適化 
・MPS※1 デバイスの市場開発 
　※1 MPS（Microphysiological System：生体模倣システム） 
●フィルム・シート 
　医薬品包装：モノマテリアルPTPの欧州展開 
　食品包装：牛肉・豚肉向けでスキンパックの用途拡大 
　電子部品・半導体：先端半導体向けでダイシングテープ
を拡販 
●産業機能性材料・防水シート関連 
・AGC株式会社から譲受したポリカーボネート事業との
シナジー創出 
・車載向け光学製品のシェア拡大 
・高耐久防水シートやソーラーアンカーなどの高付加価
　値品拡販

●北米のフェノール樹脂製品を中心に不採算製品の
　是正、撤退 
●生産拠点の最適化 
 ・ 国内グループ会社の統合 
 ・海外生産拠点の生産ライン最適化
●強化領域製品の開発と拡販 
 ・ 電動車、半導体、航空機、環境対応など高付加価値製品
を投入

●中国新工場の本格稼働により、需要拡大に対応
　新工場の認定を進め、2025年中にフル稼働を目指す 
●AI関連ではエッジAI半導体のニーズに対応、
　さらにAI周辺のパワーデバイス用途で販売を拡大 
●世界各地のオープンラボを活用したスピーディーな
　顧客対応により、顧客との信頼関係を構築  
●強化領域（AI・パワー・モビリティ）の開発・販売を拡充 
 ・ 外部協業の強化（東北大学との共創研究所等）により
　開発促進 
 ・ パワー関連材料開発の専門部署を設置。全社リソース
　を融合し、顧客ニーズに合った製品開発を実施

事
業
利
益
率 19.7% 20.4%

事
業
利
益 180億円

2024年度

190億円
2025年度

事
業
利
益
率 5.0% 6.1%

事
業
利
益 53億円

2024年度

65億円
2025年度

事
業
利
益
率 11.0% 11.5%

事
業
利
益 118億円

2024年度

125億円
2025年度



当社グループの製品のうちSDGsに貢献するものをSDGs貢献製品として認定していま
す。2030年度に売上収益におけるSDGs貢献製品比率70％以上を目標とし、2024年度の
売上収益比率は66.4％を達成しました。

世界中の有望な新素材を探索し、独自の商品開発につなげるために医療機器分野や素材・化
学産業に特化したベンチャーキャピタルへの出資を行っています。また、社外との協業によ
り、最先端の半導体関連材料や新たなモビリティ用材料の開発にも取り組んでいます。

エネルギー効率を高めるパワーエレクトロニクスに貢献するさま
ざまな材料や、グリーン水素を製造するための水素製造装置用ア
ニオン交換膜※2など、基盤技術を活かしてカーボンニュートラル
に向けた新商品/新ソリューション開発に取り組んでいます。 

全社から新商品のアイデアを募り選定された開発者の企画を研
修形式でサポートし、新事業の立ち上げを支援する新商品開発プ
ログラム「SBinno」を2016年より毎年実施しています。2024年
度にプロジェクトチーム化したBMI※1の構想はこのプログラム
から生まれました。

エンゲージメントサーベイの結果をもとに各部署でアクションプランに取り組んでいま
す。また、社内外の活発なコミュニケーションを図るために尼崎工場、静岡工場に新たな厚
生棟を建設するなどハードとソフトの両面から働きやすい職場づくりを目指しています。

2024年度には中期経営計画の社内浸透を図るた
めに、本社に在籍する管理職の社員を対象に社長
とのタウンホールミーティングを4回開催しまし
た。各回40名を超える参加者が集まり、社長との
対話を通じて経営計画の理解を深めました。
また、当社グループの活動を紹介するイントラ
ネット「Connect! Sumibe」をオープンし、世界
各地の取り組みや工夫を共有することで組織力
の向上を目指しています。

※1 Brain Machine Interfaceの略。脳と機械間の情報をやり取りするインターフェースの総称。

水素製造装置用アニオン交換膜

タウンホールミーティング

Connect! Sumibe

※2 水素製造装置用アニオン交換膜は、主に水電解装置や燃料電池で使用される
　　膜の一つ

BMIデバイス
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SDGsに則した環境・社会価値を有する新商品/新ソリューションを創出
中期
戦略2

個人の自律性と組織の一体感を高め、全社力を最大化
中期
戦略3

SDGs貢献製品

提案型テーマの実施をサポート

カーボンニュートラルを意識した新商品/
新ソリューションの開発

社外との協業強化

働きやすい職場づくり

多様な人材が活躍できる組織を目指して、2024年度には全社員を対象としたDE&I推進教
育をe-ラーニングで実施しました。また、女性の活躍推進の点では、女性社員と男性社員が
一緒に参加する女性活躍推進座談会を開催するなどさまざまな施策を通じてDE&I推進に
取り組んでいます。

DE&I推進

組織の一体感を高める施策



製品ポートフォリオの変革と
資本の最適化を推進し、
持続的な企業価値の向上へ

　2024年度は当社グループにとって長年の目標であっ
た売上収益3,000億円、事業利益300億円を達成し、過
去最高の業績を収めました。半導体関連材料は、中国国
内の旺盛な需要に牽引され、堅調に推移しました。クオ
リティオブライフ関連製品では、電子部品・半導体用
フィルムの中国・ASEAN地域への拡販が進むなど、全
体的に好調な伸びを示しました。
一方、高機能プラスチックはアジアでは堅調でしたが、

欧米の自動車用途の低迷など、厳しい事業環境でした。特
に北米のフェノール関連事業は、競争環境の激化もあり減
損損失を計上しました。この影響で、営業利益と当期利益
は前年度比でマイナスとなりました。しかしながら、生産
拠点の統合や最新鋭設備の稼働、不採算製品の整理、新製
品の実績化など、収益性向上のための構造改革を着実に進
めた一年でもありました。

取締役
常務執行役員
平井 俊也

2023年度実績 増　減

売上収益 6.1％
事業利益 12.3％
営業利益 -8.9％
親会社の所有者に
帰属する当期利益 -11.7％

ROE

2024年度実績

3,048億円
308億円
248億円

193億円

6.5％ ー

2,873億円
275億円
272億円

218億円

7.8％

2024年度実績

　2024年度は200億円の自己株式取得を実施したもの
の、当期利益が減少したため、ROEは6.5%に低下しまし
た。2025年度は円高の進行や相互関税による自動車市況
の停滞など、不透明な状況もありますが、好調が続く中国
半導体市場や製品ポートフォリオの見直しにより、売上
収益3,100億円、事業利益325億円、営業利益310億円、当
期利益235億円と、対前年度増収増益、過去最高益更新を
目指します。ROEもそれに伴い8%に改善する見込みで、
本中期経営計画最終年度である2026年度の9%、そして
2030年度の目標値である10%達成に向け、事業成長と資
本の最適化を進めてまいります。
　株主還元については、本中期経営計画期間中に300億円
を計画しており、配当性向40%を目安に、安定的、継続的
な配当をしていく方針です。

  ● 親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）
■当期利益

ROEの推移
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2025年度の財務目標2024年度の業績の振り返り

売上収益・事業利益の推移
■売上収益　　● 事業利益
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株主・投資家との対話

　株主・投資家との対話を重視し、積極的なコミュニケー
ションを通じて、持続的な成長と中長期的な企業価値の向
上を目指しています。IR面談件数は年々増加しており、
2024年度は年間300件を超え、そのうち10％以上で取締
役が対応しました。コミュニケーション機会の創出にも力
を入れており、2024年5月には、主要なセルサイドアナ
リスト、バイサイド機関投資家を対象とした中期経営計画
説明スモールミーティング、12月には主要なセルサイド
アナリスト向けのスモールミーティングを開催しました。
　さらに、2025年からは、株主の皆さまの声を長期的な
視点での会社運営により反映させるため、新たにSR
（Shareholder Relations）活動を開始しました。今後も、
事業説明会などを通じて、皆さまとの対話機会を拡大して
いきます。
　株主・投資家の皆さまからいただいた貴重なご意見は、
取締役会で共有し、持続的な成長に向けた施策に活かして
まいります。

「資本コスト」を踏まえて経営資源を配分（2024-26年度）

キャッシュアロケーション

設備投資 500億円

株主還元 300億円

用途別資金使途見込み

既存事業の収益力強化（中期戦略①）・顧客への安定供給に資する設備投資をタイムリーに実行

新商品/新ソリューション創出（中期戦略②）に向けた研究開発、DX、GX対応を推進成長投資 200億円

有望案件発掘に向けた知の探索、オープンイノベーション推進、および事業ポートフォリオ改革に
資する戦略的M&Aを実行

“安定的かつ継続的に利益を還元する”
配当性向：40％程度を目指す（従来目安30％以上から変更）

戦略的投資 500億円

キャッシュ・アロケーションの実績と見通し

　本中期経営計画で掲げた設備投資500億円、成長投資
200億円は、計画どおり順調に進捗しています。成長投資
では、データドリブン経営の実現に向け、全社基幹システ
ムの統合を進めています。また、研究開発においては、
BMI（Brain Machine Interface）事業化プロジェクトチーム
や水素製造機能膜量産準備プロジェクトチームなど、将来を
見据えた新規プロジェクトの活動にも力を入れています。
　戦略的投資では、ベンチャーキャピタルへの投資や東北
大学との共創研究所の設立など外部との協業にも積極的に
取り組んでいます。M&Aに関しては、注力分野である半
導体関連やヘルスケアを中心にさまざまな案件を検討して
います。これまでと異なる発想やDNAを持つ企業との融
合は、当社グループにとって大きなチャンスになるはずで
す。今後も事業ポートフォリオ変革に資する案件の探索を
続けていきます。

株主還元方針

株価の推移

EPSの推移
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0.00

50.00

100.00
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PBRの推移
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※各株価は調整後株価
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■営業C/F　　■投資C/F　
■財務C/F　　●  フリーC/F
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SB-ROIC向上のための取り組み

■1株当たりの配当金※1　  ●  配当性向

配当金、配当性向（連結）
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投下資本効率の向上策

「SB-ROIC」の活用

　当社グループは、事業単位での投下資本効率性を可視化
するため、独自の指標「SB-ROIC」を2020年度より導入し
ています。一般的なROICは、「税引後営業利益÷投下資本
（借入金＋株主資本）」で算出されますが、借入金や株主資
本を各事業単位に分解することは難しいため、事業単位別
での算出は困難でした。一方で、「SB-ROIC」は、分子を
「事業利益」とし、分母の投下事業資本も事業運営に使用
される投資額である「売掛債権＋棚卸資産＋固定資産＋保
有株式－仕入債務」とすることで、事業単位で投下資本効率
を評価できるようにしました。「SB-ROIC」ツリーを用いる
ことで、事業別・会社別単位での収益性と投資効率の評
価・管理が可能となり、グループ全体で資本コストへの意識
を高めていきます。

株主還元の強化

　当社グループは、企業価値の持続的な向上と株主への利
益還元を重要視しています。2024年度はキャッシュ状況を
踏まえ200億円の自己株式取得を実施し、バランスシート
の適正化と株主還元の拡充を図りました。当期利益が前年
度比マイナスとなりましたが、創立70周年記念配当5円を含
む年間20円の増配を実施した結果、配当性向は46%となり
ました。2025年度は年間10円の増配を予定しており、配当
性向は目安としている40％に近い39％となる見込みです。

　さらに、これまで実質的に累進配当を行ってきた当社グ
ループの安定的かつ継続的に利益を還元するという方針を
明確にするために、当期利益に左右されない株主資本配当
率（DOE）などの導入も検討していきたいと考えています。
今後も、資金需要のバランス、投資の実行状況、今後の計
画などを総合的に勘案し、機動的な判断に基づいた安定的
な株主還元を継続してまいります。

[今後の取り組み]

　「SB-ROIC」の運用開始から4年が経過し、各事業の投
下資本効率性の実態把握と分析が完了しました。2025年度
は、資本コストを一層意識した経営を実現するため、事業
別に「SB-ROIC」の目標を設定し、その達成に向けた管理
の取り組みを本格化しています。事業部門では、事業利益
達成の取り組みに加え、債権債務・棚卸資産の管理強化、
固定資産の活用に取り組みます。また、コーポレート部門で
は、全社資産のスリム化、従業員の意識向上、指標精度の
向上に取り組みます。
　これらの施策を通して、全社の投下資本効率性を高め、
投資効率性の高い事業への資源配分を最適化することで、
「SB-ROIC」、ひいては財務目標として掲げる「ROE」のさ
らなる向上につなげてまいります。

現場に落とし込み経営層がモニタリング 現場の指標例

売上 売上成長率

新製品売上比率 開発納期遵守率

限界利益 品種構成

販売価格 光熱費・輸送費

製造固定費

運転資本

固定資産 設備稼働率

棚卸資産（回転率）

売掛債権（回転率）

仕入債務（回転率）

在庫

長期滞留在庫

投資効果（計画vs実績）

原価改善 歩留り率

新規顧客売上比率

原料費

固定費

販管費
SB-ROIC
事業利益

投下事業資本

限界利益率

売掛債権月数

固定資産回転率

固定費比率

棚卸債権月数

仕入債務月数

事業利益部分

事業利益率
事業利益

売上収益

投下事業資本部分

投下資本回転率

売上収益

投下事業資本

拡販や利益率向上の活動

生産・販売に必要な資産効率化の活動

（予想）

※1 2024年4月1日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合で
　　株式分割を行っております。上記の配当金（円/株）は、2020年度の期初に
　　当該株式分割が行われたと仮定し、算出しています。
※2 創立70周年（2025年3月1日）記念配当5円を含む。
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独創的な技術と飽くなき探求心によって培われた経験。これらをベースに社会の
トレンドやニーズに合致した、積極的な社内プロジェクトおよび社外との協業を
推進することで、新たなソリューション創出力の強化に努めています。重点3領
域（ICT、モビリティ、ヘルスケア）に加え、食品包装や建築関連などのライフイノ
ベーション領域にも注力していきます。 

その他
771百万円
（0.3％）

売上収益

304,773
百万円

（2024年度連結）

29.9％

35.2％

34.6％

クオリティ
オブライフ
関連製品

半導体関連材料

高機能プラスチック

セグメント別売上収益・事業利益の推移

ありたい姿を実現するための新商品／新ソリューションの創出

2030年度（ありたい姿） 550億円
事業利益

13.0％
事業利益率

（4,200 ）億円

売上収益

％10.0
ROE

●クオリティオブライフ関連製品
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7,427

2022 （年度）

9,210

2023
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0

12,000
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事業利益

●高機能プラスチック●半導体関連材料
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79,540

2023

82,917
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120,000
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6,000

2020 2021
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0

12,000

（百万円）
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事業利益

40,000
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72,559

2021

92,244

2022 （年度）

102,351

2023

101,401

2024

105,463

0

（百万円）
120,000

売上収益

40,000

80,000
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78,583

2021

94,444

2022 （年度）

102,273

2023
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2024

107,203

0

（百万円）
120,000

売上収益

2,000

2020

　　　3,491

2021

　　　5,934

2022 （年度）

   　　　4,637

2023

5,302

2024

5,256

0

4,000

（百万円）
6,000

事業利益

ICT
領域

モビリティ
領域

ヘルスケア
領域

ライフ
イノベーション領域

当社グループは近年の社会・事業変化を先んじて見極め、成長するための事業ポートフォリオ変革を実施しながら、
さらなる事業成長と社会貢献を目指しています。



半導体関連材料
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2025年度の取り組み

　2025年度は、中国の半導体内製
化の動きに合わせて、販売拡大を見
込みます。中国の需要増加には、前
年度に蘇州に完成した最新鋭の工
場を活用します。 AI、パワー、モビリ
ティと定めた強化領域では、新材料
やオープンラボ、One Sumibeによ
る複合的な提案などを通じて顧客と
の対話を重ね、最適なソリューション
を提供していきます。また、東北大学
との共創研究所の設置など外部協
業の強化を図り、新技術の開発を加
速します。

　2024年度は中国市場が好調に推移し、モビリティ戦略製品ではHVの
伸長に伴い販売を増やしたことから、前年度と比べて増収増益となりま
した。主力製品の半導体封止材は、中国市場では、PC・スマートフォンや自
動車、産業機械、家電など多くの分野で需要が増加しました。一方で、台湾
の民生用途や東南アジアの車載半導体は需要が停滞しました。
　モビリティ分野では、欧米で落ち込んだEV需要をHVの需要増や中国
での新規受注が支え、前年と比べて販売が増加しました。先端半導体分野
では、PCやスマートフォンに使用されるAI半導体(エッジAI)にモールド
アンダーフィル(MUF)や顆粒材の採用が進みました。
　感光性材料は新用途のパワー半導体用の受注拡大、先端半導体の再配
線用途で採用が進みました。ボンディングペーストは台湾での需要が停
滞したものの、中国では新規受注を増やしました。さらに、新たな用途と
して放熱特性を活かしてTIM(Thermal Interface Material)での引き合
いが増加しました。基板材料「LαZ®」はスマートフォンやAI向けパワー半
導体用途で販売が増加しました。

業績の推移(実績・業績予想・中期経営計画)

● 事業利益率■ 事業利益

(年度)

(億円) (%)
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0
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■ 売上収益

（年度)2020 2021 2022 2026202520242023

573

758 795 829
913 (930)

(1,120）

業績予想 中期計画

16.5
19.3 19.7（20.4）

21.8
19.5

2024年度のセグメント業績

主なSDGs目標

■ 売上収益

913億円 前年比

10.2％増

前年比

11.5％増

■ 事業利益

180億円

取締役 専務執行役員

倉知 圭介

地域別売上収益構成

欧州その他
56

その他アジア
405

中国
366

40%

日本
63北米

23

913
億円

合計

(億円）

(単位：億円）
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0

業績予想 中期計画

7%6%
3%

44%

さらなる拡大が見込まれるAI関連用途や中国市場に最適な
ソリューションを提供

（20.5）



事業の特徴・強み 機会とリスク　

■半導体封止材世界シェアNo.1、モビリティ戦略3+1製品で
優位な競争力

■ワールドワイドで「生産・販売・研究」を一体化し、経営効率を
高めた事業体制

■世界中のステークホルダーと築いた信頼関係、高い技術力

■半導体封止材やボンディングペーストのような後工程材料に
よるセットでの提案力

■顧客との1対1の密接なコミュニケーションと研究開発の
スピードアップが可能なオープンラボのグローバル展開

■「One Sumibe活動」による事業横断でのソリューション
提案力

■主力製品の競争激化

■米国を中心とした各国の関税政策の変更による
景気後退

■xEV市場の停滞

■東南アジア市場の需要停滞の長期化

■中国の半導体内製化による市場拡大

■AI半導体をはじめとした先端半導体の普及

■AI半導体やデータセンターの需要拡大とともに高ま
るパワーエレクトロニクス向け材料の高機能化

■モビリティ戦略製品の産業用途やロボティクス
などの新用途への展開

機　会 リスク
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半導体関連材料

2025年度の事業戦略と強化領域

2024年度に竣工した最新鋭設備を
備える蘇州新工場を活用し、新たな
需要をいち早く取り込む

中国市場の販売拡大1. 

エッジAI向けMUF、顆粒材、
RDL※材の販売拡大

AI用2.5/3Dパッケージ向け
材料の開発を強化

※RDL（Redistribution Layer、再配線層)

AI半導体用新規材料の開発 

2.5/3Dパッケージの製品ラインナップ

2. 

実績豊富なモビリティ用途から伸長
著しいAIデータセンター用や電力イ
ンフラまで用途に応じた最適な構造
提案により、新たな事業機会を創出

パワーエレクトロニクス向け材料の開発3. 

ステーター用封止材をロボティク
スなどの新用途へ展開

ECU/TCUやセンサー用の
一括封止材の射出成形適用

モーター磁石固定の高機能化

モビリティ戦略製品の新製品開発4. 

中国 蘇州の新工場

封止材（MUF・顆粒・液状）
/低反り、狭GAP成形

ビルドアップ材
(LαZ®）
/低誘電、低応力

Lid attach
/低応力、高密着

RDL
/低反り、
低誘電、
高信頼性

封止材
(MUF・顆粒・液状)
/狭GAP成形
有機ハイブリッド
ボンディング
/高密着、微細配線

TIM-1
/高放熱、銀シンタリング

モビリティ

AIデータセンター 産業・電力・蓄電

新たな用途への展開

用途に応じた最適構造を提案

液状エポキシ注型材 封止材 放熱絶縁
シート材料

モーター磁石固定封止材

電磁
鋼板

永久
磁石



2025年度の取り組み
　2025年度は、北米フェノール樹脂
関連事業の構造改革を進め、また中
国・南通工場の自動化プロセスを他地
域の工場にも導入し、生産性向上に
よって収益性を高めます。強化領域の
分野では、「COPLUS®」や放熱絶縁
シート材料に加えて、航空機部品の欧
州での販売拡大を目指します。さら
に、環境対応材である超低モノマー水
溶性フェノール樹脂、電動車のバッテ
リーへの適用を目指す高電圧・高耐熱
成形材料など、高付加価値品の販売比
率を増やし、本セグメントの収益性を
高めていきます。

　2024年度は、中国・アジア地区で電機部品や自動車用途の成形材
料、成形品の需要が堅調に推移し、欧州ではブレーキパッド用のフェ
ノール樹脂の販売が好調でした。反面、北米でフェノール樹脂関連事
業の環境が悪化し、北米子会社で減損損失を計上しました。航空機部
品は顧客ストライキの影響を受けましたが、第4四半期には需要が回
復しました。
　こうした事業環境の中、中国に最新鋭設備を有する新工場が稼働
し、北米フェノール関連事業の身の丈化、国内生産拠点の最適化を進
めるなど、生産性を高める施策をグローバルに展開しました。また、北
米では不採算製品の価格適正化により、収益性の改善を図りました。
　さらに高付加価値品への製品ポートフォリオ変革では、強化領域に
定めた電動車、半導体、航空機、環境対応の各分野で、当社の技術力を活
かした製品を開発、販売しました。AI半導体向けで採用されたシクロオ
レフィンポリマー「COPLUS®」やパワーモジュール用放熱絶縁シート
材料など、今後の販売拡大を期待できる素材が実績化されています。

製品ポートフォリオを変革し、社会的価値の高い製品を創出

取締役 専務執行役員

小林 孝

2024年度のセグメント業績

■ 売上収益

1,055億円 前年比

4.0％増

前年比

0.9％増

■ 事業利益

53億円

地域別売上収益構成

1,055
億円

合計

欧州その他
238

その他アジア
150

日本
239

23%

19%

14%

21%

23%

中国
205

北米
222

● 事業利益率■ 事業利益

業績の推移（実績・業績予想・中期経営計画）

(億円） (%）

100

75

50

25

0
2020 2021 2022 2026

■ 売上収益

(億円)

1,200

1,000

800

600

400

200

0
2020 2021 2022 2026202520242023

726

922
1,024 1,014 1,055 (1,070）

(1,200）

(年度） (年度）202520242023

35
59

46
53 53

65
90

4.8 4.5 5.0
（6.1）

(7.5）
6.4

5.2

10.0

5.0

0

主なSDGs目標
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高機能プラスチック

(単位：億円)

業績予想 中期計画
業績予想 中期計画



事業の特徴・強み 機会とリスク　

■熱硬化性樹脂のパイオニアとして築いてきた独自素材を生み
出す技術力

■樹脂、成形材料、成形品の一気通貫のバリューチェーン

■主要市場に対応したグローバル事業体制

■リグニン変性フェノール樹脂、バイオマスベースポリマー 
など、環境対応技術と製品群

■自動車、エレクトロニクス、航空機といった主要産業のサプライ
チェーンとの強いつながりと顧客との信頼関係 

■「One Sumibe活動」による事業横断でのソリューション提案

■米国を中心とした各国の関税政策の変更による景気
後退

■xEV市場の停滞

■主力製品の競争激化、また市場成熟化による成長の
鈍化 

■カーボンプライシング導入による製造コストの増大

■パワー半導体の高機能化に伴う熱マネジメントに
対するニーズの高まり

■AI半導体など先端半導体の市場伸長

■環境規制の強化による環境対応製品の需要増 

■中国内製化の加速

■航空機需要のさらなる拡大

機　会 リスク

2025年度の事業戦略と強化領域

①北米フェノール関連事業の利益重視運営への変革
②高付加価値品へのポートフォリオ変革の推進
③生産拠点の最適化、生産性改善

収益力強化のための構造改革1. 高付加価値品へのポートフォリオ変革【 強化領域製品の拡販・開発 】

バッテリー 、 e Axle 、 各種電動パーツ
電動車の進化に対応する高電圧、高耐熱材を開発、サンプル出荷開始

COPLUS® (シクロオレフィンポリマー)がAI半導体向けで採用
パワーモジュール向け液状エポキシ注型材のビジネス拡大
放熱絶縁シート材料が車載パワーモジュールで実績化。次世代向けも評価中

【新たな価値】
低臭気
法規フリー
非防爆

超低モノマー水溶性フェノール樹脂で新用途開拓

パワーモジュール用材料

電動車

半導体

欧州向けカーゴライナーを量産開始。 バイオマス材料の積極提案を実施

航空機

超低モノマー水溶性フェノール樹脂が半導体関連用途に採用
ユーロ7規制対応ブレーキ向け環境対応新製品を顧客に提案開始

環境対応材

強化領域製品の取り組み2. 

中国　南通の新工場

AGV（無人搬送車）による運搬作業の自動化

液状エポキシ注型材 放熱絶縁シート材料
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高機能プラスチック



主なSDGs目標

● 事業利益率■ 事業利益

業績の推移（実績・業績予想・中期経営計画）

(億円） （%）
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786
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1,023 1,022 1,072 (1,090）
（1,130）

(年度) (年度)202520242023
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130

8.4 9.0
11.0（11.5）（11.5）

7.9
9.5

15.0

10.0

5.0

0

常務執行役員
( フィルム・シート )

田中 厚

常務執行役員
( ヘルスケア )

齊野 猛司

常務執行役員
( 産業機能性材料、
防水シート関連 )

指田 暢幸
2025年度の取り組み

　ヘルスケアでは、ラインナップを拡充し
た低侵襲治療機器の拡販と事業の構造改革
を進めます。また、MPS※デバイスの市場拡
大へプロジェクト活動を加速します。フィ
ルム・シートは医薬品包装用で、欧州向けに
モノマテリアルPTPの提案を進めます。ま
た、カバーテープに加えて、ダイシングテー
プで先端半導体向けの販売拡大を目指しま
す。産業機能性材料ではAGC株式会社より
譲受するポリカーボネート事業の統合を進
め、競争力を高めます。防水シート関連では
高耐久防水システムを提供し、高寿命化で
さらに商品価値を高め良質な住宅の普及に
貢献していきます。
※ MPS（Microphysiological System：生体模倣システム）

　2024年度は、ヘルスケアで注力する低侵襲治療機器で
は、血管内治療と消化器内視鏡治療デバイスのラインナッ
プ拡充が進みました。血管内治療デバイスは北米で販売を
伸ばしました。また、アジアでは高品質な血液バッグが受
け入れられ、シェアを拡大しました。
　フィルム・シートは、医薬品包装用PTP、食品包装用フィ
ルムが堅調に推移したことに加えて、電子部品の搬送に用
いるカバーテープの需要が中国・アジア市場で回復、また、
拡販活動の成果も出て前年度と比べて、大きく販売を伸ば
しました。
　産業機能性材料は建築・産業用樹脂板の販売が増えたこ
とや、アイウエアやヘッドアップディスプレイ(HUD）向
けの光学製品、車載向け難燃絶縁材などの高付加価値品の
拡販が奏功しました。防水シート関連についても、住宅向
けが過去最高の売上収益を上げ、工事効率化により収益性
も向上しました。

付加価値の高い製品群で、次代を見据えた成長を加速

2024年度のセグメント業績

■ 売上収益

1,072億円 前年比

4.9％増

前年比

21.2％増

■ 事業利益

118億円

地域別売上収益構成

北米
109

中国
52

日本
79874%

5%

8%

10%
3%

欧州その他
30

その他アジア
83

1,072
億円

（単位：億円）

合計
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クオリティオブライフ関連製品

業績予想 中期計画
業績予想 中期計画



事業の特徴・強み 機会とリスク　

■(ヘルスケア)

・低侵襲治療分野における医療機器の製品開発力

・ポリマー設計、微細加工、アッセンブリ技術を活用した創薬支援
や再生医療、診断薬への展開

■(フィルム・シート)各ニッチ市場での高シェア、顧客ニーズへの
カスタム対応力、DX活用による営業・モノづくりの効率化

■(産業機能性材料)偏光・光学制御技術を用いた光学製品、電気特
性がトップ レベルの難燃絶縁材などの高付加価値製品

■(防水シート関連)住宅メーカー向け高シェアに加えて、太陽光
パネル設置における付加価値の高いアンカー製品の展開

■「One Sumibe活動」による事業横断でのソリューション提案力

■ヘルスケア製品における価格の下落、外科手術の減
少、医療機器薬事許認可の長期化

■フィルム・シートでのプラスチック包装製品
への逆風、主力製品の競争激化

■国内の新規建築・住宅市場の停滞

■原材料価格ならびに物流・外注費用等の高騰　

■医療の高度化・低侵襲治療領域の進化、再生医療業界
の市場拡大、MPSニーズの高まり

■フィルム・シートにおける先端半導体の進化
への対応、環境対応材のニーズ拡大、フードロスに
対する意識の高まり 

■ヘッドアップディスプレイをはじめとする光学製品
および電動車への採用が増加する難燃絶縁材の車載
市場が成長

■建築後20年以上が経過した住宅の改修(リフォーム)
需要の急増

機　会 リスク

2025年度の事業戦略と強化領域

①低侵襲治療機器のラインナップ拡充
　消化管ステント：胆管・食道・十二指腸・大腸用に
　ラインナップ拡充
　血管マイクロカテーテル：脳領域への拡販を開始

②体外診断薬リブリア®トリプシン
　膵炎に関する診断薬を自社開
発で初めて商品化
③MPSデバイスの開発強化
　プロジェクト化により開発を
　加速

ヘルスケア1. 
①医薬品包装：モノマテリアル材を欧州市場で評価開始
②食品包装：牛肉・豚肉向けでスキンパックの
新規採用拡大

③電子部品・半導体：カバーテープ、ダイシングテープ
新製品を展開

フィルム・シート2. 産業機能性材料・防水シート関連3. 

大腸ステント 血管マイクロカテーテル十二指腸ステント

体外診断薬リブリア®トリプシン

モノマテリアル材 スキンパック

カバーテープ ダイシングテープ

①車載向け光学製品、難燃絶縁材：
新製品およびAGC株式会社から
譲受する事業の技術的シナジー
によるモビリティ領域での競争
力向上

③防水シート関連：
高耐久防水シートやソー
ラーアンカーなど高付加価
値品を拡販

②建築・産業用樹脂板：
データセンター向けに強い中
空ポリカーボネート(ツイン
カーボ®)の積極展開

車載向け光学製品

中空ポリカーボネート
ツインカーボ®

高耐久防水シート上に
施工されたソーラーシステム
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KPIを定め「環境・社会価値の創造」に貢献
　環境・社会に貢献する新たな価値の創出を通して、既存
事業および新規事業が将来にわたって利益を生み出せる
構造を築くことを目指しています。その一環として、当社グ
ループは、SDGs貢献製品売上収益比率と温室効果ガス
（GHG）排出量削減率の2つをKPIとして設定していま
す。2030年の目標達成を見据えて年度ごとに目標を定め
ており、2024年度は両KPIとも達成しました。

執行役員経営戦略企画室長
サステナビリティ推進部長 SDGs推進委員会委員長

沖博美

SDGs貢献製品創出の取り組み
　当社グループの環境・社会価値創造活動を牽引する
SDGs推進委員会では、SDGs貢献製品・貢献技術・貢献
活動を認定しています。2024年度は12回開催しました。
当社グループの製品はほとんどがBtoBであり、複数の顧
客を経て最終製品となり市場へ供給されます。そのため、
SDGs貢献製品の認定にあたっては、どのターゲットに、どこ
で、どのくらい貢献するのか、実測または公開データに基
づく客観的数値を判断基準とし、委員会で討議していま
す。特にSDGsゴールの7（エネルギー）、13（気候変動）の
認定では、原料から最終廃棄までの「製品のライフサイクル
におけるカーボンフットプリント値」が重要な判断基準で
す。SDGsへの貢献実績があるように装う、いわゆる
“ウォッシュ”にならないように、厳格な審査を心がけてい
ます。また、開発中の製品は“卵案件”と呼び、各研究所長
をメンバーに加えた委員会で、毎月活発な意見交換を行
い、メーカーとして開発段階からSDGs貢献を意識する文
化を醸成しています。

温室効果ガス（GHG）排出量削減の取り組み
　2020年3月に策定した「環境ビジョン2050」に基づき、
カーボンニュートラル技術検討部会とライフサイクル
（LC）部会を率いるカーボンニュートラル推進委員会で、
GHG排出削減に取り組んでいます。2024年度は、年2回
開催される委員会で当社グループの毎年の目標とそれに
基づく拠点ごとの目標を共有し、加えてe-ラーニングなど
の教育を繰り返し実施することで、当社全体での理解が
進んだと感じています。具体的には、太陽光パネルの設置
促進、再生可能エネルギー由来の電力採用について、委員

会から導入や継続方法を指導しました。その結果2025年
5月には、当社グループの掲げる「1.5℃目標」に適合した
温室効果ガス削減目標（Scope1+2）が、SBTiから認定を
受けました。Scope3については、カテゴリー1、4、5、12
の削減を目指します。中でも、CO2排出量の7割を占めるカ
テゴリー1は個社では解決できない課題であるため、サプ
ライヤーとの連携をさらに深める考えです。

サステナビリティの客観性と透明性を維持
　当社グループは、「環境・社会価値の創造」を含めたサ
ステナビリティの課題に今後も真摯に取り組んでいきま
す。その取り組みの一環として、外部機関による客観的な
評価も重視しています。具体的な活動として、科学的根拠
に基づいた温室効果ガス排出削減目標の設定を推進する
「SBT（Science Based Targets）」や、企業の社会的責
任を推進する「国連グローバル・コンパクト」といった国際
的なイニシアチブに参画しています。これらの活動を通し
て、サステナビリティへの取り組み姿勢を社内外に明確に
示しています。 
　また、企業のサステナビリティに関する情報開示を推進
する国際的な非営利団体である「CDP」や、世界的な株価
指数プロバイダーである「FTSE Russell」による評価を受
けています。これらの評価結果を参考に、自社のサステナ
ビリティへの取り組みを客観的に見つめ直し、継続的な改
善に努めていきます。 
さらに、顧客、従業員、投資家、地域社会など、多様なス

テークホルダーの皆さまとの意見交換や情報共有も積極的
に行い、透明性と信頼性の維持・向上に努めていきます。

SDGs貢献製品とGHG排出量削減で
環境・社会価値を創出し、持続可能な未来へ

サステナビリティ担当役員メッセージ
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SDGs貢献への考え方

SDGs貢献製品・貢献技術・貢献活動認定の流れ・実績・目標

下記の（1）～（8）の認定対象を一つ以上満たすものを対
象とする。
重点領域のSDGs目標
（1） 目標3：健康と福祉の促進に資するもの
（2） 目標7：エネルギー効率の改善、新エネルギー

（蓄エネルギー含む）の実現に資するもの
（3） 目標8：働きがいと経済成長に資するもの
（4） 目標9：環境に配慮した技術の拡大、産業と技術革新

の基盤に資するもの
（5） 目標12：廃棄物（食料を含む）、有害物質の削減や

環境負荷低減に資するもの、
リサイクル、省資源化の実現に資するもの

（6） 目標13：気候変動への対策、気候災害・自然災害への
適応能力の強化に資するもの

（7） 目標14：海洋・海洋資源の保全・利用、海洋汚染の
防止・削減に資するもの重点領域以外のSDGs目標

（8）上記の目標3、7、8、9、12、13、14以外の
SDGs17目標のうち、一つ以上の目標達成への貢献
に資するもの

当社グループは2018年度より、製品・技術・活動のうち、SDGsに貢献するものをSDGs貢献製品・貢献技術・貢献活動
として認定しています。

【認定対象】

審査項目と判定基準
• 貢献についての具体的な説明：実データもしくは
公開情報に基づき客観的に数値により示されていること
• 貢献するSDGs目標：適切に選択されていること

【認定の流れ】

【目標】

【2024年度実績】

売上収益2,024億円 売上収益比率66.4％ 

2030年度売上収益比率70％以上
※ 売上収益比率は、SDGs貢献製品・貢献技術の売上収益÷売上収益（国際会計基準ベース）
により算定しています。

各事業部門（関連会社含む）
申請者 窓口 統轄役員

申請書作成 申請の承認・否認申請書取りまとめ

SDGs推進委員会
審査

委員長  副委員長  委員
審査会準備
幹事

サステナビリティ推進委員会

委員長  副委員長  委員
認定結果の承認・否認

当社グループのSDGsの取り組みは、「SDGsの取り組み
＝社会のニーズ＝当社の事業目的・基本方針（経営理念）」と
してほぼ等しくつながっているという理解のもとに行われ
ています。SDGsは当社グループがプラスチックメーカー
として進むべき方向を示してくれる拠り所の一つであると
考えています。SDGsは17の目標と、それらを達成するため
の169の具体的なターゲットで構成されていますが、当社
グループの事業分野、強みが活かせる目標を重点領域目標
として「6+1」と定めています。サステナビリティ推進に向
けた経営の重要課題として、環境・社会価値の創造を挙げて
おり、その中でSDGs貢献に取り組んでいます。当社グルー
プの製品・技術・活動のうち、SDGsに貢献するものをSDGs
貢献製品・貢献技術・貢献活動として認定しています。ター
ゲットが適切に選択されていること、具体的な説明が実
データもしくは公開情報に基づき客観的な数値により示さ
れていることを判定基準とし、SDGs推進委員会で認定し、
サステナビリティ推進委員会で承認を行っており、年々売
上収益におけるSDGs貢献製品比率は高まっています。

住友ベークライトで貢献できる6つの目標と
社会全体で貢献すべき1つの目標

「6＋1」
住友ベークライトのSDGs重点領域目標

SDGs貢献製品・貢献技術の売上収益（連結）
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代表的なSDGs貢献製品

血中ゾニサミド濃度測定用試薬
リブリア® ゾニサミド

新たに認定された主なSDGs貢献製品、貢献活動

　抗てんかん薬ゾニサミドの血中濃度を測定するための体
外診断薬です。これまでのゾニサミド測定方法は分析時間
が長く、専用装置が必要で、かつ病院内検査が難しく専門
検査センターに依頼が必要でしたが、本製品は、汎用自動
機器によるラテックス免疫比濁法を用いた簡便な測定方法
で、病院内の迅速測定（20分）が可能となります。当日に
診断結果を出せるため、患者の再来院が不要で、また、投
薬判断が迅速になるため、発作予防が強固になります。
3.d 健康危険因子の早期警告、危険因子緩和および管理

SDGs貢献製品

Cove Light Panel による
航空機軽量化

　Cove Light Panel（内用間接照明ユニット）を使用する
ことで、航空機の軽量化が可能となります。航空機の燃費
が向上することで、CO2の削減に貢献します。
7.3 エネルギー効率改善
9.4 環境配慮技術拡大
13.2 気候変動対策

ウェハー研磨用キャリア材

　本製品はウェハーキャリア用のガラスエポキシ基板で
す。軽量で安価、また加工が容易な絶縁素材であり、研磨
時に微小金属粒子が発生せず、保持孔にウェハー周縁部を
保護するための緩衝材を必要としません。
　耐摩耗性を改善（3倍）することで、従来より廃棄量の削
減が可能です。
12.5 廃棄物発生の大幅削減

パワー半導体用
バッファーコート材

　パワー半導体の絶縁保護膜としてはこれまでネガ型バッ
ファーコートが使用されており、有機溶剤現像液が使用さ
れていました。そのためポジ型バッファーコートの課題で
あった下地材との密着性を改善、アウトガスの発生を解決
することでパワー半導体に適用可能となりました。これに
より、本製品を適用することで、現像機を有機溶剤からア
ルカリ水溶液へ置き換えることが可能となり、化学物質の
放出削減に貢献します。
12.4 化学物質の放出削減

近隣小学校への
環境教育活動（出前授業）

　出前授業は、当社静岡工場の近隣の小学校を訪問し、企
業が実施する環境活動などを紹介する取り組みです。この
授業では、環境やSDGsを身近に感じてもらい、気候変動
への対応や生物多様性の保全について、小学校の児童が主
体的に考える機会を提供しています。 
　また、藤枝市、静岡産業大学と協力してオンデマンド教
材を作成し、藤枝市内の小学校でいつでも授業が受けられ
るようにしています。
4.1 すべての子供に教育の提供
13.3 気候変動対応に関する教育

パワーモジュール用
液状エポキシ樹脂

　パワーモジュール（ケースタイプ）の封止を従来のシリ
コーンゲルから本製品にすることで、素材が持つ高耐熱性
と低線膨張係数により、常温から高温時の接合部材などへ
の応力が低減し、パワーモジュールの長期信頼性向上に貢
献します。
7.3 エネルギー効率改善
9.4 環境配慮技術拡大
13.2 気候変動対策



住友ベークライトグループの
「環境ビジョン2050(ネットゼロ）」

　当社グループが事業を継続的に行うためには、地球環
境から得られる資源、水、エネルギーの利用が欠かせませ
ん。また、事業活動の結果として、CO2、NOx、SOxなどが
大気中に排出されるほか、排水や廃棄物も発生します。こ
のような状況を踏まえ、地球環境への負荷を最小限に抑
えながら事業活動を行うとともに、生み出した製品や
サービスを通じて環境・社会価値を提供する取り組みを
推進しています。
　当社グループでは、特に重要な課題である温室効果ガ
ス （GHG) の排出量削減に重点を置いた「環境ビジョン
2050」を作成しています。2025年度には、1.5℃基準に適
合した2030年目標を設定し、サプライチェーン全体での
取り組み（Scope3)にも着手しました。今後も2050年の
カーボンニュートラル達成に向け、これらの取り組みを
さらに発展させていきます。

※ Material Flow Cost Accounting(マテリアルフローコスト会計）の略で、環境負荷低減とコスト低減の両立を同時に追求する
ことを目的とした環境管理会計の手法です。当社グループでは分析手法として活用しています。

環境ビジョン

01. GHG排出量（Scope1､2)に関して、2050年カーボンニュートラルを達成します。

02. サプライチェーンを含めたGHG排出量削減に貢献します。
● ライフサイクルのGHG排出量削減を考慮した製品開発
(高効率、軽量化、高寿命、リサイクル、バイオマス、モノマテリアル化等：LCA活用）

● サプライチェーンとの協力

●省エネルギー活動・MFCA※1活動・プロセス効率改革により、GHG排出量を削減
●ボイラーの電化、水素アンモニア燃料等の新技術の導入を検討
●再生可能エネルギー由来電力を外部調達
●CO2吸収等のネガティブ技術の導入を検討

カーボンニュートラルの達成

Scope1+2

2050目標

2030目標　

GHG排出量(2021年度比）

Scope3
(カテゴリー1,4,5,12） 25％以上削減

48％以上削減

Scope �
+

Scope �

プロセス効率改革
再生可能エネルギー由来の電力への切り替え
太陽光発電の導入

ボイラーの電化
水素・アンモニア燃料の導入検討
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取締役会

サステナビリティ推進委員会
（委員長： 社長)

リスクマネジメント委員会

TCFD  体制図

連携

承認/指示 報告

承認/指示 報告

監督 報告

当社グループの各事業部門
(営業・工場・研究開発部門など)

TCFDタスクチーム

リスク管理

　当社グループのリスクマネジメントプロセスに準拠し、実施しています(「リスクマネジ
メント(p.64)」参照）。

指標と目標

　リスクの対応として、GHG排出量(Scope1+2）を設定しています（「環境ビジョン2050
（p.37)」参照）。また、機会の対応として、SDGs貢献製品・貢献技術の売上収益比率を設定
しています（「SDGs貢献製品(p.35)」参照）。

詳しくは
こちら

TCFDの取り組み
　当社グループは2021年にTCFD(気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同
を表明し、TCFD提言に基づく情報開示に向けた活動を推進しています。

戦略(組織の事業・戦略・財務への影響)

　2040年（長期）を想定した「気候関連シナリオ分析」を2021年度に実施し、1.5/2℃シナ
リオおよび4℃シナリオについて気候変動に伴う潜在的なリスクと機会を抽出しました。
その中で、比較的財務影響が大きくなると想定されるリスクと機会を「シナリオ分析表」の
とおり特定し、毎年見直しを行っています。

ガバナンス

　継続的なTCFD提言に基づ
く開示に取り組むため、取締
役会の監督下、サステナビリ
ティ推進委員会、リスクマネ
ジメント委員会のもとに
「TCFDタスクチーム」を設置
しています。

1.5/2℃シナリオ分析

ドライバー
想定し得るシナリオ要素

(世の中の動き）
当社グループ影響
インパクト評価

リスク
機会

リスク

リスク

リスク

リスク

リスク

機会

機会

機会

機会

政策およ
び法規制

市場

カーボンプライス
の引き上げ

低炭素技術の進展

低炭素技術の進展
に伴うガソリン需
要の減少

人やモノの移動の
デジタル代替

・カーボンプライスの上昇※

  ＜1.5℃シナリオにおけるカーボンプライス（先進国）＞
  2030年：140USD/t-CO2
  2040年：205USD/t-CO2
  2050年：250USD/t-CO2
  （2024年IEA World Energy Outlook）

・再生可能エネルギー由来の電力需要の高まりによる電力価格上昇

・バイオマス由来原料の需要の高まりによる原料の価格上昇

・ナフサはこれまでの副産品ではなく、主産品としての地位を得る
・ガソリンやディーゼル油とともに、ナフサは安定的に
  供給されるものの、価格は上昇

・炭素税やGHG排出規制などの影響により人やモノが移動する
  ための費用負担が大きくなる
・デジタルデバイスに搭載される半導体の需要増加

・製造にかかるエネルギーコスト
  の増加による操業コストの増加

・輸送コストの増加

・操業コストの増加

・バイオマス原料の高騰

・ナフサの価格上昇による仕入・
  調達コストの増加

・半導体関連製品の販売拡大
  による売上増加

低炭素技術の進展 ・顧客からの資源循環の要求
・3R+Renewable（持続可能な資源）関連製品への切り替え加速

・3R+Renewable製品の早期上
  市による売上増加

低炭素技術製品の
需要拡大

・低炭素社会へとシフト
・炭素税やGHG排出規制が強化
・経済性を考慮したCO2 輸送技術の開発やそのインフラ整備が進む

・低炭素製品/サービスの販売拡大
  による売上増加

EV関連需要の拡大
（電池用部材、自
動車軽量化素材）

・自動車販売台数に占めるEVの割合は着実に増加し、EVの
  販売台数は増加

※ カーボンプライスの上昇による操業コストの増加：
    2040年度の当社グループのCO2総排出量を2024年度と同水準の約13.5（見込み値）万トン/年(Scope1+Scope2）、炭素価格を31,259円 /t-CO2 (152.5円/ドル）
    と仮定すると、約42（暫定値）億円/年の負担増加と試算される。（前年：約46億円/年）

・EVを対象とした製品/サービスの
  販売拡大による売上増加
・自動車用軽量化素材の売上増加

4℃シナリオ分析

ドライバー
想定し得るシナリオ要素
（世の中の動き）

当社グループ影響
インパクト評価

リスク
機会

リスク

リスク

機会

機会

機会

市場

物理
リスク：
急性

化石燃料価格の
変動

サイクロンや洪水
などの異常気象の
重大性と頻度の
上昇

感染症／気温上昇
に伴う疾病・移動
制限

・原油、天然ガスは価格が上昇
・原油 2019年: 63USD/barrel
  →2030年: 79USD/barrel
  →2050年:75USD/barrel
・天然ガス 日本 2019年:10.1USD/MBtu※
  →2030年:8.3USD/MBtu※
  →2050年:8.7USD/MBtu※
  日本は下落。ほかの地域は上昇
  (2020年および2024年 IEA World Energy Outlook)
※MBtu:百万英熱量

サイクロン、集中豪雨、洪水、干害などの激甚化、頻度上昇
・主要原料サプライヤー：操業停止
・自社製造拠点（国内外）：操業停止

「レジリエントな都市づくり」が推進される
→自然災害に強い建材、産業用資材の需要増
（要求機能例：軽量／高耐久／耐衝撃／高断熱・遮熱／耐火など）

・仕入・調達コストの変動による
  原料コストの増加
・製造にかかるエネルギーコストの
  増加による操業コストの増加

・操業の一時停止による売上減少

・建材向け各種シート製品、防水
  シート製品／サービスの売上増加

・食肉用家畜の減少 → 長期保存用食品／加工品包装材の需要増
・農作物の収穫量の減少 → 青果物包装材の需要増

・地域病院・自宅等での診断および遠隔診断の必要性増大
・環境変化に敏感な幼児・高齢者に対する医療機会
  （診断・治療）の増大 → POCT：Point of Care Testing／
  医療機器の需要増大

・各種包装フィルム製品の売上増加

・ヘルスケア製品の販売拡大／
  売上増加
・医薬品パッケージの需要増
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TCFD提言に基づく情報開示 (気候変動対応）

https://www.sumibe.co.jp/csr/environment/TCFD/index.html


THE INCLUSION OF [Sumitomo Bakelite 
Co., Ltd.] IN ANY MSCI INDEX, AND THE 
USE OF MSCI LOGOS ,  TRADEMARKS , 
SERV ICE  MARK S  OR  INDEX  NAMES 
H E R E IN ,  D O  NOT  CON S T I T U T E  A 
SPONSOR SHIP,  ENDOR SEMENT  OR 
PROMOTION OF [Sumitomo Bakelite Co., 
Ltd.] BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. 
THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE 
PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI 
I N D E X  N A M E S  A N D  L O G O S  A R E 
TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF 
MSCI OR ITS AFFILIATES.

【インデックスへの組み入れ】 【外部機関からの評価】

【署名・賛同】

JPX日経インデックス400

MSCI ESG RATINGS

CDP

エコバディス サステナビリティ 
レーティング 2025

S&P/JPX カーボン・
エフィシェント指数

FTSE Blossom Japan
Sector Relative Index

FTSE Blossom Japan Index

FTSE4Good SOMPOサステナビリティ・
インデックス

MSCI日本株ESGセレクト・
リーダーズ指数

MSCI日本株女性活躍指数
（WIN）
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詳しくは
こちら

署名・賛同
（サステナビリティマネジメント)

詳しくは
こちら

社外からの評価・
インデックスへの組み入れ
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インデックスへの組み入れ/外部機関からの評価/署名・賛同

https://www.sumibe.co.jp/csr/data/external-assessments/index.html
https://www.sumibe.co.jp/csr/esg/structure/


顧客との共創
One Sumibe活動 推進責任者×グローバルマーケティング本部長 対談

顧客との共創で新たな価値を創出

田中：当社グループでは「CS（Customer Satisfaction＝
顧客満足）」の考え方を大切にしてきましたが、2024年度
からさらに一歩進めて、顧客満足を超える「顧客感動」の
実現を目指しています。これは、お客さま自身もまだ気づ
いていない潜在ニーズを一緒に掘り起こし、当社グルー
プの技術力や提案力を活かしてソリューションを提供
し、期待以上の驚きや喜びを届けることを意味します。
「One Sumibe活動」は、このCSの精神をもとに、各事業部

門が横断的に連携して顧客に対応すべく2017年にスター
トしました。岸本部長とは2か月に一度、One Sumibe
推進協議会で、今後の共創案件の方向性について定期的に
協議していますが、この取り組みをどう感じていますか？
岸：変化の激しい今、自社だけで新しい価値を創造するこ
とは難しく、当社グループとお客さまの得意なことを組
み合わせて、新しい価値を一緒につくり上げる共創の取
り組みの重要性はますます高まっています。その中で
「One Sumibe活動」は、お客さまにも大変好意的に捉え
ていただいています。ここまでスムーズな社内の連携体

制が構築できている要因は、やはり各部門の本部長が皆
出席して遠慮なく意見交換ができるOne Sumibe推進協
議会の働きが大きいです。決定事項は関係者にすぐに周
知され、実行できるしくみがあるため、新たな価値を持つ
製品を創出する鍵になると感じています。

KPIの設定で共創の成果を“見える化”

岸：顧客との共創において、新たな案件の創出というアウ
トプットが不可欠です。そのため、私たちは行動を定量的
に評価するKPIを設定しました。主な指標は「顧客との共
創案件の創出件数」と事業部横断で取り組む「インハウス
展示会の開催回数」です。前者は共創の成果で、後者はそ
のプロセスを支える重要な活動と位置付けています。
インハウス展示会は、お客さまの施設内で当社グループ
の技術や製品を紹介する展示会であり、双方の技術者が
一堂に会して、直接意見を交わす貴重な場です。事前に顧
客の事業内容や課題を調査・理解した上で、適切な展示内
容を検討することで、より深い信頼関係を構築でき、展示
会を契機にお客さまの開発やビジネスのロードマップ作
成に貢献するケースも出てきています。
田中：インハウス展示会は「One Sumibe活動」の一環で
もあり、全社を挙げてお客さまの課題解決に向き合う取
り組みでもあります。従来もお客さま向けにプレゼン
テーションは行ってきましたが、インハウス展示会を明
確なKPIに設定したことで社内の意識が一層高まり、目
標に向かう具体的な行動が見える化された点は大きな進
化だと考えています。グローバルマーケティング本部で
は、どのような目標を設定していますか？
岸：はい、2024年度は「共創案件の創出件数10件」「展示会
の開催8回」という目標を設定し、ともに達成できました。
特に当社グループが戦略的領域と掲げているモビリティ
分野では、モーターの小型化に貢献するアキシャル
ギャップモーターの開発などで、お客さまとの共創がス

グローバル
マーケティング本部長

岸 豊昭

常務執行役員　
One Sumibe 活動　
推進責任者

田中 厚

「One Sumibe活動」を通じて、実務と戦略の両面から顧客との共創を推進してきた
常務執行役員 田中とグローバルマーケティング本部長 岸。
本対談で、両者の視点から「顧客感動」の実現を目指す共創の現在地と、その先にある未来について語ってもらいました。

社内外の強固な共創関係を築き、新しい価値創造の力に
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タートしています。また、ICTやヘルスケア分野のセンシ
ング領域などでも成果が見られました。さらに、展示会を
通じて得られた副次的な効果として、社内の開発者がお
客さまと直接対話することが、研究開発のスピードアッ
プや開発者の視野の拡大につながっており、人材育成と
いう観点でも非常に有意義な場になっています。

オープンラボを活用した市場開拓

岸：グローバルマーケティング本部は、当社グループの技
術的優位性と事業領域を深く理解したメンバーが、グロー
バルな視野をもって市場開拓を担う組織です。新市場の創
出や新領域への参入など、「新」にこだわった創出活動の中
で、重要な役割を果たすのが「オープンラボ」です。当施設
は顧客に製品の試作・検証の機会を提供する場であり、開
発設備を有さないお客さまでも、当社グループの施設で試
作品の評価結果を確認しながらスピーディーに共同開発

が進められるメリットを有します。日本をはじめ、米国、ベ
ルギー、シンガポール、台湾、中国、そして2025年春からイ
ンドにも拠点を構えました。実際に米国では大手OEMと
次世代モーターに関する共同検証や量産化の検討が進ん
でおり、今後もグローバルマーケティング本部では、オー
プンラボを軸にしたお客さまとの協業関係の構築を戦略
的に強化していきたいと考えています。

「One Sumibe活動」の進化と社内浸透
　　　
田中：「One Sumibe活動」では、今年度も組織横断で顧
客課題へのソリューション提案を推進していきます。重
点顧客との関係強化を目的とした「重点顧客実践チーム」
では、特定企業を対象にチームを編成し連携を深めてき
ました。こうした活動を通じて社内のネットワークが強
化され、参加メンバーがその後の業務でも横のつながり
を活かして活躍する場面が増えています。
2024年度には、パワーモジュールワーキンググループが
世界中の顧客と接点を持ち、顧客の技術課題を掘り起こ
しました。そして、各事業部門のメンバーがそれぞれの技
術を組み合わせてソリューションを検討し、2025年4月
には「パワーエレクトロニクスソリューション開発部」と
して正式に組織化されました。加えて、社内に「インフル
エンサーチーム」を結成したことも、「One Sumibe活
動」の一層の追い風になりました。各事業部門やコーポ
レート部門の中核メンバーが参加し、全社に向けた情報
発信の場である「ベークをもっと知ろう」やイントラネッ
トを活用し現場の創意工夫や好事例を紹介する「Good 
Job!」などさまざまな情報発信を行い「One Sumibe活
動」を推進してくれました。引き続き、グループ内のつな
がりを強化して、従業員一人ひとりの自律を促す取り組
みの企画・実行を期待しています。

共創関係を加速させ、価値創造力を底上げ

岸：グローバルマーケティング本部は、将来を見据えた
新たな市場を開拓するという点で、当社グループの中で
もユニークな役割を担っています。新たな事業領域を創
出するためには、多くのお客さまとの共創テーマを立ち
上げることが重要です。そのため、日本市場に限らず、グ
ローバル市場を視野に入れた取り組みを強化しており、
特に2025年度以降は中国に続く新たな注力地域とし
てインド市場に注目し、共創活動を本格化させていく
予定です。
田中：「One Sumibe活動」は、この1～2年で多くの部門、
従業員にも広がり、大きな変化の波がきています。今後も
岸本部長と協力し合いこの流れをさらに加速させ、国内
外、部門、拠点を問わず活動が根付くよう働きかけてい
きます。そして、最終的には社内の連携がお客さまとの
共創に自然とつながり、全社としての価値創造力の底上
げができる体制づくりを目指していきたいです。

顧客との共創
One Sumibe活動 推進責任者×グローバルマーケティング本部長 対談
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2025年度CS/One Sumibe体制

　当社では世界で国内4拠点（直方、藤枝、宇都宮、尼崎）、
海外6拠点（北米、欧州、中国、台湾、シンガポール、インド）
にオープンラボを設置しています。オープンラボでは、顧客
が使用する設備を導入し、顧客と一緒に製品の評価を
行っています。顧客企業と当社グループの開発者が、一つ
の課題に対してお互いの知見を持ち寄りアイデアを出し合
うことで、材料と製品設計の双方向から最適な解を見つけ
出すことができます。オープンラボに共通しているのは、
CS（Customer Satisfaction）の視点です。顧客の声を直
接聞きながら、顧客が本当に実現したいことを一緒に考え
てソリューションを提供しています。

オープンラボを活用した「顧客との共創」

CS推進活動
　当社グループは1998年からCS推進活動に取り組んで
きました。社長を委員長とするCS推進委員会において、
方針や施策を議論するとともに、全社CS向上活動の推進
支援を行っています。現在は国内外拠点、グループ会社で
CSを意識した活動が実践されています。
　各事業所・部門では毎年CS5か条宣言を定め、CS向上
を意識した、さまざまな取り組みを実施しています。
　例年実施している商社向けの事業説明会では、中期経
営計画の進捗と、各事業セグメントの概況や新しい取り
組みについて、統轄役員や担当役員から説明を行い、商社
の皆さまと新たなビジネスの創出に向けた関係強化を図
りました。
　私たちは、これまでの活動に満足せず、「顧客満足」から
一歩踏み込んだ「顧客感動」の実現に向けてグループ一体
となってこれからも事業活動に取り組んでいきます。

CS（顧客満足）向上

顧客との共創
CS／One Sumibe活動

SBNAフィルさんのコメント
　顧客と密に情報交換し、次世代モーターのロー
ター磁石固定用封止材を開発しました。まず、共同で
製品設計を行い、その後、試作品をオープンラボで作
製しました。顧客企業は従来よりもスピーディー、か
つ、質の高い評価によって、熱硬化性樹脂（封止材）の

利点を最大限に活かすことができています。また、最
先端のCAD設計と予測モデリングにより、無駄のな
い試作品設計が可能になっています。
　モーターのステーター封止はすでに実証済みの技
術であり、電動二輪車では2023年から量産されてい
ます。現在は当社の材料を使用した次世代の自動車用
ステーターを開発中で、eモーター向けの性能の限界
を押し上げ、近い将来、量産が開始される予定です。

「One Sumibe活動」

自動車・高集積
展示会企画

CS推進活動

One Sumibe推進協議会

CS推進委員会

重点領域
拡販チーム

インフルエンサー
チーム

重点顧客
実践チーム

ユナイテッド
セル
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顧客との共創事例を全社で共有する「CSアワード」
　当社グループに根付くCS（顧客満足）向上の考えや活
動事例を全社で共有し、従業員のさらなる意識向上を図
るために、当社グループでは2005年度から毎年1回、「CS
討論会」を実施してきました。2023年度からは名称を
「CSアワード」に変更し、従来の国内の営業活動の事例共
有を中心とした討論会から製造・研究や海外グループ会
社も一緒に参加できる場に変更し、従業員のさらなるモ
チベーション向上を促すようになっています。2024年度
は海外グループ会社からの3件を含む9件の活動が発表さ
れ、ウェブも含めて約500名が聴講をしました。最優秀賞
は、フィルム・シート研究所の村上さんが発表した「カ
バーテープ新規開発品における顧客の喜びと成果」とな
りました。このほかにもウェブを用いたマーケティング
活動やDXを利用した営業の間接業務の効率化とCS向上
など新たな取り組みも紹介され、顧客満足を超える顧客
感動の実現に向けた情報の共有がなされています。

共創事例～米国のオープンラボを活用した顧客との共創～
　自動車産業の集積地であるデトロイトに近いコマース
にあるSumitomo Bakelite North America Holding, 
Inc. （以下、SBNA）では、主に自動車に関連する材料の開
発・製造・販売を行っています。
　2021年にオープンラボを開設して以来、顧客企業と一
緒に自動車部品の成形評価を実施しています。Tier1に加
えて、OEMメーカーともオープンラボでEV用次世代
モーターに関連する部品の開発を行っています。最近で
は、自動車に加えて、医療機器や分散型電源※、ロボットな
どさまざまな用途の顧客企業にもオープンラボを活用し
ていただいています。
※分散型電源：電力消費地の近くに分散して設置される小規模な発電設備

CSアワード

SBNAの開発メンバー
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　新しい価値を創造するには、新たな顧客や新しい用途
を見いだす活動が必要です。当社グループでは、重点領域
ごとに出展する展示会を決めて部門横断のチーム体制で
計画を立案し、展示会への出展を行っています。また、各
事業部門でも個別に展示会への出展やプライベートセミ
ナーなどを企画し、新たな顧客とのネットワーク形成を
進めています。2024年度は中国で6月に開催された
「CWIEME上海2024」やアメリカのシアトルで6月に開
催された「MPS World Summit 2024」、マーケティング
活動に取り組んでいるインドでは「SEMICON India 
2024」、「Auto EV India 2024」、「Bharat Mobility 
Global Expo 2025」などへ出展し、海外も含めて当社グ
ループの技術を紹介することで、新しい顧客の探索を進
めています。また、経営の重要課題のKPIにも設定してい
るとおり、顧客施設内でのインハウス展示会の開催にも
積極的に取り組んでおり、2024年度は8件の顧客で全社
技術の紹介を行う展示会を実施しました。

CWIEME上海2024 Bharat Mobility Global Expo 2025

新たな顧客とのネットワークをつくる
展示会への出展

組織を超えた自主的な連携を促す
「インフルエンサーチーム」の活動

　顧客との共創を生み出すためには、従業員一人ひとりの自
律性と組織の一体感の向上は欠かせません。当社グループで
は、従業員同士の自主的な連携を推進するための企画を行う
「インフルエンサーチーム」を2024年度に発足し、各部門の
取り組みを全社に知ってもらう企画として「ベークをもっと
知ろう！」を開催しました。各部門の活動やその狙いを従業
員に説明するウェビナーで、2024年度は計3回実施しまし
た。毎回300名前後が参加し、当社への理解を深めています。
このような活動により、社内ネットワークが深まり、さらに
挑戦を後押しする職場風土の醸成につながっています。

重点顧客実践チーム

重点領域拡販チーム「One Sumibe活動」 2024年度の取り組み
　当社グループはCS推進活動の一環として「One Sumibe
活動」に取り組んでおり、『部門間が連携し、お客さまとの価
値創造につながる活動』を目指しています。重点顧客実践活
動および、重点領域拡販活動では、お客さまの課題解決のた
めに、自部門のみならず全社製品・技術をもとにソリュー
ションを提供しています。この中期経営計画期間では、
「One Sumibe活動」が組織文化として製販研、国内外、拠
点を問わず、根付いている状態を目指し、2024年度に発足
したインフルエンサーチームが自律的な連携を促進する土
台づくりを進めています。

重点顧客実践チーム・重点領域拡販チームの活動

【重点顧客実践チーム（自動車領域のお客さまの場合）】

　重点顧客実践チームでは部門横断で結成されたチーム
が個々の顧客との共創を目指して、営業活動を行います。
商談や業界の調査などを通じて、お客さまがもつ課題に
ついて仮説と検証を繰り返しながら、顧客との関係構築
を図りKPIにも挙げているインハウス展示会の実施など
を通じて、具体的な案件の創出につなげています。

　重点領域拡販チームでは分野を絞ったマーケティング
活動を行っています。2024年度はパワーモジュール・
チームが世界中の顧客へのヒアリングや当社の技術、製
品を紹介し、ビジネスの可能性を検証しました。同チーム
は、2025年4月にパワーエレクトロニクスソリューショ
ン開発部として組織化され、より強力に事業拡大を進め
ることになりました。2025年度は新たにバッテリー・モ
ジュールチームを結成し、活動しています。
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顧客との共創
CS／One Sumibe活動

自動車領域のお客さま

高機能プラスチック

グローバルマーケティング本部

事業部既存製品／新製品、コーポレート開発品

コーポレート研究部門

半導体関連材料 産業機能性材料



常務執行役員

中西久雄

イノベーション
研究開発担当役員メッセージ

　当社グループの持続的成長には、「環境・社会価値を有
する新商品」の創出が不可欠です。その実現に向けて、経
営の重要課題である「イノベーション」では、将来性ある研
究開発テーマをプロジェクトチーム化し、短期集中で開発
を進める体制を構築しています。KPIとしてプロジェクト
実施数を設定したのも、こうした取り組みが新商品の早期
創出につながるためです。
2024年度には、継続テーマである樹脂化電動アクスル、

電子調光デバイスに加え、新たにBMI（Brain Machine  
Interface）、熱硬化性樹脂のケミカルリサイクル、パワー
モジュールに関する開発を推進しました。その結果、電子調光
デバイスは事業化フェーズに移行し、熱硬化性樹脂のケミカル
リサイクルは要素技術の確立に成功しました。また、樹脂化
電動アクスルは当社の強みである熱マネジメント技術を活か
し、パワーエレクトロニクスソリューション開発部として組織化
されました。2025年度は、水素製造に貢献するアニオン交換膜

分解・リサイクルが困難な熱硬化性樹脂成形品を分解し、 
再利用可能な原料化を行う技術。2024年度に要素技術を
確立

（AEM）の量産化に向けた新プロジェクトも始動しています。
　これらの取り組みの成功確率を高めるため、当社では
過去の開発レビューをもとに構築したイノベーションマネ
ジメントシステム（IMS）を運用しています。属人的であっ
た評価基準を可視化・標準化することで、研究開発の成功
確率向上と意思決定の迅速化を実現しています。また、イ
ノベーション創出を持続可能なものとするため、人材育成
や研究所間の交流、情報共有のしくみづくりにも取り組ん
でいます。開発者による自発的な企画を研修形式でサ
ポートし、新事業の立ち上げを支援する新商品開発プログ
ラム「SBinno」や、全社的な技術討論会、若手開発者の交
流会など、多様な取り組みを通じて、新事業テーマの発掘
と開発者の成長を促しています。
こうした活動を継続・深化させることで、2030年度までに

イノベーションによる事業利益100億円の達成を目指して
まいります。

プロジェクト体制と人材育成を両輪に、
イノベーションによる持続的成長を目指す

将来性のある研究開発テーマ ～プロジェクトチーム化による開発推進～

デザイン、使い勝手を考慮した在宅脳波計 水素製造装置用アニオン交換膜（AEM）ケミカルリサイクル実証プラント フェノール樹脂

熱硬化性樹脂ケミカルリサイクル実装プロジェクトチーム

医療、IT、ロボットなどのブレインテック分野で期待
される脳波の利用を促すデバイスの開発

BMI事業化プロジェクトチーム

脱炭素社会に貢献するグリーン水素の低コスト生産を可能
にするPFASフリーのイオン交換膜の開発

水素製造機能膜量産準備プロジェクトチーム

グリーン水素を製造するための
電解質の構造

陽
極

酸素発生 水素発生

電解質膜（AEM）

陰
極H2O2
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基礎研究等費用

3,633百万円
27.7%

半導体関連材料

4,081百万円
31.0%

全体の
研究開発費

13,125
百万円

クオリティオブライフ
関連製品

3,620百万円
27.6%

高機能プラスチック

1,792百万円
13.7%

研究開発費（2024年度）　

イノベーション
研究開発・知的財産

　研究開発活動では、SDGsへの貢献とカーボンニュート
ラルの実現に向けて、社会・顧客ニーズに応える研究テー
マの構想・企画、技術開発を、スピード感を持ってシーム
レスに行うことを目指しています。
　分子設計や触媒技術を用いて新たな機能を発現する
「材料設計」、有機/無機の配合や成形などで従来の樹脂に
ない機能を発現する「加工・複合」、構造と機能の関連を解
き明かす「評価解析」を基盤技術として、さらなる製品開
発のスピードや質の向上を目指しデータ駆動型開発への
移行を推進しています。
　また、イノベーションを継続的に創出し続けるために、
当社に適したIMSを構築・展開し、フィージビリティスタ
ディを迅速に進めることで、新規事業への挑戦を続けて
います。
　2024年度には、「TSV向け圧縮成形用エポキシ樹脂顆
粒封止材」「パワーモジュール冷却器向け高放熱TIM2用
Agシンタリング材」「広帯域メモリー（HBM）向け感光性
絶縁材料」「モバイル表示体用高耐熱ポリシクロオレフィ
ン」「十二指腸狭窄治療用ステント」「チップコンデンサ用
カバーテープ」などの新製品を開発・上市しました。

新たな価値を生む、基盤技術とIMS 「環境・社会価値を有する新商品」の
創出に向けた活動
　「環境・社会価値を有する新商品」の創出にあたり、環境
価値に関しては、3R（リデュース、リユース、リサイク
ル）、バイオマス原料へのシフトに注力、社会価値に関し
ては創エネ、蓄電といった領域での新テーマの発掘を進
めています。コーポレート研究所、応用研究所で開発する
技術に加えて、2024年度には、ヘルスケア分野やケミカ
ル分野のベンチャーキャピタルへの出資を行いました。
また、AIなどの先端半導体やパワーエレクトロニクスに
かかわる半導体分野の新材料開発を目指して東北大学と
次世代半導体向け素材・プロセス共創研究所を新たに設
置するなど、外部機関との協業にも取り組んでいます。
　社内のプロジェクトチーム活動では、2024年度に医
療、IT、ロボットなどのブレインテック分野で期待される
脳波の利用を促すデバイスの開発を推進するため、BMI
事業化プロジェクトチームを立ち上げました。同プロ
ジェクトでは、共同開発先とてんかん患者を対象とした
臨床研究を推進しており、デザイン・使い勝手を考慮した
在宅脳波計の開発を行いました。本製品は2027年度の国
内販売開始を目指しています。また、2025年度には水素
製造機能膜量産準備プロジェクトチームを新たに発足し
ました。本製品は、米国の研究所で開発された当社独自の
素材ポリノルボルネンを用いた技術で、すでに試作品を
開発し水電解装置メーカーでの評価を開始、2030年度の
量産化を目指しています。

地域ごとのニーズに応える国内外の開発体制

　国内は、研究開発の中長期的視野に立ち、新製品やその
要素技術の研究を担当するコーポレート研究所として、
先端材料研究所およびバイオ・サイエンス研究所、生産技
術開発を担当するコーポレートエンジニアリングセン
ターを有し、情報通信材料研究所、HPP技術開発研究所、
フィルム・シート研究所、産業機能性材料研究所、SBカワ
スミ株式会社 殿町メディカル研究所の5つの応用研究所
が新製品の商品化や既存製品の改良研究を担当するとい
う体制をとっています。国外では、米国オハイオ州アクロ
ンに設けたコーポレート部門の拠点をはじめ、半導体関
連材料や高機能プラスチックの各研究拠点を、欧米・アジ
アの各国・地域にそれぞれ設けています。
　各研究所間の研究開発の成果や課題を共有するため
に、研究所長が一堂に会して新たな協業の議論を行う研
究所長会議や全社の研究テーマを議論しあう技術討論
会・技術交流会、若手開発者の人事交流などの機会を通じ
てシームレスに研究開発を行い、新たな価値を創造して
います。

コーポレート

HPP技術開発研究所高機能プラスチック

クオリティオブライフ
関連製品

フィルム・シート研究所
産業機能性材料研究所
SBカワスミ株式会社 殿町メディカル研究所

コーポレートエンジニアリングセンター

先端材料研究所
バイオ・サイエンス研究所
光回路事業開発部
Promerus, LLC（米国・オハイオ州アクロン）

半導体関連材料

研究開発

生産技術

情報通信材料研究所

研究開発組織
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　開発者による自発的な企画を研修形式でサポートし、
新事業の立ち上げを支援する新商品開発プログラム
「SBinno」を2016年より行っています。毎年、新事業や新
商品のアイデアを全社から募り、選定された開発者には
応募した具体的なテーマの事業化に向けた調査や社内外
の連携、投資などについて学んでもらいます。事業化の可
能性が高いテーマはその後も検討を継続しており、2024
年度にプロジェクトチーム化したBMIの構想は、このプ
ログラムから生まれました。応募者がプロジェクトリー
ダーを務め、事業化を推進しています。
　また、イノベーションを起こすには社内に有している
技術情報をよく理解する必要があります。当社グループ
ではこのために毎年、技術討論会を開催しており、全社の
新技術について開発者が理解を深める場としています。
2024年度は10月29日から11月1日まで開催し、延べ
1400名以上が参加しました。最終日には特に優れたテー
マについて10名が口頭発表を行いました。この場では、多
くの開発者が自身の研究テーマや対象製品とのかかわり
などを意識しながら、ほかの開発者と交流を図ることが
でき、研究開発における「One Sumibe活動」として社内
の活性化にも貢献しています。

当社グループでは、知的財産（以下、知財）活動を事業
戦略や研究開発戦略に基づいて展開し、事業競争力の向
上を目指しています。この目的を達成するために、以下の
5つの基本方針を掲げています。

　さらに、研究開発のグローバル化に対応するため、海外
関係会社と協力しながら知財関連規定の整備を進めてい
ます。
　また、中期経営計画期間においては、以下の重点事項に
取り組んでいます。
·重要戦略商品に関する戦略的特許出願の推進
·環境課題に対応する戦略的出願の推進
·知財情報の活用を通じた新たな事業創出への貢献
　当社グループにおける知財活動は、革新的な技術や新
製品と密接に結びついており、これらは対応力の源泉と
なる重要な要素です。今後も戦略的な知財活動を通じて
知見を蓄積・強化し、事業機会をいち早く捉える原動力と
していきたいと考えています。

　2024年度の出願のうち、SDGs貢献製品・貢献技術に関
連する出願は全体の44%でした

イノベーションを起こす人材の育成と
グループ内の人材交流

戦略的な知財活動を
事業機会をいち早く捉える原動力に

技術討論会 最優秀賞受賞者の皆さん
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（件）
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❶ 各事業部門において、主要製品に対する知財戦
略を立案・実行し、事業競争力を強化する。

❷ 知財リスクへの対応を明確化し、事業リスクの
低減を図る。

❸ 事業シナリオや研究シナリオを支援する予防法
務を継続するとともに、提案型の予防法務を実
施する。

❹ 住友ベークライトグループ全体（特に海外関係
会社）の知財管理体制を維持・強化する。

❺ IPランドスケープを実践し、事業競争力の向上
に寄与する。

SDGs貢献製品・貢献技術に関連する特許申請数

（2025年3月末現在）事業部門別の国内外保有特許件数と比率

半導体関連材料

30%

高機能プラスチック

14%

保有
特許件数

国内2,013件
海外1,047件

コーポレート
国内325件
海外159件

国内894件
海外340件

国内507件
海外419件

国内287件
海外129件

16%

クオリティオブライフ
関連製品

40%

イノベーション
研究開発・知的財産
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情報通信材料研究所長

森 弘就
先端材料研究所長

高本 真

執行役員
研究開発本部長
R&D 企画推進部長

大西 治

森：住友ベークライトの技術的な強みとして、有機ポリ
マーの配合設計や、有機と無機の複合技術が非常に優れ
ている点が挙げられます。それにより、単一素材では実現
できない付加価値を持つ製品が生まれ、利益に結びつい
ているのだと考えています。
大西：私も同感で、当社の強みの一つは、合成や樹脂配合
といった素材設計から加工までを一貫して自社で行える
点です。また、製品設計の中核をなす樹脂や触媒などを自
社で合成・加工できる点は、他社との大きな差別化のポイ
ントだと考えています。さらに、半導体を主とした電子材
料、自動車や航空機、医療や医薬分野、食品、建築やエネル

ギーといった非常に多くの分野に、製品を展開しているこ
とも強みです。
高本：たとえばパワーモジュールに使用される放熱絶縁
シート材料は、ベースとなる素材を先端材料研究所で設計
し、応用研究所でその素材を用いて商品を開発するなど、各
研究所がそれぞれの強みを活かすことで他社が真似できな
い独自性を実現できています。また、事業領域が広いという
ことは、それだけ幅広い研究開発の知見があるということ
です。近年では、その経験値を社内に蓄積し、データを効果
的に活用するマテリアルズ・インフォマティクス（MI）の取
り組みにより、迅速かつ高品質な製品開発が可能になって
います。

大西：私が人材育成で重視しているのは、イノベーション
を生み出せる人材の創出です。過去の技術を受け継ぐこ
とも大切ですが、そこに自分なりのエッセンスを加えた
り、まったく新しい領域に挑戦したりすることで、新たな
価値が生まれます。こうした志を持つ開発者に自らテー
マを提案できる力をつけてもらいたいですね。また、プロ
の開発者として課題を見極め、自身の経験をもとにテー
マを設定し、思いを込めて取り組む、そういった自律性を
育むことも重要です。研究開発本部では新製品開発の活
性化に向けて「SBinno」というプログラムを10年ほど継
続しています。これは若手開発者が自ら提案したテーマ
を1年かけて育てるもので、各研究所からの参加者ととも
に挑戦を続けています。
森：開発者の多くは若く、革新的な開発に意欲的です。そ
のため現在は、従来のように試行錯誤を重ねる手探りの
研究から、MIやDXを活用し、分子設計段階から網羅的に
検証するスタイルが主流になりつつあります。情報通信
材料研究所でも、データサイエンティストを育成する社
内講座に積極的に参加し、スキルを持つ人材の育成に注
力しています。
高本：若手開発者と1on1の面談をすると、やはり「社会に
貢献する製品開発に携わりたい」という声が多いです。住
友ベークライトには独自のイノベーションマネジメント
システム（IMS）というしくみがあり、研究テーマを立ち
上げる際に、市場性や競争優位性、売上や利益の見通しな
どを整理しながら企画できるよう支援しています。自分
の成果が社会に影響を与えたと実感することは、やりが
いや成長の原動力になるため、やる気はあるけれども方
法がわからないという人に道筋を示すことで、一緒に頑
張っていけたらと思っています。

大西：「SBinno」で発芽したアイデアを、IMSを通して木
に育てていくイメージですね。ツールは揃っているので、
あとはそれをどのように意識向上や実際の成果につなげ
るかが、私たちマネジャーの腕の見せどころです。
森：そして、研究所間の交流も人材育成や組織の活性化に
は不可欠です。長く同じ研究所にいると視野が狭くなり
がちなので、他部署の研究を知ることで新たな発想が生
まれます。技術討論会のような交流会や人材の相互交流
によって開発者が知見を広げ、新しいアイデアが生まれ
てくることを期待しています。

大西：交流という点では、各研究所の所長は四半期に一
度、研究所長会議でさまざまな課題を議論しています。ま
た、応用研究所ごとに月1回のミーティングを設けてお
り、新規事業の創出や既存事業の拡大について話し合っ
ています。ちなみに、本日集まったこの3名は、互いのポジ
ションを引き継ぎながらキャリアを重ねてきた間柄でも
あります。
高本：研究企画、基礎研究、応用研究という各段階を経験
することで、製品開発全体の流れを把握できる意味で、非
常に有意義なことだと感じています。
大西：こうした部門ごとの連携は以前からありましたが、
藤原社長（現会長）の時代に掲げたOne Sumibeの方針に
よって近年さらに活性化しており、現場レベルで気軽に
コミュニケーションが取れる風通しの良い組織になって
います。
森：その流れは外部連携にも波及しています。今年から東
北大学と共同で「次世代半導体向け素材・プロセス共創研
究所」を設立し、大学の知見を活かしながら、顧客ニーズ
の本質を探り、技術開発を進める取り組みを始めました。
高本：自社にないものは積極的に外部を活用しようとい

う発想ですね。それは最先端の分析装置の場合もありま
すし、また、知見が不足している分野での協業の場合もあ
りますが、専門性の高いパートナー企業や大学と協力す
ることでより早くゴールに辿り着けると考えています。
大西：R＆D企画推進部としては、こうした社内外のマッ
チングを支援することが役割です。森さんの研究所で困り
ごとがあれば、社内のどの部門が対応できるかを調査しま
すし、高本さんの研究所で必要な技術があれば外部の企業
や大学を紹介することもできます。日頃の信頼関係がある
からこそ、こうした連携がスムーズに進み、新たな価値を
生み出しやすくなっているのは間違いありません。

大西：全社的には、製品・事業のポートフォリオを見直し、
経営方針としてICT、モビリティ、ヘルスケアの三領域に
注力する方向性を打ち出しています。私の役割はこうし
た分野においてイノベーションを起こし、新たな製品や
事業を創出することです。一方で5年後、10年後の新事業
創出を見据えた、新技術の探索も忘れていません。R＆D

企画推進部では、マッチング機能の強化や外部連携のほ
か、ベンチャーキャピタルへの投資も進めています。これ
は世界中の有望な新素材を自社の技術基盤に取り込み、
独自の商品開発につなげることが狙いです。
高本：先端材料研究所では、事業部や応用研究所からの
テーマに基づいた開発と、研究所発の独自研究という二本
立てで進めています。当社グループの中期目標やその先の
2030年を見据えた際には、基礎研究所発のより大きなイ
ンパクトを持つ新製品やコア技術の創出が不可欠です。稲
垣副社長は「ホームランを打てるような技術を育てたい」
と話していましたが、それを狙って実現するには有望な種
を継続的に仕込んでいく必要があります。そのために私た
ちも、基礎開発のポートフォリオを変化させ、全社の方向
性に合致したテーマに注力していきます。環境対応の点で
は、モビリティ分野で使われ、廃棄時は分解しやすい「易
解体性」のポリマーを開発中です。また、植物由来原料に
よるプラスチック開発も合弁会社と共同で進めています。
森：情報通信材料研究所では、封止材、接着剤、ウェハー保
護材、基板材料という4製品を柱に据えてきました。しか
し、素材の多様化が進む半導体業界において、日々、新しい
技術が生まれており、その流れを新たなビジネスにつなげ

ていくことが必要です。そこで現在は、新商品開発プログ
ラムや社内外の協業といったアプローチを強化していま
す。中でも注力しているのは、液状封止材です。これまでは
固形封止材が主流でしたが、液状化でより狭小なスペース
への充填が可能になる付加価値の高い製品です。環境を意
識した取り組みでは、これまでマイナス20度で保管して
いた材料を常温保存できるようにすることで、CO2排出と
エネルギー消費の削減を目指しています。ライフサイクル
アセスメント（LCA）認定制度への、研究所メンバーや工場
関係者の取得意欲も高く、研究開発を後押ししています。
大西：多くの事業を持つ当社グループでは、LCA認定者や
SDGs認定製品の拡大は必須だと考えています。研究開発
本部では、有望な研究テーマの全社プロジェクト化も進
めており、今年度は水素製造機能膜量産準備プロジェク
トチームを4月に発足させました。迅速な事業化を実現で
きるように支援するとともに、今後も環境対応力の向上
を図っていく考えです。

森：新製品や新事業の種出しは、組織の持続的成長におい
て非常に重要です。この種が不足すると、やがて製品開発
が細り、イノベーションが生まれなくなってしまいます。
種を出せる人材を育てるために、私は部下に対して、会社
や部門の方向性を明確に伝えることを心がけています。そ
れにより、部下は会社の期待と自分の仕事のつながりを理
解し、日常業務に加えて新たなチャレンジにも取り組みや
すくなると思います。理想を言えば通常業務の1～2週間
に1回程度、半日ほどアイデアを皆で自由に話し合う場を
設けられればベストです。そこで新製品の種を生む機会を
増やし、会社全体の成長につなげていきたいです。
高本：私はこの4月から先端材料研究所に異動になりまし
たが、その際に研究所員の前でまず「心理的安全性を大切

にするので、遠慮なく意見を言ってください」と伝えまし
た。これは私がリーダーとして、一見突飛に思える意見で
も否定せず耳を傾けることを大切にしたいからです。今
後はこうした土壌をしっかりつくった上で、まだ社会に
顕在化していないニーズをアカデミアや協力企業と掘り
起こしていきたいです。また、製品開発においても、仕様
が固まる前の企画・設計段階から関与することで、競争優
位なポジションができるため、その仕掛けやしくみづく
りに貢献し続けたいです。
大西：私自身のキャリアを振り返って最もやりがいを感じ
たのは、新しい事業や製品の立ち上げに携わっていた時期
ですが、今はむしろ、そうしたチャレンジに前向きに取り組
む若手社員を一人でも多く育てたいと思っています。即効
性のある施策はなかなかありませんが、やはり否定されな
い風土づくりは重要です。当社の人事制度では、近年はチャ
レンジ度が評価に加味されるようになり、挑戦の風土が浸
透しつつあります。この文化を根付かせるには、私たちを含
めた部門長が新しい発想を一緒に育て、意欲の高い人材を
引き上げる存在でなければなりません。彼らが責任ある役
割を担い、成功体験を積み重ねることで、社内に挑戦の連鎖
が生まれるはずです。そうした循環が、やがては湧き上がる
ような成果につながると信じています。

1997年入社。HPP技術開発研究所、先端
材料研究所長などを経て、2025年より研
究開発本部長およびR&D企画推進部長。
新テーマに関するフィジビリティースタ
ディ、各応用研究所における技術課題の解
消、知的財産を管轄する。

2003年入社。情報通信材料研究所長を経験
後、2025年より先端材料研究所長。最先端
素材の開発に取り組む。

2002年入社。入社時より電子デバイス材料
の研究所に所属。2023年に研究開発本部R
＆D企画推進部長に就任。現在は情報通信
材料研究所長として、半導体用封止材や
コーティング材料、基板材料、モビリティ用
材料などの研究開発に携わる。

イノベーション
研究開発座談会

人材と技術を育て挑戦につなげる
住友ベークライトの研究開発力
技術の厚みと展開力が強み
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森：住友ベークライトの技術的な強みとして、有機ポリ
マーの配合設計や、有機と無機の複合技術が非常に優れ
ている点が挙げられます。それにより、単一素材では実現
できない付加価値を持つ製品が生まれ、利益に結びつい
ているのだと考えています。
大西：私も同感で、当社の強みの一つは、合成や樹脂配合
といった素材設計から加工までを一貫して自社で行える
点です。また、製品設計の中核をなす樹脂や触媒などを自
社で合成・加工できる点は、他社との大きな差別化のポイ
ントだと考えています。さらに、半導体を主とした電子材
料、自動車や航空機、医療や医薬分野、食品、建築やエネル

ギーといった非常に多くの分野に、製品を展開しているこ
とも強みです。
高本：たとえばパワーモジュールに使用される放熱絶縁
シート材料は、ベースとなる素材を先端材料研究所で設計
し、応用研究所でその素材を用いて商品を開発するなど、各
研究所がそれぞれの強みを活かすことで他社が真似できな
い独自性を実現できています。また、事業領域が広いという
ことは、それだけ幅広い研究開発の知見があるということ
です。近年では、その経験値を社内に蓄積し、データを効果
的に活用するマテリアルズ・インフォマティクス（MI）の取
り組みにより、迅速かつ高品質な製品開発が可能になって
います。

大西：私が人材育成で重視しているのは、イノベーション
を生み出せる人材の創出です。過去の技術を受け継ぐこ
とも大切ですが、そこに自分なりのエッセンスを加えた
り、まったく新しい領域に挑戦したりすることで、新たな
価値が生まれます。こうした志を持つ開発者に自らテー
マを提案できる力をつけてもらいたいですね。また、プロ
の開発者として課題を見極め、自身の経験をもとにテー
マを設定し、思いを込めて取り組む、そういった自律性を
育むことも重要です。研究開発本部では新製品開発の活
性化に向けて「SBinno」というプログラムを10年ほど継
続しています。これは若手開発者が自ら提案したテーマ
を1年かけて育てるもので、各研究所からの参加者ととも
に挑戦を続けています。
森：開発者の多くは若く、革新的な開発に意欲的です。そ
のため現在は、従来のように試行錯誤を重ねる手探りの
研究から、MIやDXを活用し、分子設計段階から網羅的に
検証するスタイルが主流になりつつあります。情報通信
材料研究所でも、データサイエンティストを育成する社
内講座に積極的に参加し、スキルを持つ人材の育成に注
力しています。
高本：若手開発者と1on1の面談をすると、やはり「社会に
貢献する製品開発に携わりたい」という声が多いです。住
友ベークライトには独自のイノベーションマネジメント
システム（IMS）というしくみがあり、研究テーマを立ち
上げる際に、市場性や競争優位性、売上や利益の見通しな
どを整理しながら企画できるよう支援しています。自分
の成果が社会に影響を与えたと実感することは、やりが
いや成長の原動力になるため、やる気はあるけれども方
法がわからないという人に道筋を示すことで、一緒に頑
張っていけたらと思っています。

大西：「SBinno」で発芽したアイデアを、IMSを通して木
に育てていくイメージですね。ツールは揃っているので、
あとはそれをどのように意識向上や実際の成果につなげ
るかが、私たちマネジャーの腕の見せどころです。
森：そして、研究所間の交流も人材育成や組織の活性化に
は不可欠です。長く同じ研究所にいると視野が狭くなり
がちなので、他部署の研究を知ることで新たな発想が生
まれます。技術討論会のような交流会や人材の相互交流
によって開発者が知見を広げ、新しいアイデアが生まれ
てくることを期待しています。

大西：交流という点では、各研究所の所長は四半期に一
度、研究所長会議でさまざまな課題を議論しています。ま
た、応用研究所ごとに月1回のミーティングを設けてお
り、新規事業の創出や既存事業の拡大について話し合っ
ています。ちなみに、本日集まったこの3名は、互いのポジ
ションを引き継ぎながらキャリアを重ねてきた間柄でも
あります。
高本：研究企画、基礎研究、応用研究という各段階を経験
することで、製品開発全体の流れを把握できる意味で、非
常に有意義なことだと感じています。
大西：こうした部門ごとの連携は以前からありましたが、
藤原社長（現会長）の時代に掲げたOne Sumibeの方針に
よって近年さらに活性化しており、現場レベルで気軽に
コミュニケーションが取れる風通しの良い組織になって
います。
森：その流れは外部連携にも波及しています。今年から東
北大学と共同で「次世代半導体向け素材・プロセス共創研
究所」を設立し、大学の知見を活かしながら、顧客ニーズ
の本質を探り、技術開発を進める取り組みを始めました。
高本：自社にないものは積極的に外部を活用しようとい

う発想ですね。それは最先端の分析装置の場合もありま
すし、また、知見が不足している分野での協業の場合もあ
りますが、専門性の高いパートナー企業や大学と協力す
ることでより早くゴールに辿り着けると考えています。
大西：R＆D企画推進部としては、こうした社内外のマッ
チングを支援することが役割です。森さんの研究所で困り
ごとがあれば、社内のどの部門が対応できるかを調査しま
すし、高本さんの研究所で必要な技術があれば外部の企業
や大学を紹介することもできます。日頃の信頼関係がある
からこそ、こうした連携がスムーズに進み、新たな価値を
生み出しやすくなっているのは間違いありません。

大西：全社的には、製品・事業のポートフォリオを見直し、
経営方針としてICT、モビリティ、ヘルスケアの三領域に
注力する方向性を打ち出しています。私の役割はこうし
た分野においてイノベーションを起こし、新たな製品や
事業を創出することです。一方で5年後、10年後の新事業
創出を見据えた、新技術の探索も忘れていません。R＆D

企画推進部では、マッチング機能の強化や外部連携のほ
か、ベンチャーキャピタルへの投資も進めています。これ
は世界中の有望な新素材を自社の技術基盤に取り込み、
独自の商品開発につなげることが狙いです。
高本：先端材料研究所では、事業部や応用研究所からの
テーマに基づいた開発と、研究所発の独自研究という二本
立てで進めています。当社グループの中期目標やその先の
2030年を見据えた際には、基礎研究所発のより大きなイ
ンパクトを持つ新製品やコア技術の創出が不可欠です。稲
垣副社長は「ホームランを打てるような技術を育てたい」
と話していましたが、それを狙って実現するには有望な種
を継続的に仕込んでいく必要があります。そのために私た
ちも、基礎開発のポートフォリオを変化させ、全社の方向
性に合致したテーマに注力していきます。環境対応の点で
は、モビリティ分野で使われ、廃棄時は分解しやすい「易
解体性」のポリマーを開発中です。また、植物由来原料に
よるプラスチック開発も合弁会社と共同で進めています。
森：情報通信材料研究所では、封止材、接着剤、ウェハー保
護材、基板材料という4製品を柱に据えてきました。しか
し、素材の多様化が進む半導体業界において、日々、新しい
技術が生まれており、その流れを新たなビジネスにつなげ

ていくことが必要です。そこで現在は、新商品開発プログ
ラムや社内外の協業といったアプローチを強化していま
す。中でも注力しているのは、液状封止材です。これまでは
固形封止材が主流でしたが、液状化でより狭小なスペース
への充填が可能になる付加価値の高い製品です。環境を意
識した取り組みでは、これまでマイナス20度で保管して
いた材料を常温保存できるようにすることで、CO2排出と
エネルギー消費の削減を目指しています。ライフサイクル
アセスメント（LCA）認定制度への、研究所メンバーや工場
関係者の取得意欲も高く、研究開発を後押ししています。
大西：多くの事業を持つ当社グループでは、LCA認定者や
SDGs認定製品の拡大は必須だと考えています。研究開発
本部では、有望な研究テーマの全社プロジェクト化も進
めており、今年度は水素製造機能膜量産準備プロジェク
トチームを4月に発足させました。迅速な事業化を実現で
きるように支援するとともに、今後も環境対応力の向上
を図っていく考えです。

森：新製品や新事業の種出しは、組織の持続的成長におい
て非常に重要です。この種が不足すると、やがて製品開発
が細り、イノベーションが生まれなくなってしまいます。
種を出せる人材を育てるために、私は部下に対して、会社
や部門の方向性を明確に伝えることを心がけています。そ
れにより、部下は会社の期待と自分の仕事のつながりを理
解し、日常業務に加えて新たなチャレンジにも取り組みや
すくなると思います。理想を言えば通常業務の1～2週間
に1回程度、半日ほどアイデアを皆で自由に話し合う場を
設けられればベストです。そこで新製品の種を生む機会を
増やし、会社全体の成長につなげていきたいです。
高本：私はこの4月から先端材料研究所に異動になりまし
たが、その際に研究所員の前でまず「心理的安全性を大切

にするので、遠慮なく意見を言ってください」と伝えまし
た。これは私がリーダーとして、一見突飛に思える意見で
も否定せず耳を傾けることを大切にしたいからです。今
後はこうした土壌をしっかりつくった上で、まだ社会に
顕在化していないニーズをアカデミアや協力企業と掘り
起こしていきたいです。また、製品開発においても、仕様
が固まる前の企画・設計段階から関与することで、競争優
位なポジションができるため、その仕掛けやしくみづく
りに貢献し続けたいです。
大西：私自身のキャリアを振り返って最もやりがいを感じ
たのは、新しい事業や製品の立ち上げに携わっていた時期
ですが、今はむしろ、そうしたチャレンジに前向きに取り組
む若手社員を一人でも多く育てたいと思っています。即効
性のある施策はなかなかありませんが、やはり否定されな
い風土づくりは重要です。当社の人事制度では、近年はチャ
レンジ度が評価に加味されるようになり、挑戦の風土が浸
透しつつあります。この文化を根付かせるには、私たちを含
めた部門長が新しい発想を一緒に育て、意欲の高い人材を
引き上げる存在でなければなりません。彼らが責任ある役
割を担い、成功体験を積み重ねることで、社内に挑戦の連鎖
が生まれるはずです。そうした循環が、やがては湧き上がる
ような成果につながると信じています。

多様なプログラムで
自律的な人材の育成を後押し

部門や組織を超えたOne Sumibeの
協業体制により、新たな価値を創出

研究開発分野の注力領域と
イノベーション創出への取り組みとは

イノベーション
研究開発座談会
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森：住友ベークライトの技術的な強みとして、有機ポリ
マーの配合設計や、有機と無機の複合技術が非常に優れ
ている点が挙げられます。それにより、単一素材では実現
できない付加価値を持つ製品が生まれ、利益に結びつい
ているのだと考えています。
大西：私も同感で、当社の強みの一つは、合成や樹脂配合
といった素材設計から加工までを一貫して自社で行える
点です。また、製品設計の中核をなす樹脂や触媒などを自
社で合成・加工できる点は、他社との大きな差別化のポイ
ントだと考えています。さらに、半導体を主とした電子材
料、自動車や航空機、医療や医薬分野、食品、建築やエネル

ギーといった非常に多くの分野に、製品を展開しているこ
とも強みです。
高本：たとえばパワーモジュールに使用される放熱絶縁
シート材料は、ベースとなる素材を先端材料研究所で設計
し、応用研究所でその素材を用いて商品を開発するなど、各
研究所がそれぞれの強みを活かすことで他社が真似できな
い独自性を実現できています。また、事業領域が広いという
ことは、それだけ幅広い研究開発の知見があるということ
です。近年では、その経験値を社内に蓄積し、データを効果
的に活用するマテリアルズ・インフォマティクス（MI）の取
り組みにより、迅速かつ高品質な製品開発が可能になって
います。

大西：私が人材育成で重視しているのは、イノベーション
を生み出せる人材の創出です。過去の技術を受け継ぐこ
とも大切ですが、そこに自分なりのエッセンスを加えた
り、まったく新しい領域に挑戦したりすることで、新たな
価値が生まれます。こうした志を持つ開発者に自らテー
マを提案できる力をつけてもらいたいですね。また、プロ
の開発者として課題を見極め、自身の経験をもとにテー
マを設定し、思いを込めて取り組む、そういった自律性を
育むことも重要です。研究開発本部では新製品開発の活
性化に向けて「SBinno」というプログラムを10年ほど継
続しています。これは若手開発者が自ら提案したテーマ
を1年かけて育てるもので、各研究所からの参加者ととも
に挑戦を続けています。
森：開発者の多くは若く、革新的な開発に意欲的です。そ
のため現在は、従来のように試行錯誤を重ねる手探りの
研究から、MIやDXを活用し、分子設計段階から網羅的に
検証するスタイルが主流になりつつあります。情報通信
材料研究所でも、データサイエンティストを育成する社
内講座に積極的に参加し、スキルを持つ人材の育成に注
力しています。
高本：若手開発者と1on1の面談をすると、やはり「社会に
貢献する製品開発に携わりたい」という声が多いです。住
友ベークライトには独自のイノベーションマネジメント
システム（IMS）というしくみがあり、研究テーマを立ち
上げる際に、市場性や競争優位性、売上や利益の見通しな
どを整理しながら企画できるよう支援しています。自分
の成果が社会に影響を与えたと実感することは、やりが
いや成長の原動力になるため、やる気はあるけれども方
法がわからないという人に道筋を示すことで、一緒に頑
張っていけたらと思っています。

大西：「SBinno」で発芽したアイデアを、IMSを通して木
に育てていくイメージですね。ツールは揃っているので、
あとはそれをどのように意識向上や実際の成果につなげ
るかが、私たちマネジャーの腕の見せどころです。
森：そして、研究所間の交流も人材育成や組織の活性化に
は不可欠です。長く同じ研究所にいると視野が狭くなり
がちなので、他部署の研究を知ることで新たな発想が生
まれます。技術討論会のような交流会や人材の相互交流
によって開発者が知見を広げ、新しいアイデアが生まれ
てくることを期待しています。

大西：交流という点では、各研究所の所長は四半期に一
度、研究所長会議でさまざまな課題を議論しています。ま
た、応用研究所ごとに月1回のミーティングを設けてお
り、新規事業の創出や既存事業の拡大について話し合っ
ています。ちなみに、本日集まったこの3名は、互いのポジ
ションを引き継ぎながらキャリアを重ねてきた間柄でも
あります。
高本：研究企画、基礎研究、応用研究という各段階を経験
することで、製品開発全体の流れを把握できる意味で、非
常に有意義なことだと感じています。
大西：こうした部門ごとの連携は以前からありましたが、
藤原社長（現会長）の時代に掲げたOne Sumibeの方針に
よって近年さらに活性化しており、現場レベルで気軽に
コミュニケーションが取れる風通しの良い組織になって
います。
森：その流れは外部連携にも波及しています。今年から東
北大学と共同で「次世代半導体向け素材・プロセス共創研
究所」を設立し、大学の知見を活かしながら、顧客ニーズ
の本質を探り、技術開発を進める取り組みを始めました。
高本：自社にないものは積極的に外部を活用しようとい

う発想ですね。それは最先端の分析装置の場合もありま
すし、また、知見が不足している分野での協業の場合もあ
りますが、専門性の高いパートナー企業や大学と協力す
ることでより早くゴールに辿り着けると考えています。
大西：R＆D企画推進部としては、こうした社内外のマッ
チングを支援することが役割です。森さんの研究所で困り
ごとがあれば、社内のどの部門が対応できるかを調査しま
すし、高本さんの研究所で必要な技術があれば外部の企業
や大学を紹介することもできます。日頃の信頼関係がある
からこそ、こうした連携がスムーズに進み、新たな価値を
生み出しやすくなっているのは間違いありません。

大西：全社的には、製品・事業のポートフォリオを見直し、
経営方針としてICT、モビリティ、ヘルスケアの三領域に
注力する方向性を打ち出しています。私の役割はこうし
た分野においてイノベーションを起こし、新たな製品や
事業を創出することです。一方で5年後、10年後の新事業
創出を見据えた、新技術の探索も忘れていません。R＆D

企画推進部では、マッチング機能の強化や外部連携のほ
か、ベンチャーキャピタルへの投資も進めています。これ
は世界中の有望な新素材を自社の技術基盤に取り込み、
独自の商品開発につなげることが狙いです。
高本：先端材料研究所では、事業部や応用研究所からの
テーマに基づいた開発と、研究所発の独自研究という二本
立てで進めています。当社グループの中期目標やその先の
2030年を見据えた際には、基礎研究所発のより大きなイ
ンパクトを持つ新製品やコア技術の創出が不可欠です。稲
垣副社長は「ホームランを打てるような技術を育てたい」
と話していましたが、それを狙って実現するには有望な種
を継続的に仕込んでいく必要があります。そのために私た
ちも、基礎開発のポートフォリオを変化させ、全社の方向
性に合致したテーマに注力していきます。環境対応の点で
は、モビリティ分野で使われ、廃棄時は分解しやすい「易
解体性」のポリマーを開発中です。また、植物由来原料に
よるプラスチック開発も合弁会社と共同で進めています。
森：情報通信材料研究所では、封止材、接着剤、ウェハー保
護材、基板材料という4製品を柱に据えてきました。しか
し、素材の多様化が進む半導体業界において、日々、新しい
技術が生まれており、その流れを新たなビジネスにつなげ

ていくことが必要です。そこで現在は、新商品開発プログ
ラムや社内外の協業といったアプローチを強化していま
す。中でも注力しているのは、液状封止材です。これまでは
固形封止材が主流でしたが、液状化でより狭小なスペース
への充填が可能になる付加価値の高い製品です。環境を意
識した取り組みでは、これまでマイナス20度で保管して
いた材料を常温保存できるようにすることで、CO2排出と
エネルギー消費の削減を目指しています。ライフサイクル
アセスメント（LCA）認定制度への、研究所メンバーや工場
関係者の取得意欲も高く、研究開発を後押ししています。
大西：多くの事業を持つ当社グループでは、LCA認定者や
SDGs認定製品の拡大は必須だと考えています。研究開発
本部では、有望な研究テーマの全社プロジェクト化も進
めており、今年度は水素製造機能膜量産準備プロジェク
トチームを4月に発足させました。迅速な事業化を実現で
きるように支援するとともに、今後も環境対応力の向上
を図っていく考えです。

森：新製品や新事業の種出しは、組織の持続的成長におい
て非常に重要です。この種が不足すると、やがて製品開発
が細り、イノベーションが生まれなくなってしまいます。
種を出せる人材を育てるために、私は部下に対して、会社
や部門の方向性を明確に伝えることを心がけています。そ
れにより、部下は会社の期待と自分の仕事のつながりを理
解し、日常業務に加えて新たなチャレンジにも取り組みや
すくなると思います。理想を言えば通常業務の1～2週間
に1回程度、半日ほどアイデアを皆で自由に話し合う場を
設けられればベストです。そこで新製品の種を生む機会を
増やし、会社全体の成長につなげていきたいです。
高本：私はこの4月から先端材料研究所に異動になりまし
たが、その際に研究所員の前でまず「心理的安全性を大切

にするので、遠慮なく意見を言ってください」と伝えまし
た。これは私がリーダーとして、一見突飛に思える意見で
も否定せず耳を傾けることを大切にしたいからです。今
後はこうした土壌をしっかりつくった上で、まだ社会に
顕在化していないニーズをアカデミアや協力企業と掘り
起こしていきたいです。また、製品開発においても、仕様
が固まる前の企画・設計段階から関与することで、競争優
位なポジションができるため、その仕掛けやしくみづく
りに貢献し続けたいです。
大西：私自身のキャリアを振り返って最もやりがいを感じ
たのは、新しい事業や製品の立ち上げに携わっていた時期
ですが、今はむしろ、そうしたチャレンジに前向きに取り組
む若手社員を一人でも多く育てたいと思っています。即効
性のある施策はなかなかありませんが、やはり否定されな
い風土づくりは重要です。当社の人事制度では、近年はチャ
レンジ度が評価に加味されるようになり、挑戦の風土が浸
透しつつあります。この文化を根付かせるには、私たちを含
めた部門長が新しい発想を一緒に育て、意欲の高い人材を
引き上げる存在でなければなりません。彼らが責任ある役
割を担い、成功体験を積み重ねることで、社内に挑戦の連鎖
が生まれるはずです。そうした循環が、やがては湧き上がる
ような成果につながると信じています。

挑戦の連鎖を生む組織風土づくりのため
リーダーができること

イノベーション
研究開発座談会
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人的資本（人材の活躍）経営
人事担当役員メッセージ

　当社グループはありたい姿の一つに「社員が生き生きと 
活躍できる会社」を定めています。その実現のために、経営
の重要課題「人的資本（人材の活躍）経営」の中でも重要な
テーマとして、①多様性の推進②自律性の強化③組織力の向
上の3点を設定しています。外部環境の変化に柔軟に、かつ
迅速に対応していくこと、当社グループの強みの一つであ
る人材、そして組織力を持続的に成長させていくことを念
頭に取り組んでいます。2024年度はKPIに定めた項目をす
べてクリアしており、「2030年ありたい姿」に向けて着実に
進化していると感じています。
　また、当社グループは2024年3月に「住友ベークライトグ
ループ健康宣言」を掲げました。従来からの定期健康診断に
加えて、運動習慣、生活習慣改善意欲を支援する取り組みな
どを行い、2024年度から「健康経営優良法人（大規模法人部
門）」に認定されています。
　2025年度はDE＆Iをさらに推進していくために、新たに

グローバルDE&I会議を行います。当社グループは世界各地
に約50か所の拠点を有しており、各地域で労働に関する法
律も異なれば、DE&Iに関する課題も異なります。これまで
は拠点ごとに最適解を考えてもらい対応を図っていました
が、それぞれの課題を共有し、助言し合える風土をグループ
全体でつくっていきたいと考えています。
　さらに、当社では組織力の向上に資するサクセッション
プランの作成を開始しました。会社の持続的な成長のため
には各部門の運営を任せることができる後継者の育成が欠
かせません。当社グループはさまざまな製品や事業分野が
グローバルに展開しているため、起こり得る問題も多種多
様です。これに適切な解を導き出すには専門的な知識だけ
でなく、さまざまな経験、ネットワークなどが必要となりま
す。このためローテーションや職務経験なども考慮した人
材の再配置や教育プログラムの実施を進めていきます。

多様性の推進

　当社では女性活躍推進とキャリア採用比率の向上に
フォーカスして取り組んでいます。多様な人材が活躍する
企業にするには、従業員一人ひとりの意識や職場の雰囲気
を変えていく必要があります。このためにDE&I推進室では
制度の周知や従業員への啓発を行い、人材開発部ではキャ
リア採用者が社内ネットワークを活かして活躍できるよう
キャリア採用者の交流会を開催しています。

自律性の強化

　従業員がお互いに刺激し合い自律性を高めるため360°
評価を実施しています。2024年度は国内の当社グループか
ら部門責任者である主管者を対象に52人に実施しました
が、今後は受講層を拡大させて、あらゆる階層で実施したい
と考えています。
　また、皆の挑戦を促すために人事評価制度では、行動評
価や業績評価の双方でチャレンジを評価するようにし、
挑戦者を讃える風土の醸成を進めています。

組織力の強化

　共通の目標を部下にも共有し、一体感をもって業務に取
り組む組織の構築と、グループ内の連携を促すマネジメン
トができるマネジャーの育成を進めています。2024年度は
国内の当社グループ主管者58名が教育を受講しました。
　また、エンゲージメントサーベイにも取り組み、組織力
強化を図っています。社員の声から尼崎工場、静岡工場
では新たに厚生棟を建設しました。各部署でアクション
プランに取り組み、個人の活躍や組織の活性化につなげ
ていきます。

執行役員
人事本部長

池山寧久
皆が生き生きと活躍できる組織へ、多様性の推進、
自律性・組織力の強化につながる施策を続々と展開
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　当社は多様な人材が活躍できる組織を目指し、各種教
育による啓発を行っています。2024年度は、全社員を対
象にDE&I推進教育をe-ラーニングで実施し、推進の目
的・背景・期待される効果などを周知しました。また、部
長職にはアンコンシャス・バイアス教育を実施し、自分の
言動を意識して見直すことで、多様な人材を最大限活か
す環境をつくるための教育を行っています。特に女性を
部下に持つ社員には、育児がキャリアロスにつながりや
すい傾向を踏まえた女性従業員の育成に関する教育を実
施しています。
　　また、介護離職を防止すべく、希望者を対象に仕事と
介護の両立教育を年3回開催しました。さらに、不妊治療
を支援する取り組みも継続しています。2024年度は
LGBTQの方への理解促進を目的として全社員を対象に
e-ラーニングを実施するとともに、同性パートナーを家
族として認め、法定外の福利厚生制度を可能な限り同等
に利用できるよう、新たに規程を制定しました。

2024年度のDE&Iに関する取り組み

　当社グループは、2022年9月にダイバーシティ・エクイ
ティ＆インクルージョン（DE&I）の推進に取り組むこと
を宣言しました。そのDE&I方針に基づき、多様な人材が
個性や能力を発揮し、一人ひとりの状況に応じた公正な
機会が提供され、相互の理解と尊重のもとで生き生きと
活躍できる会社の実現に向けてさまざまな取り組みを
行っています。
　女性の活躍推進を第一歩として、介護や障がいなどで
就業に制約がある従業員や、文化的背景が異なる外国人、
LGBTQの方など、多様な人材が活躍できる会社にしてい
きます。
　DE＆I推進により、多様な視点を持つ人材が、異なる意
見を持ち寄り、柔軟な発想を活かすことで、イノベーショ
ンを創出します。

基本的な考え方・DE&I方針

＜社内外で活躍する女性の経験・視点にふれる機会の設定＞
　働く上での不安の低減とキャリア形成への意識醸成を
目的に、女性社員を対象として「ウーマン・オブ・ザ・イ
ヤー 理系の新ロールモデル賞」の受賞者を講演者として
招いて講演会を開催しました。どのように考え、どのよ
うにキャリアを形成されてきたかについて講演いただ
き、参加者にとって大きな刺激となりました。
　また、女性役員参加のもと、意見交換会を実施しまし
た。仕事と家庭の両立、仕事をする上での悩み、長期的な
視点でのキャリアプランなどが議論されました。

女性の活躍推進

　当社は、女性社員が自身のキャリアに自信を持ち、前向
きに挑戦できる環境づくりを進めています。2024年度は
女性管理職比率目標4％を達成しました。2025年度は
5％、2030年度は10％を目標として取り組みを進めてい
きます。
＜女性活躍推進座談会の開催＞
2023年度に発足した女性活躍ワーキンググループの活

動の一つとして、女性の活躍を推進するための課題を共
有し、相互理解を深める目的で、女性社員と男性社員が一
緒に参加する女性活躍推進座談会を開催しました。国内
グループ会社も対象として合計293名（女性144名＋男性
149名）が参加し、参加者の声を次の施策に反映しました。

管理社員における女性比率の推移

当社女性役員も参加した意見交換会

※執行役員を除く管理社員を対象としています。　※住友ベークライト単体の数字です。
※管理社員の資格を有した出向者を含みます。　　※各年度3月末時点のデータになります。

　参加者の声を反映した施策
　・社内外で活躍する女性の経験・視点にふれる機会の設定
　・各所の「業務改革」事例の見える化
　・時間外のメール発信の指針の策定
　・新たな福利厚生サービスの導入

詳しくは
こちら

2.0

3.0

5.0

4.0

（％）

（年度）2023 2024202220212020

4.254.25
3.86 3.74

3.12
3.45

DE&I方針

1.「ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョン
（DE&I）の推進」を住友ベークライトグループの経営
における課題の一つとして取り組む。

2.女性の活躍推進を第一歩として、多様な人材の活躍
に視点を置いた取り組みを推進していく。

3.多様な人材の活躍を図るために、ワーク・ライフ・
バランスや、ライフイベントとの両立支援を中心とし
た多様な働き方の実現を目指す。

人的資本（人材の活躍）経営
多様性の推進/自立性の強化/組織力の強化
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　当社は、男性の育児参加は家庭での役割を見直すだけ
でなく、自身の業務や働き方を見直す機会になると考え
ています。
　男女問わず「働くこと」と「育てること」が両立できる職
場環境の実現を目指し、男性の育児休業取得率を指標と
して、柔軟に休暇を取得できる職場環境づくりに取り組
んでいます。制度としては、出生時育児休業の初めの5日
間を有給（100％支給）とし、慶弔休暇と合わせて10日間
の有給休暇を取得できるようにしています。また制度を
利用しやすい風土を醸成するため、男性育児休業取得者
から体験談を集めてポータルサイトで周知したり、仕事
と育児の両立教育（男性育休編）を実施したりするなど、
意識改革を促す啓発活動にも力を入れています。
　2024年度は男性育休制度取得率目標70％を達成しま
した。2030年度は90％を目標として取り組みを進めてい
きます。

男性の育児休業取得率を増やす取り組み

　2025年1月16日に、待望の第一子が誕生し、3月
末まで育児休業を取得しました。期間については
夫婦で相談を重ねた上で、年明けから在宅勤務や有
給休暇を活用し、育児休業は暫定的に3月末までと
する計画を立てました。このような計画と、状況次
第では延長も検討したい旨を上司に伝えたところ、
「おめでとう！」と祝福され、快く了承してもらいま
した。また、子どもが生まれた際にも多くの方から
祝福の言葉をいただきました。そのような周囲の
温かい対応に感謝しながら、育児休業に入ることが
できました。
　育児休業中は、パートナーと幸せな気持ちを共有
しつつ、大変なことも協力し合い、周囲の方々の助
けを借りながら乗り越えていきました。日々、子ど
もがすくすくと成長していく姿を見守る中で、喜び
と感動を味わう日々を過ごしました。その結果、「育
休を取ってもらって本当に良かった」とパートナー
から言葉をもらえるほど、家族の絆をより深めるこ
とができました。
　育児休業から復帰した後も、フレックス制度を活
用しながら家庭の時間を大切にしつつ、仕事にも一
層集中して取り組めるようになったと感じています。

従業員のスキルアップを目指す
人材育成の取り組み

　従業員一人ひとりの成長こそが、事業の持続的成長の
源泉になるという考えから、人材育成を経営上重要な取
り組みであると捉えています。当社グループの経営理念
とパーパスを理解し、求める人物像を明確にし自ら考え
行動する従業員を育成するための教育に積極的に取り組
んでいます。
　2007年度からスタートしている社内教育機関「SBス
クール」（Sumitomo Bakelite School）では、人材育成
にかかわる教育研修やしくみを体系化し、当社グループ
の持続的成長に必要な多くのことを学び、体験する場を
提供しています。
　また、若手社員が海外での業務経験を積むために海外
トレーニー制度を設けて、グローバルに活躍する社員の
育成を進めています。

育児休暇の取得で家族の絆が深まり、
自分自身の成長も実感できた

男性の育児休業取得率の推移

※住友ベークライト単体の数字です。
※他社への出向者を含みます。

情報通信材料研究所 井上さん

SBスクールと人材育成

人的資本（人材の活躍）経営
多様性の推進/自立性の強化/組織力の強化
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～キャリア採用者交流会～

　当社ではキャリア採用者が横のつながりを構築し、活
躍のフィールドを拡大することを目的に交流会を実施し
ています。2024年は9月に1泊2日で開催し、23名が参加
しました。新卒採用者は毎年同時期に一斉に入社し、同期
のネットワークも強いものがありますが、本イベントは
随時入社するキャリア採用者にも、同様に社内のネット
ワークを強くする機会を提供するものです。
　プログラムの1日目は自身や所属部署の紹介を皮切り
に、「入社から現在まで」をテーマにしたグループワーク
を行います。参加者同士がこれまでの経験、モチベーショ
ンの変化や現在抱えている課題について率直に語り合
い、相互アドバイスを通じて学びを得ます。その後の懇親
会では、普段は接点が少ない社員とも交流を深め、横のつ
ながりをつくります。
2日目は工場見学を通じて、当社のモノづくりの現場に

触れ、技術や製品に対する理解を深めます。その後、住友グ
ループ関連施設を訪問し、その歴史や理念に触れて、住友
グループの一員であることを実感する機会としています。
　今後もこのような取り組みを通じて、多様なバックグ
ラウンドを持つ人材が成長し、活躍できる職場づくりを
推進していきます。

キャリア採用の強化について

　多様性の尊重を重要な経営課題の一つと位置付け、そ
の具体的な取り組みとして推進しているのがキャリア採
用です。キャリア採用比率をKPIとして設定し、積極的に
取り組んでいます。
　他社での経験や専門性を有する人材が新たな視点やア
イデアを持ち込み、職場に刺激を与えることを通じて、組
織全体の活性化やイノベーションの創出につながると考
え、多様な経歴を持つ人材が活躍できる組織づくりを進
めています。
キャリア採用比率は2024年度は43％となりました。

2030年50％という目標を掲げ、引き続き多様な人材の採用
および活躍推進に向けた取り組みを強化してまいります。 キャリア採用者交流会　参加者の声

※住友ベークライト単体の数字です。
※キャリア採用比率は母数を当該年度の総合職の採用総数としています。
※他社からの出向者、国内関係会社からの移籍社員は除きます。

キャリア採用者比率の推移
交流会では多くの方と横の
つながりを築くことができ
たため、業務でも大変役立っ
ています。
また、多様な分野のスキル・
経験を持った方が活躍され
ている様子を伺い、当社の事
業領域の広さを改めて実感
しました。

新しい環境で新しいメン
バーと一緒に働くことは新
人並みの不安が生じます。
入社2か月で不安が尽きない
中、参加者の皆さんと悩みを
共有できたり、解決方法を教
えてもらえたりして、大変有
意義な時間になりました。

キャリア採用者交流会の様子

キャリア採用者交流会（工場見学）の様子

経理企画本部 経理部長
久美田 さん

情報通信材料営業本部
情報通信材料営業部 
劉 さん

人的資本（人材の活躍）経営
多様性の推進/自立性の強化/組織力の強化
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　データドリブン経営の実現には、柔軟かつ強固なシステ
ム基盤の構築が不可欠です。全社的な業務プロセスの標
準化と最適化を進めるとともに、グローバルを含めた全
拠点の情報をタイムリーに統合・可視化する基盤を整備
し、常に最新のデータに基づいた、迅速かつ高精度な意
思決定を可能にします。併せて、BIツールを活用できる人
材の育成にも注力し、従業員のデータリテラシーを高める
ことで、分析に基づく戦略立案と実行を支える体制を構築
しています。実際に2024年度には基幹システムの構想策
定を計画どおり完了し、2025年度は要件定義から新シス
テム構築へと移行します。また、定型業務の自動化にとど
まらず、生成AIを活用することで、生産性の向上と柔軟な
働き方の実現を目指します。これらの取り組みにより、戦
略的な事業展開を加速し、持続的な競争優位性を確立し
ていきます。

　当社グループは2025年度に「DX認定事業者」を取得
し、DX推進の機運が高まっています。そして、経営の重要
課題であるDXと4つのテーマの整備には「デジタル推進
人材」の育成が鍵と考え、KPIとして2030年度に「人生産
性2.0倍（2023年比）」「データサイエンティスト認定者
数150人、スキル保有者数450人」を掲げています。2024
年度はその第一歩として、「人生産性1.1倍と認定者数50
人、スキル保有者150人」を目標としました。ロボティクス
の導入により人生産性は目標を達成しましたが、AI外観
検査など新技術を活用し各拠点での取り組みや課題を全
社で共有することで、さらなる生産性向上を目指します。
一方、データサイエンティスト育成では認定者数の目標は
達成したものの、スキル保有者数は教育受講者の業務環
境の変化により達成率97％にとどまりました。そこで、
2025年度からは認定者によるメンター制度を導入し、教
育支援体制の強化を図ります。※Research Transformation(RX）とは、研究開発活動の

効率性と効果を向上させる取り組みで、デジタル技術や
データ分析を活用し、研究プロセス全体を革新するものです。

先進的インフォ
マティクス技術
による研究・開発

（RX）

モノづくりの
スマート

ファクトリー化

デジタルリテラシー向上・デジタル推進人材育成

データドリブン経営

データ・デジタル
技術を活用した
業務改革

IT 推進本部長

林 史郎

　当社グループは、デジタル革新（DX）を成長のエンジン
と捉え、4つのテーマに取り組むことで「2030年ありたい
姿」に向けて持続的な成長を目指しています。「データドリ
ブン経営を支えるシステム基盤の強化」では、多様なデー
タを統合・分析できるシステム基盤を整備し、経営の見え
る化や意思決定の迅速化を図ります。「先進的インフォマ
ティクス技術による研究・開発力アップ」では、Research 
Transformation（RX）※を推進し、研究・開発プロセスを
革新。新製品の創出と開発期間の短縮を実現します。「ス
マートファクトリー化による人生産性向上」では、IoT、AI
を活用した生産ラインの自動化・最適化を推進することで
柔軟な生産体制を構築します。そして「デジタル技術を活
用した業務変革」では、デジタル技術を基盤に業務効率
化、生産性向上を促し、従業員の創造性を最大限に引き出
す働き方改革につなげます。

DXの全体像について

コーポレート
エンジニアリング
センター長

岡 英樹

DX
担当部門メッセージ

データドリブン経営の基盤を築き、
未来を見据えた戦略的事業展開を
加速する

高まるDX推進の機運
デジタルリテラシーを備えた
人材育成に注力
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　スマートファクトリー化により、人に頼らないモノづく
りのさらなる進化を目指し、国内5事業所と海外5拠点への
生産技術デジタル化を進め、生産開始時の条件設定の自動
化、オートパイロット制御、ロボティクスなど、デジタル技
術を積極的に活用することで、効率化と高度化を実現して
いきます。
　製造業では、少子化による人手不足や熟練作業者の退職
による技能の損失が深刻化しており、デジタル技術の活用
が喫緊の課題となっています。生産ラインでの横持ち移動
など付加価値を生まない作業のロボティクス技術の利活用
をさらに拡大させ、また生産主要設備のデジタルデータを
フル活用したオートパイロット制御のさらなる適用範囲拡
大、進化を実行していきます。
今後は、国内事業所のさらなる進化、およびM&Aなどに

より子会社化した欧米生産拠点にも順次展開していきます。
このため、各国の異なる文化や価値観に対しても十分に考慮
し、世界規模でのモノづくり体制の構築を進めます。

人に頼らないモノづくりの進化

　DX推進を支えるのは、それを担う人材です。当社では、
全社員のDXリテラシー向上を目的に、スキルアセスメン
トを実施し、個々のレベルに合わせた研修プログラムを提
供しています。
　デジタル技術活用に関する実践的な研修に加え、対面で
の交流会を開催し、成功事例の共有や活発な意見交換を実
施。全社員に向けた活用事例の配信も行い、組織全体のDX
リテラシー向上を図っています。さらに、デジタル技術活
用の自走化を支援するため、個別相談やコミュニティ活動
支援など、多様なサポートを提供しています。
　これらの取り組みを通じて、DX推進を担う人材育成を
強化し、競争優位の源泉となるDX推進体制を構築します。

　当社では、人とデータが協奏しながら社会課題を解決す
る素材創造力の向上を目指し、研究・開発の DX―
「Research Transformation（RX）」を推進しています。こ
の取り組みは、当社のビジョンである「お客さまとの価値
創造を通じて、『未来に夢を提供する会社』」を実現するた
めの重要な柱です。
　RXの一環として、研究者の勘や経験に強く依存するこ
となく、複数の要求特性を満たす高機能材料を設計・提案
できる技術を開発しました。具体的には、オープンデータ
ベースを活用した分子生成AIによる新規分子構造探索技
術で、人では思いつかなかった革新的な材料を創出するこ
とを可能にしています。また、この技術に逆合成解析を組
み合わせることで、合成可能性が高い分子を提案し、新商
品や新ソリューションの創出に向けた現実的かつ実用的な
高機能材料の設計が実現しました。実際に当技術を駆使し
て発見した新規材料の検証も複数件進んでいます。

DX人材育成

Research Transformation（RX） の
推進による研究・開発力アップ

オートパイロット制御を導入

データの活用方法をディスカッション

受賞した先端材料研究所
樫野さん

　これらの技術を活用することで、研究・開発部門とRX推
進部門が連携し、環境価値や社会価値を備えた新製品を効
率的に開発しています。さらに、全社で利用される材料開
発支援のためのウェブアプリケーションを拡充するととも
に、データサイエンティストの育成を進め、研究現場での
インフォマティクス技術の活用を加速させています。

　特筆すべき成果として、環境
負荷低減が期待される次世代
パワー半導体用封止材の開発
において、研究者の知見とイン
フォマティクス技術を組み合
わせることで、バイオ原料を使
用しつつ、従来トレードオフ関
係にあった熱伝導性と流動性
の両立に成功しました。この
取り組みである「バイオベース
原料を用いた高熱伝導・絶縁性複合材料の開発」は、第73回
ネットワークポリマー講演討論会（主催：合成樹脂工業協
会）で発表され、ベストプレゼンテーション賞を受賞する
という高い評価を得ています。
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DXの取り組み
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1971年 4月
2000年 4月 

2000年10月
2009年 6月 

2011年 6月

2015年 6月
2016年 6月

株式会社富士銀行 （現株式会社みずほ銀行）入行
富士証券株式会社（現みずほ証券株式会社）
専務執行役員
みずほ証券株式会社常務執行役員
日本精工株式会社
取締役代表執行役専務
日本精工株式会社特別顧問
NSKワーナー株式会社常勤監査役
大同メタル工業株式会社監査役（現任）
当社監査役
当社取締役（現任）

1978年10月
1980年 7月
1982年10月
1988年 6月
2008年 4月
2016年 6月
2019年 6月
2021年 6月

1979年 4月
2006年 6月
2013年 6月
2014年 6月
2015年 6月
2016年 6月
2017年 4月
2024年 6月

等松・青木監査法人（現有限責任監査法人トーマツ）入所
公認会計士附柴会計事務所入所
公認会計士登録
公認会計士永島会計事務所開設 代表（現任）
監査法人ベリタス代表社員
ブルドックソース株式会社 取締役（監査等委員）（現任）
当社監査役
当社取締役（現任）

株式会社デンソー入社
株式会社デンソー常務役員
株式会社デンソー専務取締役
株式会社デンソー取締役・専務役員
株式会社デンソー専務役員
株式会社デンソー取締役・専務役員
株式会社デンソー代表取締役副社長
当社取締役（現任）

松田  和雄 永島  惠津子 若林  宏之
社外取締役社外取締役社外取締役

新社長とともに挑む変革の航路、
社外取締役が語る期待と提言

住友ベークライトに新たな社長が就任した2025年度。中期経営計画の進捗や経営の
重要課題への対応、そして取締役会の実効性向上に向けた取り組みについて、3名の
社外取締役が見解を語ります。社外の視点から得られる、企業価値向上へのヒントとは。

コーポレート・ガバナンス
社外取締役インタビュー

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋事業を継続する基盤
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コーポレート・ガバナンス
社外取締役インタビュー

今年6月に鍜治屋新社長が就任されました。新たな経営体
制に対する期待や要望について、お聞かせください。

今中期経営計画では、製品構成の最適化と既存事業の収益
力強化実現のために、資本効率を重視した各事業への
キャッシュアロケーションの設定と、それを踏まえた製品
ポートフォリオ改革をさらに推し進める必要があります。
これは創業以来70年にわたって受け継ぐ経営理念を次代
につなげていくものだと感じています。新社長を中心とし
た経営陣の皆さんには、まずこのテーマに迅速かつひたむ
きに取り組んでいただきたいと思っています。外部環境の
変化は起こり得るものですが、その変化に柔軟に対応し、
果敢に挑戦していくことも経営の課題です。私たち社外取
締役も各々が持つ知見を集め、環境変化に対する適切なア
ドバイスを通して、住友ベークライトの進むべき道筋を照
らす存在でありたいと思っています。

2024年度の取締役会の運営や議論などを通じて、実効性
の変化で感じられたことをお聞かせください。

2015年にコーポレートガバナンス・コードが策定されて

から10年が経過し、この間に住友ベークライトの取締役
会は大きく変化しました。特にこの間に設置された社外役
員会が、今では執行部隊と社内取締役・監査役との重要な
コミュニケーションの場になっています。監査役と社外取
締役の間での情報の鮮度や量の差をどのように埋めるか
は悩ましい問題ですが、住友ベークライトでは社外役員会
がこの課題を解決してくれていると感じています。ここ最
近では社内役員で構成される経営会議における議論内容
も、社外役員会で説明されて、いわゆる“経営の見える化”
が進んでいることも評価できます。今後も執行部隊とのコ
ミュニケーションを通じ、ともに中期経営計画の実現に向
け、歩みを進められればと思います。

今中期経営計画では、「戦略①：製品構成を最適化し、既存事
業の収益力を強化」と定め、新たにキャッシュアロケーショ
ンを設定した上で施策を進めています。これらの取り組み
の評価と今後の課題について助言をお願いいたします。

2025年度より始動した中期経営計画では、財務・非財務の
両面で明確な目標が設定され、達成度が取締役の賞与評価
にも連動しています。また、ステークホルダーを意識した
キャッシュアロケーションも計画の方針に沿って実行さ
れ、初年度には大型の自己株式取得も実施済みです。この中
期経営計画における重要な戦略の一つが、「製品構成を最適
化し、既存事業の収益力を強化」であり、資本効率を重視し
た製品ポートフォリオ改革が進められています。住友ベー
クライトではこの資本効率を測る独自指標のSB-ROICを、
2025年度より事業部単位の管理指標として新たに設定し
ました。これは着実な製品ポートフォリオ改革に向けた一
歩であり、全社的な指標を事業部単位へと落とし込む過程
で、いかに各事業部がこの指標を「自分ごと」として捉える
かが、今後ますます重要になります。私は社外取締役の立
場から、SB-ROICが各事業部で自律的に機能するプロセ
スをしっかりモニターしていきたいと考えています。

今年6月に鍜治屋新社長が就任されました。新たな経営体
制に対する期待や要望について、お聞かせください。

鍜治屋社長は、社内での人望が厚い方だと伺っておりま
す。就任早々、円高やアメリカの関税問題等が山積する難
しい環境ではありますが、外部環境の変化は会社の事業
効率を見直す好機だと思いますので、その手腕に期待し
ています。また、新社長を中心とした経営陣は中期経営計
画の目標達成に向けて、12の経営の重要課題（マテリアリ
ティ）に取り組んでいくことになります。しっかり議論し
て定めた目標や指針があるので、ぶれずに決断し実行し
ていただければと思います。私たちも「2030年ありたい
姿」を目指して、住友ベークライトを「未来に夢を提供す
る会社」へと育てるお手伝いをしていきたいと思ってい
ます。

2024年度の取締役会の運営や議論などを通じて、実効性
の変化で感じられたことをお聞かせください。

取締役会の実効性評価では、評価方法の検討、結果の分析・

評価、各会議体での議論・意見交換を通じて課題を抽出
し、改善に向けたアクションを実行するというPDCAサ
イクルが適切に回っていると思います。取締役会の実効
性を向上させるには、まずは本音の議論が必要だと思い
ますが、新任の役員を含め取締役全員が疑問点を質問し、
各人の意見を積極的に述べています。その中で、中長期の
企業価値向上に資するテーマも多く取り上げられるよう
になりました。実効性評価の中で実際に課題として挙がっ
た、「社外役員に対する社内の議論に関する情報提供の充
実」や「配布資料の内容」などは着実に改善されてきまし
た。今後も取締役会実効性のさらなる向上を目指して、第
三者機関活用の是非や新たな課題の解決について、深度の
ある議論を続けていく考えです。

女性活躍推進を含む、多様性の確保に向けた取り組みへの
評価をお聞かせください。また、経営の重要課題である「人
的資本（人材の活躍）経営」のさらなる充実に向けて、どのよ
うな課題があるとお考えでしょうか。

住友ベークライト初の女性役員である沖執行役員や大久
保執行役員の就任は、会社のさらなる発展のために非常
に意義のあることだと思います。女性活躍をはじめとす
るダイバーシティ推進や多様性の実現は職場を魅力的に
し、人材の確保や定着に寄与します。また、意欲的な人材
が相互に作用し合う環境でこそイノベーションが創出さ
れると思います。住友ベークライトが価値創造のアクセ
ルとして掲げる「人的資本（人材の活躍）経営」では、この
数年間に人事制度の改定を行い、実績に応じた処遇や若
手でも挑戦できる文化の醸成を目指しています。人材の
活躍に資する環境づくりの面でも、健康支援策の推進や
多様な人材が活躍できる制度の充実等、きめ細かく対応
していると思います。課題を挙げるとすれば、2名の女性
執行役員に続く、次世代の女性人材の層を厚くすること
ではないかと思います。

松田取締役にお聞きします。

永島取締役にお聞きします。
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コーポレート・ガバナンス
社外取締役インタビュー

今年6月に鍜治屋新社長が就任されました。新たな経営体
制に対する期待や要望について、お聞かせください。

中期経営計画の初年度だった2024年度は、海外拠点も
含めて逆風を克服しながら労使一体となって活動した
結果、目標の達成につながりました。また、中期経営計画
で掲げた重要項目も着実に推進中であり、SB-ROICの
経営指標を背景にOne Sumibeのマインドが従業員に
定着してきたと思います。そのような中で鍜治屋社長が
新たに就任されました。鍜治屋社長には、先に述べた全
従業員のOne Sumibeマインド定着という発射台に立
ち、2024年度に高機能プラスチック事業の責任者として
厳しい経営状況にあった北米事業に辛抱強く対応してき
た忍耐力を持って、全社をリードしていただくことを期
待します。

2024年度の取締役会の運営や議論などを通じて、実効性
の変化で感じられたことをお聞かせください。

取締役会への出席当初、報告内容や説明資料の用語が難

解で理解しづらいことが多々ありました。しかし、各事
業のレクチャーを別途実施され、用語集などもご用意い
ただいたことで理解も深まり、こうした細やかな取り組
みが取締役会の実効性向上につながっていると思いま
す。また、取締役会前に実施する社外役員会が、取締役会
の審議事項の内容を理解する良いしくみになっていま
す。ここで議論された内容を吟味して改めて取締役会で
議論するという流れも、実効性の面で有効です。これ以
外にも、私から出した改善要望に対して、スピード感を
持って確実に対応いただいていると感じています。

経営の重要課題に「DXの推進」を掲げ、モノづくりの
スマートファクトリー化などを推進していますが、これら
の取り組みをどのように評価されていますか。また、デジ
タル推進人材の育成について、成果を上げるためのご助
言・ご意見をお願いいたします。

技術討論会、R＆D重点施策実行宣言などの機会に、それ
ぞれの職場におけるDX活用事例が多く紹介されてお
り、DX推進の機運は高まってきていると感じます。特に
これまで毎年実施してきた現場改善発表会は、2025年
度からDX推進強化の視点から、全社の業務全体まで対
象を広げた発表会にアップグレードされました。これは
我が意を得た施策と考えています。そして、DX推進をよ
り加速するには、さらなる実務者の研鑽とマネジメント
側の理解の場が必要です。そこで、研究開発分野につい
てはインフォマティクス技術適用に特化した、研究発表
会の開催を提案しています。加えて、スマートファクト
リー化推進についても、部署横断的にデータ整備と活用
を推進する部署を設置した上で、マネジメント層も参加
する全工場対象の発表会の実施を提案します。こうした
活動が発信されることで、今以上にデジタル推進人材の
活躍の場は広がり、モチベーションの向上や優秀な外部
人材も集うものと考えます。

今年6月に鍜治屋新社長が就任されました。新たな経営体
制に対する期待や要望について、お聞かせください。

鍜治屋社長は、社内での人望が厚い方だと伺っておりま
す。就任早々、円高やアメリカの関税問題等が山積する難
しい環境ではありますが、外部環境の変化は会社の事業
効率を見直す好機だと思いますので、その手腕に期待し
ています。また、新社長を中心とした経営陣は中期経営計
画の目標達成に向けて、12の経営の重要課題（マテリアリ
ティ）に取り組んでいくことになります。しっかり議論し
て定めた目標や指針があるので、ぶれずに決断し実行し
ていただければと思います。私たちも「2030年ありたい
姿」を目指して、住友ベークライトを「未来に夢を提供す
る会社」へと育てるお手伝いをしていきたいと思ってい
ます。

2024年度の取締役会の運営や議論などを通じて、実効性
の変化で感じられたことをお聞かせください。

取締役会の実効性評価では、評価方法の検討、結果の分析・

評価、各会議体での議論・意見交換を通じて課題を抽出
し、改善に向けたアクションを実行するというPDCAサ
イクルが適切に回っていると思います。取締役会の実効
性を向上させるには、まずは本音の議論が必要だと思い
ますが、新任の役員を含め取締役全員が疑問点を質問し、
各人の意見を積極的に述べています。その中で、中長期の
企業価値向上に資するテーマも多く取り上げられるよう
になりました。実効性評価の中で実際に課題として挙がっ
た、「社外役員に対する社内の議論に関する情報提供の充
実」や「配布資料の内容」などは着実に改善されてきまし
た。今後も取締役会実効性のさらなる向上を目指して、第
三者機関活用の是非や新たな課題の解決について、深度の
ある議論を続けていく考えです。

女性活躍推進を含む、多様性の確保に向けた取り組みへの
評価をお聞かせください。また、経営の重要課題である「人
的資本（人材の活躍）経営」のさらなる充実に向けて、どのよ
うな課題があるとお考えでしょうか。

住友ベークライト初の女性役員である沖執行役員や大久
保執行役員の就任は、会社のさらなる発展のために非常
に意義のあることだと思います。女性活躍をはじめとす
るダイバーシティ推進や多様性の実現は職場を魅力的に
し、人材の確保や定着に寄与します。また、意欲的な人材
が相互に作用し合う環境でこそイノベーションが創出さ
れると思います。住友ベークライトが価値創造のアクセ
ルとして掲げる「人的資本（人材の活躍）経営」では、この
数年間に人事制度の改定を行い、実績に応じた処遇や若
手でも挑戦できる文化の醸成を目指しています。人材の
活躍に資する環境づくりの面でも、健康支援策の推進や
多様な人材が活躍できる制度の充実等、きめ細かく対応
していると思います。課題を挙げるとすれば、2名の女性
執行役員に続く、次世代の女性人材の層を厚くすること
ではないかと思います。

若林取締役にお聞きします。
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社 長

経営監視

業務執行・内部監査
およびリスク管理

選任 選任 選任

協力
指名・報酬委員会

内部監査およびリスク管理 業務執行

会計監査人
監査法人

取締役会
取 締 役 社外取締役

監査役会

常勤監査役 社外監査役

株 主 総 会

サステナビリティ推進委員会

リスクマネジメント委員会
コンプライアンス委員会

方針・計画・実績などの承認

監査室

その他内部監査部門

内部監査部門

役員連絡会
取締役　　監査役　　執行役員

執行役員

情報
交換

指揮・
命令

報告

指揮・命令

報告

監督

監査協力

監査
監査

コーポレート・ガバナンス体制

経営体制

　当社は、監査役設置会社であり、取締役9名（うち独立社外取締役3名）、監査役4名（う
ち独立社外監査役2名）を選任しています。取締役会の議長は、代表取締役会長が務め
ています。
　例月の取締役会では、重要な業務の決定とともに、月次の業績の報告と各取締役から
重要な業務についての進捗などが報告され、議長は十分な議論が行われるよう配慮し、
監査役からの意見や報告を聴取しています。

取締役会

　監査役会は、常勤監査役2名および非常勤の独立性を有する社外監査役2名で構成されて
おり、財務・会計・法務に関する知識を含む適切な経験・能力を有する者からなる多様な構成
を維持し、公正不偏で効率的な監査活動を実施していく方針です。
　監査役会は、健全で持続的な成長と中長期的な企業価値の創出を実現し、社会的信頼に
応えることができる良質な企業統治体制の確立に資するため、環境の変化に柔軟に対応し、
公正不偏で透明性のある監査を実施することを基本方針としています。その上で、実効性
向上のために毎年度監査活動を振り返り、その実効性の評価・検証を全監査役で議論してい
ます。 

監査役会

基本的な考え方

　当社グループは、「プラスチックの可能性を広げることで、持続可能な社会を実現する」と
パーパスを定め、顧客をはじめとしたさまざまなステークホルダーの価値の創造に貢献した
いと考えています。そのためには、社会から信頼され、社会に必要とされることが重要であ
り、コンプライアンスの徹底をはじめ社会・環境への適合性の高い経営、経営を取り巻くリス
クへの対処が効率的かつ効果的に行われる体制の構築を進めています。

　当社は、執行役員制度を導入し、取締役会で選任する執行役員は業務執行の責任者とし
て、取締役会で決定された方針に基づいて社長の指揮・命令のもとで業務を執行しており、
執行役員18名（取締役兼務者5名を含む）を選任しています。
　毎月1回取締役、執行役員および監査役で構成する役員連絡会を開催し、取締役会で決定
された方針や重要事項が周知されるとともに、業績の報告および各執行役員からの業務の
執行状況の報告がなされ、重要事項のレビューおよび情報の共有が行われています。

執行役員制度・役員連絡会

コーポレート・ガバナンス
経営体制

詳しくは
こちら
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コーポレート・ガバナンス
役員報酬

【賞与の目標指標とそのウエイトならび目標値と実績】
　役位別の賞与は、役位別の基準額に、各採用指標に係るウエイトおよび達成度に応じた係数を乗じて算出し
ます。

財務指標

非財務指標

区分

事業利益

ROE

GHG排出量削減率

CDP評価結果

女性管理職比率

採用指標

60%

10%

10%

10%

10%

ウエイト 2024年度
目標値

300億円

8%

38%

A-

4%

2024年度
実績値

308億円

6.5%

45%

A-

4.25%

達成度に
応じた係数

1

0.9

1.05

1

1.05

役員報酬

　当社の取締役の報酬は、当社グループの中長期的な企業価値の持続的な向上を図るイン
センティブとして機能するよう、経営目標や株主価値と連動した報酬体系を構築していま
す。 具体的には、役位に応じた固定報酬である「月額報酬」、長期ビジョンの達成を見据えて
設定した経営指標を踏まえた業績連動報酬である「賞与」、および株主との価値共有を促進
するための中長期インセンティブとして非金銭報酬である「株式報酬」により構成していま
す。 各報酬の割合は、当社グループの企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして
機能するよう、役位や職責等に応じて適切に定めることとし、標準的な構成比率の目安が概ね

月額報酬50％：賞与40％：株式報酬10％となるように設定しています。 ただし、社外取締役
の報酬は、業務執行から独立して経営の監督を行う立場であることに鑑み、月額報酬のみと
なっています。
　なお、2024年度の取締役の報酬については、取締役会の決議により決定に関する権限
を指名・報酬委員会に委任しています。
　監査役の報酬は、基本報酬（月額報酬）であり、その総額および個別支給額は、株主総会で
決議された報酬の限度額の範囲内で、監査役の協議により決定されます。

【目標値の達成度とそれに対応する係数】【目標値の達成度とそれに対応する係数】

105%以上

財務指標 非財務指標

達成度

係数

達成度

係数

125%以上
125%未満

～

105%以上

105%未満

～

95%以上

95%未満

～

75%以上
75%未満

CDP評価
結果以外

105%未満

～

95%以上
75%未満

CDP評価
結果 A A- B以下

1.3 1.1 1.0 0.9 0.7
1.05 1.0 0.95

中期経営計画2024-26期間中の賞与の算定方法

 【採用指標】

非財務指標

区分 採用指標 指標の選択理由

当社において持続的成長を図るため管理すべき指標の一つであり、中期
経営計画2024-26における財務目標に設定しているため。

事業利益

財務指標

当社において持続的成長に向けた経営効率を測る指標の一つであり、中
期経営計画2024-26における財務目標に設定しているため。

ROE

当社の経営の重要課題として掲げる環境・社会価値の創造に向けて、カー
ボンニュートラルの取り組みを測る指標の一つと位置付けているため。

GHG排出量削減率

CDPは気候変動への影響や温室効果ガスの排出量に関する公表を求め
る国際NGOであり、当社のカーボンニュートラルの取り組みを測る客
観的かつ公正な評価と考えられるため。

CDP（気候変動）に
関する直近の評価結果

当社の経営の重要課題として掲げる人的資本（人材の活躍）経営の実現
に向けて、多様性の推進を測る指標の一つと位置付けているため。

女性管理職比率（単体）

2024年度における役員報酬

報酬等の総額
（百万円）

対象となる
役員の員数

月額報酬 賞与 株式報酬 （名）

報酬等の種類別の総額（百万円）
役員区分

取締役（社外取締役を除く）

監査役（社外監査役を除く）

社外役員

423 225 160 38 7

55 55 ― ― 2

58 58 ― ― 6

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋事業を継続する基盤

60 Sumitomo Bakelite Co., Ltd. Integrated Report 2025



コーポレート・ガバナンス
取締役会の実効性評価

　当社は、取締役会の実効性評価を毎年度実施することとしており、取締役会の構成員
であるすべての取締役・監査役に対するアンケートに基づく自己評価・意見集約、その分
析結果に基づいて各会議体での議論・意見交換、これらを踏まえた取締役会での評価

2. 評価結果の概要および前年度に掲げた取り組みの対応状況

3. 新たに認識した課題とその改善に向けた取り組みの方針

　アンケートの結果、取締役会の運営は形式面および実質面のいずれにおいても一定
の水準が維持されており、全体としての実効性は確保されていると評価しました。また、
前年度に取り組みとして掲げた「アジェンダの設定プロセスの明確化」については、次の
取り組みを行い、全体的に改善されているとの評価でした。

【「アジェンダの設定プロセスの明確化」取り組み内容】

・ 取締役会の機動的かつ柔軟な決議を行うべく付議基準の一部を見直し
・経営会議等での社内討議の経過や設備投資方針の決定経緯などを社外役員会に
て社外役員に対して説明するとともに、社外役員会での社外役員の意見を社内
取締役全員に共有することにより、双方向の情報共有を実施

　前述のとおり、全体としての実効性は確保されていると評価されましたが、これまでの
取り組みを定着させるとともに、議論の深掘りや説明の充実化を行い、取締役会の審議
をさらに深化させることを目指して、取締役会資料の充実化、中長期の企業価値向上に
資するテーマの積極的な提示および社内取締役と監査役・社外役員の双方向の情報共
有のさらなる促進といったアクションに取り組んでいくこととしました。

取締役会の実効性についての分析・評価

1. 評価プロセス・評価方法

日時 内容

社外役員会
・前年度の実効性評価結果に基づく課題改善の進捗確認
・2024年度の実効性評価の実施方針・方法の議論・アンケートに基づく自己評価の実施決定

経営会議（常勤取締役）
・アンケート結果をもとに意見交換

取締役会
・評価結果の総括　・新たな課題の特定　・課題改善に向けた取り組み方針の設定

社外役員会
・アンケート結果をもとに意見交換

アンケート実施
・対象：取締役および監査役全員
・内容：取締役会の構成、取締役会の運営、付議事項、情報提供に関する4段階評価
　　　  客観性・透明性を確保するため、アンケートの策定当初に得た外部弁護士の意見も
　　　  参考に作成

取締役会
・2024年度の実効性評価の実施方針・方法の確認

2024年12月

2025年2月

2025年4月

2025年5月

2025年1月

結果の総括・課題設定、そして課題の改善に向けた取り組みの実施というプロセスを通
じて、PDCAのサイクルを回すことで取締役会の実効性を向上させることとしています。
　2024年度の取締役会の実効性に関する分析・評価の結果の概要は、次のとおりです。
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コーポレート・ガバナンス
役員紹介

取締役および監査役

常務執行役員

指田　暢幸　　鈴木　真　　   田中　厚　　中西　久雄　　齊野　猛司　

執行役員

金沢　敏秀 池山　寧久　　沖　博美　　 野村　浩史　　大久保　明子　　 森　健　　 大西　治 　　丸茂　剛

（2025年6月24日現在）

氏名
会社における

地位

知識・経験・能力など

企業経営 グローバル
営業・
マーケ
ティング

製造・
生産技術 研究開発

サステナ
ビリティ・
ESG

DX・
情報
システム

財務・会計

藤原　一彦 代表取締役会長 ● ● ●

鍜治屋伸一　代表取締役社長社長執行役員 ● ● ●

稲垣　昌幸 代 表 取 締 役
副社長執行役員 ● ● ●

小林　　孝 取 締 役
専務執行役員 ● ● ●

倉知　圭介　取 締 役
専務執行役員 ● ● ●

平井　俊也 取 締 役
常務執行役員 ● ● ●

松田　和雄 社 外 取 締 役 ● ● ●

永島惠津子 社 外 取 締 役 ● ● ●

若林　宏之 社 外 取 締 役 ● ● ●

※本表は、当社の取締役会が必要とする知識・経験・能力などのすべてを表すものではありません。また、各取締役の知識・経験・
能力などは、主なものに●印を付けています。

（2025年6月24日現在）

氏名 会社における
地位

知識・経験・能力など
企業経営・
組織運営 財務・会計 法務・

コンプライアンス
内部統制・
リスク管理 グローバル

竹崎　義一 常 勤 監 査 役 ● ● ●

青木　勝重 常 勤 監 査 役 ● ● ●

山岸　和彦 社 外 監 査 役 ● ● ●

川手　典子 社 外 監 査 役 ● ● ●

※本表は、当社の監査役会が必要とする知識・経験・能力などのすべてを表すものではありません。また、各監査役の知識・経験・
能力などは、主なものに●印を付けています。

取締役および監査役のスキル・マトリックス
代表取締役会長

藤原　一彦

取締役

専務執行役員

小林　孝

代表取締役

副社長執行役員

稲垣　昌幸

取締役

専務執行役員

倉知　圭介

代表取締役社長

社長執行役員

鍜治屋　伸一

取締役

常務執行役員

平井　俊也

社外取締役

松田　和雄

社外取締役

永島　惠津子

社外取締役

若林　宏之

常勤監査役

竹崎　義一

常勤監査役

青木　勝重

社外監査役

山岸　和彦

社外監査役

川手　典子
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コーポレート・ガバナンス
役員紹介

取締役のスキルの選定理由

知識・経験・能力など 選定理由

企業経営
「お客様との価値創造を通じて、『未来に夢を提供する会社』」の実現には、経営全体を見
渡し、価値創造を実現する戦略を策定できる能力が必要であることから、経営全般に関する
深い知識と経験を有するメンバーが取締役会に必要であると考えるため。

グローバル
グローバルに事業を展開する当社においては、各国・地域の文化や市場特性を理解した上で
適切な戦略を策定する能力が必要であることから、グローバルな視点と経験を有するメン
バーが取締役会に必要であると考えるため。

営業・マーケティング

顧客ニーズに的確に応え、競争環境における優位性を確保するには、顧客や市場動向を深く
理解し、適切な営業戦略を立案する能力が必要であることから、営業およびマーケティング
に関する豊富な経験を有するメンバーが取締役会に必要であると考えるため。

製造・生産技術
製造業として、高品質な製品を効率的かつ安定的に提供し続けることが価値創造の基盤であり、
その維持・強化のためには製造プロセスの最適化や技術革新の推進が必要であることから、製造
や生産技術に関する知識と経験を有するメンバーが取締役会に必要であると考えるため。

研究開発
製造業における価値創造の源泉は革新的な技術であり、それらを生み出し続けるためには成
長領域をとらえた戦略的な研究開発体制の構築が求められることから、研究開発に関する深
い知見を有するメンバーが取締役会に必要であると考えるため。

サステナビリティ・ESG
持続可能な社会の実現に貢献するためには、気候変動をはじめとする諸課題への対応を通じ
た環境・社会価値の創造が必要であることから、サステナビリティおよび環境・社会・ガバ
ナンスに関する知見を有するメンバーが取締役会に必要であると考えるため。

DX・情報システム
迅速な意思決定の基盤となるデータドリブン経営を推進するとともに、デジタル技術を活用
して研究開発・モノづくりの効率化や業務変革を実行していくためには、DXや情報システム
に関する知識と経験を有するメンバーが取締役会に必要であると考えるため。

監査役のスキルの選定理由

知識・経験・能力など

企業経営・組織経営

当社の持続的な企業価値の向上を目指す事業活動とそれ
を監督する取締役、取締役会の監査を効果的に行うため
には、企業経営や組織運営、あるいはそれらを支える業務
に関する知見や経験が非常に有用と考えるため。

財務・会計

企業価値向上には健全な財務基盤と効率的な事業運営、
適切な情報の開示は不可欠であり、それらの取り組みや監
査法人の監査活動の相当性を監査するためには、財務・会
計に関する高度な知見や経験が非常に有用と考えるため。

法務・コンプライアンス

当社はグローバルに多様な事業活動を展開していることか
ら、コンプライアンスのリスクも多種多様であり、そのマネ
ジメントを効果的に監査する上では、法務・コンプライア
ンスに関する知見や経験が非常に有用と考えるため。

内部統制・リスク管理

持続的な企業価値の向上には子会社を含めた適切なガバ
ナンス体制と内部統制システム、リスク管理は不可欠であ
り、それらに対する効果的な監査活動には、内部統制やリ
スク管理に関する知見や経験が非常に有用と考えるため。

グローバル

当社は多種多様な地域でグローバルに事業活動を展開し
ていることから、その監査活動にあたっては、海外勤務な
どで培った文化や環境の多様性を理解したグローバルな
視点と経験が非常に有用と考えるため。財務・会計

企業価値を最大化するためには、当社の財務状況を正確に認識するとともに、健全な財務基
盤の構築と資本効率の追求が必要であることから、資金の調達・分配を含めた財務戦略およ
び会計に関する深い理解を有するメンバーが取締役会に必要であると考えるため。

選定理由
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リスクの抽出 対応計画の推進・遂行
●リスクマネジメント委員会は、各事業部門・個別リスク主管部の
統轄役員から「主要リスク抽出質問票」の回答を収集

●社長からのヒアリングの実施

リスクマップの作成
●リスクマネジメント委員会にて、発生可能性と影響度をもとに算出
したリスク指数が高いものを主要リスク候補として挙げる

●承認された主要リスクの
対応計画の推進・遂行

選定結果の承認・報告
●サステナビリティ推進委
員会は、選定された主要
リスクに対する対応計画
を承認

●サステナビリティ推進委
員会により、承認された
内容を取締役会に報告

選定結果の承認・報告
●リスクマネジメント委員
会にて、主要リスクの選
定・承認

●主要リスクに対する次年
度の対応計画への反映を
実施

主要リスクとして挙げた各リスク項目のリスクマップ上の位置
発生可能性

●法令および規
制への対応

●製品の品質

●原材料の供給問題、
価格変動

●人的資本リスク

●災害・事故・パンデミック
●地政学リスク
●情報セキュリティインシデント
●環境負荷低減対策（気候変動対
応を含む）

中 高低

大

中

小

影
響
度

事業継続計画（BCP）
　当社グループでは、想定される災害・事故のうち、「地震」
「爆発・火災・漏洩」「風水害」「パンデミック」を重大事態と位
置付け、事態発生時の事業継続性確保のため「事業継続計画
（BCP）」を作成し、必要に応じて取引先と共有しています。
　減産対応や持続性確保として、製品・原材料の適正在庫確
保、生産体制二重化、予備品の増強や復旧体制の制度化と
いった対策を実施しています。また、調達先各社の協力を得
て、サプライチェーン上流のBCP確認と追加対応策の検討、

リスクマネジメント体制
　当社グループのリスクマネジメント体制は下記のとおり
です。
　当社グループは、下記の主要リスクの選定プロセスに基
づいて、事業に重要な影響を及ぼす可能性のある主要リス
クを抽出するとともに、これらを機会と捉え、対応を進める
ことで将来の価値創造につなげます。
　2025年度に取り組むべき主要リスク(2024年度に選定) 
は、①災害・事故・パンデミック、②地政学リスク、③情報セ
キュリティインシデント、④環境負荷低減対策（気候変動対
応含む）、⑤法令および規制への対応、⑥製品の品質、⑦原材
料の供給問題、⑧人的資本リスクの8項目です。

2024年度 
リスクマネジメント委員会
開催回数：3回

取締役会
監督 報告

承認/指示 報告

連携

指示

指示

サステナビリティ推進委員会
（委員長：社長）

リスクマネジメント委員会
(委員長：社長、 委員： 各部門統轄役員・個別リスク主管部の長)

主要リスクの選定、対応策の妥当性確認

個別リスク主管部
(総務・人事・経理企画・生産技術・研究開発・IT推進・調達本部など)

グループ全体の対応策の立案・推進

当社グループの各事業部門
(営業・工場・研究開発部門など)
リスク管理のための対策の実行

取締役会
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リスクマネジメント

当社グループで生じ得る火災・爆発への未然防止対策とし
て異常予兆管理システムの導入拡大などを進めています。
　なお、当社は、科学技術の進歩や気候変動の影響により、
災害・事故の発生頻度や影響の大きさ・範囲は変化すると認
識しており、現在のBCPの妥当性を最新の情報を踏まえて
毎年検証しています。今後もBCPの見直しおよび訓練を実
施していきます。

リスクマネジメント体制 主要リスクの選定・承認フロー

詳しくは
こちら

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋事業を継続する基盤
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サイバーセキュリティ

　当社では、情報セキュリティインシデント発生に備え
た組織横断的機関である「SUMIBE-CSIRT」を設置
し、定例会議などを通じてのトピックス共有、事故発生
を未然に防ぐための予防対策策定、事故発生時の対応
手順の整備を行っています。その一方で、有事の際には
経営層を含めた対応や外部セキュリティ関係機関との
連携を行う体制としています。
　また、国内外の役員・従業員の会社支給PC利用者全
員を対象とした情報セキュリティ教育を定期的に実施
するなど、予防強化と意識向上を推進しています。

人権尊重

　当社は、事業活動における人権尊重への取り組みの
指針とするため、2024年2月1日付けで「住友ベークラ
イトグループ人権方針」を制定しました。
　また、 2024年度から、国連の「ビジネスと人権に関す
る指導原則」などの人権に関する国際規範や日本国の
「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のため
のガイドライン」に則った人権デュー・ディリジェンス
（人権DD）に着手しました。
　当社では、リスクマネジメント委員会（委員長：社長、
委員：各部門統轄役員・個別リスク主管部の長）の中に、
部門横断的な「人権DDワーキンググループ」（リー
ダー：人事担当役員）を設置し、リスクマネジメント委員
会の監督のもと、人権DD実施計画の立案・推進をして
います。

　当社グループにおける人権DDでは、左記の図で示し
たステップ①～④を3年に1回程度のサイクルで回す計
画としています。また、その進捗等は、当社ウェブサイト
の人権尊重のページ（上記二次元コード参照）にて適宜
開示しています。
　2024年度は、左記ステップのうち「①人権への負の
影響（人権侵害リスク）の特定・評価」を実施し、優先的
に取り組むべき人権課題として「児童労働」「強制労働」
を選定しました。
　2025～2026年度は、ステップの②として児童労働・
強制労働に関する書面調査（社内向け、サプライヤー向
け）・調査結果への対応（是正対応等）を予定しています。

2024年度 重大なセキュリティインシデント発生件数：0件

2024年　情報セキュリティ教育 受講率：100％
受講者数：4,965名

2024年度 情報セキュリティインシデント対応訓練
実施回数：2回

取締役会

サステナビリティ推進委員会（委員長：社長）

リスクマネジメント委員会(委員長：社長)

情報セキュリティ事故緊急時対策本部長

情報セキュリティ対策委員会（SUMIBE-CSIRT）
委員長： 総務本部統轄役員
委　員： 総務本部長、IT推進本部長、

人事本部長、知的財産部長 等

情報セキュリティ対策委員会（SUMIBE-CSIRT）
（＝情報セキュリティ事故緊急時対策本部事務局）

承認/指示 報告

平時

有事

監督 報告

承認/指示 報告

報告承認/指示

苦
情
処
理
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
※2

人
権
方
針
※1

ステークホルダーとの対話

※1　2024年2月制定
※2　内部通報制度・ハラスメント相談制度等

人権デュー・ディリジェンス

① 負の影響の
特定・評価

② 負の影響の
防止・軽減

④ 説明・
情報開示

③ 取り組みの
実効性評価

承認/指示

取締役会

サステナビリティ推進委員会
(委員長： 社長 　委員：各部門統轄役員・担当役員など）

当社グループの各事業部門
(営業・工場・研究開発部門など)

リスクマネジメント委員会
(委員長： 社長 　委員：各部門統轄役員・個別リスク主管部の長)

報告

承認/指示 報告

監督 報告

指示 連携

人権DDワーキンググループ
(リーダー : 人事担当役員）
人権DD実施計画の立案・推進
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サイバーセキュリティ 人権尊重

人権DD推進体制

情報セキュリティ管理体制

人権尊重への取り組みの全体像・人権DDのステップ

詳しくは
こちら

詳しくは
こちら
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安全理念・機械安全指針・安全行動指針のポスター（多言語版対応）

サステナブル調達

　環境・社会的な側面を考慮して、当社では住友ベーク
ライトグループの各社による調達活動に適用されるサス
テナブル調達方針を策定・公表し、持続可能なサプライ
チェーンの構築を目指し、当社グループのみならず取引
先にも方針に合わせた行動をお願いしています。
サステナブル調達の推進に関しては、調達本部は、サス

テナビリティ推進委員会の管理のもと、関連するコーポ
レート部門等と連携しながら取り組みを推進しています。
　セグメントごとの原材料購入実績上位90%を占める
主要サプライヤーに対しサステナビリティ要求事項を確
認する「サステナブル調達アンケート調査」や、スズ・タ
ンタル・タングステン・金、コバルト、マイカを使用・添加
した原材料・部品を取り扱う調達取引先に対するRMI
のCMRT/EMRTを用いた「責任ある鉱物調達」等の取
り組みを実施しています。

労働安全衛生

　当社グループでは、「安全をすべてに優先させる」とい
う安全理念のもと、「機械安全指針」「安全行動指針」を
定め、無事故・無災害を実現するために、職場のあらゆ
る危険・有害要因の排除に取り組んでいます。
＜主な取り組み＞
・労働災害の再発防止・未然防止
（原因調査結果に基づくリスク評価と是正処置の実施）
・機械設備のリスク低減活動
（新規機械設備はISO12100に準拠して設計、既設設備
は変更発生時にリスクアセスメントを実施）
・化学物質のリスク低減活動
（化学物質暴露による健康障害や化学物質による爆発
火災事故発生防止のため、化学物質リスクアセスメント
を実施）
・安全衛生教育
（階層別教育、職場内教育、安全ポータルサイト活用、危
険予知トレーニング・指差呼称・ヒヤリハット活動、安全
基本行動を学ぶための「安全道場」など）　

製品責任・品質保証

　お客さまが満足し、安心していただける製品とサービ
スを提供することが当社グループにとって重要な社会的
役割と考えており、これらを提供するために、関連部門が
製品の安全性確保の重要性を認識して連携し、製品安
全と品質維持向上のしくみをつくって適切に実施・管理
しています。
＜主な取り組み＞
・FMEA、FTA等の手法を用いた潜在的品質リスクの
洗い出しと低減
・国内外の全事業所で発生した品質問題を直ちに共有し、
一元管理するシステム(「QPIT」システム）を構築・運用
・各事業所による課題の深掘り・是正を促す内部監査と
多角的な視点で点検およびフォローする本部監査の
両輪体制を構築。各拠点で抽出された懸念事項
を全社へ水平展開(共有、点検、是正）し、再発防止・
未然防止を図る活動　
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サステナブル調達 安全衛生 詳しくは
こちら

詳しくは
こちら

詳しくは
こちら 製品責任

2024年度 サステナブル調達率※1：92%
品質マネジメントシステム（ISO9001等）　　　　
認証取得拠点数：44拠点（2025年3月末現在）

2024年度  重大品質クレーム：0件

2024年度 3TGに関する
　　　　   RMAP適合精錬所使用率※2：100%

※1 セグメントごとの原材料購入実績上位9割を占める主要サプライヤーのうち、
　　サステナブル調達アンケートの回答が所定の基準を満たすサプライヤー
　　の割合。
※2  3TG:スズ・タンタル・タングステン・金
　　RMAP: Responsible Minerals Assurance Process

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋事業を継続する基盤

https://www.sumibe.co.jp/csr/social/procurement/index.html
https://www.sumibe.co.jp/csr/social/product-liability/index.html
https://www.sumibe.co.jp/csr/social/safety/index.html


漫画キャラクター 「まもる君」

皆から頼られる中堅社員として大活躍の「まもる君」。昨今、企業
の不祥事が大きな問題となっている中、コンプライアンス・マス
ターとして社内のアドバイスを続けている。

住友ベークライトグループ倫理規範ハンドブック

住友ベークライトグループ倫理規範の内容に、4コマ漫画を加えて
見やすいハンドブック形式にしたものです。（8か国語版あり）

方針・基本的な考え方

　当社グループは、事業活動を進めるにあたって、法令
および企業倫理を順守することが極めて重要であると
認識し、コンプライアンス重視の経営を推進しています。
　当社グループが誤りなく事業活動を行うための行動
規範である「私たちの行動指針」、当社グループ各社の
役員および従業員が業務遂行にあたって準拠すべき法
令および企業倫理順守の観点での具体的倫理規範・行
動基準としての「住友ベークライトグループ倫理規範」
を定めています。

コンプライアンス体制

※ 当社グループの経営に重大な影響を与えるようなコンプライアンス違反

2024年度 コンプライアンス委員会の開催回数：3回

2024年度 重大なコンプライアンス違反※：0回

コンプライアンス体制
　コンプライアンス違反リスクの極小化、コンプライアン
スのためのしくみづくりの推進、コンプライアンス意識の
啓蒙活動の推進を行うため、「コンプライアンス委員会」
を設置しています。コンプライアンス委員会では、経営に
重大な影響を与えるようなコンプライアンス違反事例の
有無を確認しています。

2024年度 コンプライアンス強調月間における
コンプライアンス教育受講率：100％（受講者数8,715名）

コンプライアンス教育

　毎年10月のコンプライアンス強調月間の活動の一環と
して、当社グループのすべての役員・従業員を受講対象と
し、「私たちの行動指針」と「住友ベークライトグループ倫
理規範」の内容（腐敗行為の禁止、カルテル禁止、差別・ハ
ラスメント禁止を含む）、内部通報制度の概要などについ
て、e-ラーニングまたは職場内教育を実施しています。
　さらに、当社では、新入社員向けのコンプライアンス教
育や、個別分野（個人情報管理、安全保障輸出管理、下請
法等）のコンプライアンス教育も適宜実施しております。

　当社では、毎月発行する社内報に「コンプライアン
ス・マスターへの道！」と題した記事を載せています。こ
れは4コマ漫画をベースにコンプライアンスについてわ
かりやすく解説したものです。

取締役会

サステナビリティ推進委員会
（委員長：社長）

コンプライアンス委員会
（委員長：社長、委員：各部門統轄役員・コンプライアンスを所管する

コーポレート部門の長）

コンプライアンスを所管するコーポレート部門
（総務・人事・経理企画・生産技術・研究開発・IT推進・調達本部など）

当社グループの各事業部門
（営業・工場・研究開発部門など）

事業所
コンプライアンス

委員会

指示

連携

指示

承認/指示 報告

監督 報告
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コンプライアンス 詳しくは
こちら

私たちの行動指針・住友ベークライトグループ倫理
規範はこちら

イントロダクション トップメッセージ 価値創造と3つの強み 成長戦略 コーポレートデータビジョン実現への道筋事業を継続する基盤
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腐敗防止に関する方針・取り組みについてはこちら コンプライアンス通報制度の詳細についてはこちら

通報者

社外監査役

調査チーム

通報 調査進捗報告

通報内容報告※1

通報内容報告 調査進捗報告

調査指示 調査進捗報告

共有

コンプライアンス委員会委員長※2 ※3

総務本部長

通報窓口
社内：監査室長
社外：弁護士

取締役、執行役員が
被通報者となる通報事案のみ

モニタリング

モニタリング

通報内容報告※1

常勤監査役

※1　通報者を特定できる情報は除去して報告
※2　社長
※3　委員長が被通報者となる場合には、　副委員長が
　　  代行
※　 通報窓口、コンプライアンス委員会委員長、
　　  総務本部長、調査チームの構成員に、調査対象
　　  となる事実関係に利害を有する者がいる場合
　　  には、報告・情報共有の対象から除外
※　 通報者に了承を得た上で調査進捗報告を
　　  調査チームから通報者に直接行う場合あり

※ コンプライアンス通報制度（グループ共通制度）への通報：5件
　 関係会社独自の内部通報制度への通報:4件

コンプライアンス通報制度における対応フロー

腐敗防止に関する方針・取り組み 監査・モニタリング

　当社は、「住友ベークライトグループ贈収賄防止ポリ
シー」および「住友ベークライトグループ贈収賄防止基
本規程」において、贈収賄や利益供与の強要を一切容認
しない姿勢を示すとともに、役員および従業員の行動基
準・順守事項など定めています。また、関係会社の所在
国・地域における贈収賄防止関連法令、所在国・地域や
事業分野における贈収賄リスクの度合いを踏まえて、贈
収賄防止に関する取り組みを推進しています。
　また、「住友ベークライトグループ倫理規範」では、横
領、背任、マネーロンダリング、インサイダー取引など、個
人や組織の利得のために自己の職務上の権限や地位を
濫用する腐敗行為を禁止しています。グループ各社の就
業規則等の社内ルールでも、これらの腐敗行為を禁止し
ています。

　監査室、生産技術本部などの内部監査を担当する部
署では、「内部統制システム構築の基本方針」「内部監査
規程」「財務報告に係る内部統制基本規程」「モノづくり
監査規程」などに基づき、当社および海外を含む関係会
社を対象として、実地での往査、オンライン（リモート）監
査、被監査部門での自己監査結果の点検による書面監
査を適宜組み合わせて監査・評価を行っています。
　監査・評価は、各部門における業務の適法性および各
種基準への適合性の観点から行っており、発見され指摘
事項として挙げられた不備については、当該部門に対し
て書面による是正報告を求めます。

コンプライアンス通報制度

　当社は、コンプライアンス違反の早期発見・未然防止
を図るため、コンプライアンス違反またはその恐れを
知った場合に、社内窓口（監査室長）または社外窓口（弁
護士）に通報できる「コンプライアンス通報制度（内部通
報制度）」を導入しています。当社グループの役員および
従業員だけでなく、当社グループのステークホルダー
（退職者、採用応募者、取引先を含む）も通報できます。
通報により通報者が不利益を被らないよう、プライバ
シーは厳重に保護されます。
　また、当社グループ共通の「コンプライアンス通報制
度」とは別に、所在国・地域の法令上の要求や会社の規
模などを考慮した上で、独自の内部通報制度を設置して
いる関係会社もあります。

2024年度 確認された贈収賄・腐敗行為の件数：0件

2024年度 監査室による内部監査実施対象：
国内15組織/海外8組織

2024年度 内部通報制度への通報件数：9件※

競争法順守に関する方針・取り組み

　当社は、「住友ベークライトグループ倫理規範」におい
て、競争法（独占禁止法）の取引規制の順守を定めるとと
もに、競合先とのカルテル・談合、販売店等に対する再販
売価格の維持の要求（法令で例外的に許容された場合
を除く）、優越的地位を濫用した取引先への不当な要求
等を禁止しています。
　また、当社では、競争法順守プログラムとして、価格審
議委員会による審議、価格決定・改定伺、同業者面談伺
による稟議を運用しております。
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コンプライアンス
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住友ベークライトグループは、日本を含め16の国・地域で事業展開しています。各製造拠点は下の図のとおりです。

株主名 持株数（千株）持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 11,966 13.65

住友化学株式会社 9,251 10.56

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

STATE STREET BANK AND 
TRUST COMPANY 505001 

株式会社日本カストディ銀行（信託口4）

MSIP CLIENT SECURITIES

8,107

5,979

2,328

1,761

9.25

6,893 7.87

6.82

2.66

2.01

株式会社日本カストディ銀行・
三井住友信託退給口

1,309 1.49

住友生命保険相互会社 1,046 1.19

（注）1.当社は、自己株式6,122千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
　　2.持株比率は、発行済株式の総数から自己株式数を控除して計算しています。

GIC PRIVATE LIMITED - C

株式会社三井住友銀行 1,308 1.49

商　号

本店所在地

代表取締役社長

設　立

資本金（2025年3月31現在）

株主数（2025年3月31日現在）

上場取引所（2025年3月31日現在）

従業員数（2025年3月31日現在）

売上高・売上収益（2024年度） 

住友ベークライト株式会社

東京都品川区東品川二丁目5番8号

鍜治屋 伸一

1932年（昭和7年）1月25日

371億円

11,829名

東京証券取引所プライム市場

1,659名（単体） / 7,981名（連結）

1,068億円（単体） / 3,048億円（連結） 

会社情報

大株主（2025年3月31日現在）

事業拠点

■ Vaupell Industrial Plastics, Inc.

Vaupell Holdings, Inc.

■■ 南通住友電木

■ Sumitomo Bakelite Europe NV

■ 上海住友電木
Sumibe Korea Co., Ltd.

■ 蘇州住友電木

■Sumitomo Bakelite Europe (Ghent) NV

台湾住培

■ 台湾住友培科

■ P.T. Indopherin Jaya
■ P.T. SBP Indonesia

住友倍克（香港）
■ 住友倍克澳門

■ 東莞住友電木

■

■ 威派塑胶模具(東莞)

■Sumitomo Bakelite Europe
(Barcelona), S.L.U.

SBE India Private Limited

Sumitomo Bakelite (Thailand) Co., Ltd.

■ SNC Industrial Laminates Sdn. Bhd.

■ SumiDurez Singapore Pte. Ltd.
■ Sumitomo Bakelite Singapore Pte. Ltd.

Sumitomo Plastics America, Inc.

Promerus, LLC

■ Durez Corporation
(Kenton Plant)

■■ Vaupell Molding & Tooling, Inc.
(Constantine, Michigan Plant)

■ Durez Canada Co., Ltd.

■ Durez Corporation
(Niagara Falls Plant)

■ Russell Plastics Technology Company

■■ Vaupell Molding & Tooling, Inc.
(Agawan, Massachusetts 
Plant)

■Sumitomo Bakelite North America, Inc.
(Manchester Plant)

■ 北海太洋プラスチック
■ SBパックス

■■ 秋田住友ベーク

■ 住ベテクノプラスチック
（本社工場）

大阪事務所

■ 山六化成工業

■ 尼崎工場

神戸事業所

■ 宇都宮工場

SBカワスミ　
本社・殿町メディカル研究所

■ 鹿沼工場

本社

■■ 静岡工場

名古屋事務所

■ 住ベシート防水（奈良工場）

■ 九州住友ベークライト

■ SBカワスミ
大分事業所（佐伯工場／野津工場／三重工場）

Kawasumi Laboratories (Thailand) Co., Ltd.
 (Nava Nakorn Plant ／ Korat Plant)

Kawasumi Laboratories 
America, Inc.

■ 半導体関連材料 ■ 高機能プラスチック ■ クオリティオブライフ関連製品

▲

 海外主要拠点

▲

 国内主要拠点

＜アメリカ北東部＞

Vaupell Europe GmbH
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財務ハイライト

（年度）2020 202420232021 2022
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（百万円）
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18,299
20,289 21,831
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●親会社の所有者に帰属する当期利益
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16,642
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●事業利益

0

10,000

20,000
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345,763 370,836 378,457
441,162 417,778

●資産合計

（百万円）

（年度）2020 202420232021 2022

●親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）

（％）
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※2024年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、1株当たり親会社所有者帰属持
分および基本的1株当たり当期利益は、2020年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、算定しております。

（年度）2020 202420232021 2022

140.23

194.43
215.59

233.66
208.91

●基本的1株当たり当期利益

0
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（円）

※「事業利益」は、「売上収益」から「売上原価」と「販売費及び一般管理費」を控除して算出しております。
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0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

※2023年4月法改正により、2022年度分からは公表義務化対象

●GHG排出量（Scope1＋Scope2）（国内・海外事業所）

●マテリアルロス発生量（国内・海外事業所）

●管理社員における女性比率

●SDGs貢献製品・貢献技術の売上収益（連結）

●化学物質排出量（国内・海外事業所）

●男性育休取得率

（年度）2020 202420232021 2022

3.12
3.45

3.86 3.74
4.25

（％）

売上収益 売上収益比率

※ 化学物質排出量の算定方法について見直しを行い、2013年度以降の遡及修正を行っています。

非財務ハイライト

（千t-CO2）
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（年度）2023 2024202220212020

男性の育児休業取得率（他社への出向者を含む）
男性の育児休業取得率（他社への出向者を除く）
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84.0
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※ 売上収益比率は、SDGs貢献製品・貢献技術の売上収益÷売上収益（国際会計基準ベースにより算定しています。
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表紙のイラストは、静岡工場のビオトープ「憩い
の杜」をイメージして描いたものです。「憩いの
杜」では、季節ごとに表情を変える草花や樹木が
茂り、カワセミなどの水鳥も訪れ、静と動が共存
する、癒しの風景をお楽しみいただけます。

発行：2025年9月

2
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ビオトープについては
こちらから

https://www.sumibe.co.jp/
https://www.sumibe.co.jp/biotope/
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